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中野市行政改革大綱　実行計画　（集中改革プラン）　取り組み状況及び平成２２年度以降の取り組み　調書　（案）

Ｎｏ． 改革プラン名 担　当
A　地域主権時代に対応した体制づくりを進めます
　１　市民参加の拡充
　　(1)　情報公開・提供の充実

効果

○制度の適正な運用の周知により、行政の
透明性の向上が図られる。 効果

（額、
数値
等）

○制度の適正な運用の周知に
より、行政の透明性の向上が図
られた。

○情報公開請求件数　５件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　３件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　４件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　17件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数（１月末）　４件

効果

○制度の適正な運用の周知により、行政の
透明性の向上が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○制度の適正な運用の周知に
より、行政の透明性の向上が図
られた。

○自己情報開示請求件数　１件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　３件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　３件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数　１件

効果
（額、
数値
等）

○同左

○請求件数（１月末）　０件

効果

○職員のセキュリティ意識の向上により、市
民等の行政情報の安全が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○職員のセキュリティ意識が向
上し、市民等の行政情報の安全
が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(2)　市民へのわかりやすい説明

効果 ○市民に新しく、よりわかりやすい情報提供
が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○新規対象者のスキルが向上
し、新しい情報の更新が図られ
た。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○各課ホームページ作成率
27/39
○統一レイアウトでの各課ホー
ムページページ作成数18

効果
（額、
数値
等）

○各課ホームページ作成率
29/34
○統一レイアウトでの各課ホー
ムページページ作成数21

効果
（額、
数値
等）

○各課ホームページ作成率
27/31
○統一レイアウトでの各課ホー
ムページページ作成数22

　　(3)　市民意見提出手続(ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ）制度の推進

効果 ○市政に対する市民参画の機会の拡充、
市の施策決定の透明性向上により、より開
かれた市政運営が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○計画等の策定時から、市民の
参画機会が拡充され、施策決定
の透明度が向上した。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

④　同左　　　　　　　　　　　「効果額」の欄で、前年の効果と同じである場合

取り組み状況の記載内容

①　継続実施　　　　　　　　前年度から同様の内容で実施する場合

②　随時見直して実施　　  必要に応じて見直しを行い実施する場合

③　検討継続　　　　　　　　前年に引き続き検討を続ける場合

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○個人情報保護制度の実施状況の公表

【改革の内容】
○中野市個人情報保護条例の規定に基づき、自己情報の
開示、訂正及び取扱いの是正に係る実施状況を『広報なか
の』でよりわかりやすく公表する。

【効果】
○制度の適正な運用の周知により、行政の透明性の向上
が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○情報セキュリティポリシーの運用

【改革の内容】
○情報セキュリティポリシーの適切な運用と、職員に対する
セキュリティ研修をより充実する。

【効果】
○職員のセキュリティ意識が向上し、市民等の行政情報の
安全が図られる。

①平成２１年度で終了とする

②平成２２年度以降も継続して取り組む

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○わかりやすいホームページ作成の推進

【改革の内容】
○ホームページの更新作業を一元化することにより公開す
る情報を精査することで、より市民にわかりやすい情報提供
ができるホームページの作成を推進する。

【効果】
○市民に新しくわかりやすい情報提供が図られる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○情報公開の実施状況の公表

【改革の内容】
○中野市情報公開条例の規定に基づき、情報公開の実施
状況を『広報なかの』でよりわかりやすく公表する。

【効果】
○制度の適正な運用の周知により、行政の透明性の向上
が図られる。

平成２２年度以降の取り組みの記載内容

①又は②のいずれかを記入し、①は理由②はプラン名、改
革の内容、効果を記入

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度実績内容（Ｈ１９）
○各課ホームページ担当者を対象に説
明会を１回、研修会を５回実施した。

実績内容（Ｈ１９）
○環境基本計画、保育所整備計画、生
涯学習基本構想、実施計画、耐震改修
促進計画について意見募集を行った。

1
情報公開の実施状
況の公表

庶務課

情報セキュリティポ
リシーの運用

2
個人情報保護制度
の実施状況の公表

3

○情報セキュリティポリシーの適切な運用と、職員に
対するセキュリティ研修をより充実する。

庶務課

全　　庁

(政策情報課)

実績内容（Ｈ１７）
○平成１７年度中野市市民意見提出手続実施要綱
制定。市民等に対し制度の周知に努め、意見等を出
しやすい環境を整える。活用しやすい方法を模索す
る。

改革の内容

○新規ホームページ担当者を対象に２
回研修会を実施した。

○各課ホームページ作成担当者を対象
にホームページ作成研修会を開催した。
1回

実績内容（Ｈ１８）
○基本構想、市総合計画前期基本計
画、国土利用計画、差別撤廃人権擁護
推進計画について意見募集を行った。

全　　庁

(政策情報課)

○市民等に対し制度の周知に努めた。

○次世代育成支援計画（素案）等、６件
の意見募集を実施した。

○各課ホームページ作成担当者に対するホーム
ページ作成研修を行うとともに、ホームページ作成
の際のレイアウトの統一などで、市民によりわかりや
すいホームページの作成を推進する。

6

中野市市民意見提
出手続（パブリック
コメント）制度の創
設・推進

実績内容（Ｈ２０）
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市民意見反映等の推進

【改革の内容】
○パブリックコメントの実施、住民説明会の開催等住民への
情報提供及び意見聴取、意見の反映等について推進する。

【効果】
○市民参加が図られる。

○実施計画、バイオマスタウン構想等に
ついて意見募集を行った。

〇老人福祉・介護保険事業計画、実施
計画、食育推進計画、地域公共交通総
合連携計画について意見募集を行った。

改革の内容・効果

改革の内容
○中野市個人情報保護条例の規定に基づき、自己
情報の開示、訂正及び取扱いの是正に係る実施状
況を『広報なかの』でよりわかりやすく公表する。

改革の内容

○中野市情報公開条例の規定に基づき、情報公開
の実施状況を『広報なかの』でよりわかりやすく公表
する。

改革の内容

○広報広聴担当者を対象とした説明会
を１回実施した。
○ホームページの全面リニューアルを１
月に実施した。

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

平成２２年度以降の取り組み（３年間）

○個人情報保護条例第21条の規定によ
り、平成20年度実施状況を「広報なかの
６月号」に掲載した。

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）
○情報公開条例第16条の規定により、
平成20年度実施状況を「広報なかの６月
号」に掲載した。

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

○職員を対象に計2回情報セキュリティ
研修会を実施した。（4月開催へ変更し
た）

取　　り　　組　　み　　状　　況

実績内容（Ｈ２０）
○情報公開条例第16条の規定により、
平成19年度実施状況を「広報なかの６月
号」に掲載した。

○継続実施

実績内容（Ｈ１７）
○情報公開条例第16条の規定により、
平成16年度実施状況を「広報なかの６月
号」に掲載した。

実績内容（Ｈ１８）
○情報公開条例第16条の規定により、
平成17年度実施状況を「広報なかの６月
号」に掲載した。

○同内容を市のホームページの各課の
ページにて公開した。

実績内容（Ｈ１９）
○情報公開条例第16条の規定により、
平成18年度実施状況を「広報なかの６月
号」に掲載した。

○継続実施

4

実績内容（Ｈ１８）

○個人情報保護条例第21条の規定によ
り、平成19年度実施状況を「広報なかの
６月号」に掲載した。

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

○個人情報保護条例第21条の規定によ
り、平成18年度実施状況を「広報なかの
６月号」に掲載した。

○継続実施

実績内容（Ｈ１８）

○個人情報保護条例第21条の規定によ
り、平成16年度実施状況を「広報なかの
６月号」に掲載した。

実績内容（Ｈ１７）

わかりやすいホー
ムページ作成の推
進

実績内容（Ｈ１７）
○新規採用職員に対し情報セキュリティ
に関する研修会を実施した。

○職員を対象に計４回情報セキュリティ
研修会を実施した。

全　　庁

(庶務課)

改革の内容

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ１９）実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ２０）実績内容（Ｈ１８）

○継続実施

○Web21掲示板等で情報セキュリティー
の周知徹底を図る

○継続実施

○職員を対象に計2回情報セキュリティ
研修会を実施した。

○個人情報保護条例第21条の規定によ
り、平成17年度実施状況を「広報なかの
６月号」に掲載した。

○同内容を市のホームページの各課の
ページにて公開した。

実績内容（Ｈ１９）

○継続実施

○職員を対象に計2回情報セキュリティ
研修会を実施した。

実績内容（Ｈ２０）
○各課ホームページ担当者を対象に研
修会を６回実施した。

資料２ 
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

　　(4)　女性登用と開かれた会議

効果

○男女共同参画社会の実現が図られる。 効果
（額、
数値
等）

〇男女共同参画社会づくりが推
進された。

効果
（額、
数値
等）

〇同左 効果
（額、
数値
等）

〇同左 効果
（額、
数値
等）

〇同左 効果
（額、
数値
等）

〇同左

　２　市民との協働(ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ)の推進
　　(1)　NPO法人やボランティア団体等との連携強化と支援

効果

○民間活力による地域活性化が図られる。 効果
（額、
数値
等）

○民間活力による地域活性化
が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○地域社会活性化の担い手である団体等
への支援により、地域福祉の向上が図られ
る。 効果

（額、
数値
等）

○地域社会活性化の担い手で
ある団体等への支援により、地
域福祉の向上が図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左

○加入者　個人 6増 効果
（額、
数値
等）

○同左

○加入者　団体5増、個人1減 効果
（額、
数値
等）

○同左

○加入者　団体2増 効果
（額、
数値
等）

○地域社会活性化の担い手で
ある団体等への支援により、地
域福祉の向上が図られる。

○加入者（１月現在）
　団体1増、個人2増

効果

○ふるさと体験塾や猫の手援農隊等の活
動も広がっているが、団塊の世代の大量退
職も視野に、農業の魅力をPRすることで中
野市の農産品の販路拡大が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○農産物の多様な販売チャンネ
ルの構築と信州中野の魅力を
PRできた。

○農業に魅力を感じている都会
の方へも農業農村の魅力を積
極的にPRできた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左
効果
（額、
数値
等）

○農産物の多様な販売チャンネ
ルの構築と信州中野の魅力を
PR,、また農業に魅力を感じてい
る都会の方へも農業・農村の魅
力を積極的にPRできた。

○農業・農村体験交流事業の
都市側実行委員の５名を「中野
市農業・観光応援隊」に委嘱し、
中野市の農業や観光資源の魅
力を積極的にPR及びイメージ向
上への取り組みを行った。

効果
（額、
数値
等）

○農産物の多様な販売チャンネ
ルの構築と信州中野の魅力を
PR,、また農業に魅力を感じてい
る都会の方へも農業・農村の魅
力を積極的にPRできる。

○平成20年度に委嘱した農業・
農村体験交流事業「中野市農
業・観光応援隊」の活動により、
中野市の農業や観光資源の魅
力を積極的にPR及びイメージ向
上への取り組みが期待できる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○NPO法人等の支援及びネットワーク化の推進

【改革の内容】
○市内NPO法人等への助成情報等の提供、活動事例の公
表をサポートする。NPO法人等のネットワーク化を検討す
る。

【効果】
○民間活力による地域活性化が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○福祉分野のボランティア団体等との連携強化と支援

【改革の内容】
○社会福祉協議会を窓口とした福祉の担い手としての市民
ボランティア団体の育成継続。福祉分野のNPO法人に対す
る情報提供及び支援を行う。

【効果】
○地域社会活性化の担い手である団体等への支援により、
地域福祉の向上が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○男女共同参画社会づくりの充実

【改革の内容】
○各種審議会等への女性の参画率を高めるため、引き続
き平成23年度までに女性の登用率を35%として推進する。
○平成24年度から平成28年度までの男女共同参画計画書
を策定する。
○真の男女共同参画社会形成のため、女性の社会進出
や、女性リーダー育成のための 事業を進める。

【効果】
 ○男女共同参画社会の実現を図る。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市民との協働による農業・農村体験交流事業の実施
　
【改革の内容】
○市民、民間団体による農業・農村体験交流事業を支援す
ることにより、農産物の多様な販売チャンネルの構築と信州
中野の魅力をPRする。
○農業の魅力を感じている都会の方へも農業農村の魅力
を積極的にPRしていく。

【効果】
○ふるさと体験塾や猫の手援農隊の活動も広がっている
が、引き続き都市住民等に農業の魅力をPRすることで中野
市の農産品の販路拡大が図られる。

○農業・農村体験交流事業補助金を交
付した。　　　330千円
　参加人数　計　58人
　　内都市参加者　33人

○猫の手援農隊事業補助金を交付し
た。
　（摘果）100千円
　　参加者　87人
　　受入農家　24軒
　（収穫）100千円
　　参加者　134人
　　受入農家　36軒

○農業・農村体験交流事業補助金を交
付した。　297千円
「２００７信州なかのふるさと体験塾」
　参加人数７３名
　　内都市側参加者４３名

○猫の手援農隊事業補助金を交付し
た。
（りんご摘果）100千円
　参加者   92人
　受入農家29件
（りんご収穫）100千円
　参加者　129人
　受入農家46件

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施
 ・加入者数　団体35、個人27

○社会福祉協議会を通じ、ボランティア
交流広場の活動を支援した。

○各種審議会等へ女性の参画を推進するため、平
成23年度までに女性の登用率を35%とすることを目
標とする。
真の男女共同参画社会形成のため、女性の社会進
出や、女性リーダー育成の活動を進める。

〇男女共同参画推進条例を制定した。
　
〇男女共同参画計画を策定(平成１９年
度～平成２３年度)した。

　
〇男女共同参画懇話会を３回開催した。
　

〇男女共同参画計画策定委員会を６回
開催した。

○女性の審議会への登用率29.6％

〇情報紙の発行、各種講座、講演会を
開催した。

〇女性の審議会等への登用率　30.5％

全　　庁

(男女共同参画
推進室)

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）改革の内容

7

8
NPO法人等のネッ
トワーク化の推進と
支援

男女共同参画社会
づくりの拡充

9
福祉分野のボラン
ティア団体等との連
携強化と支援

10
市民との協働によ
る農業農村体験交
流事業の実施

○継続実施

○市内ＮＰＯ法人の情報誌を作成し全戸
へ配布した。

○市内ＮＰＯ法人に地域づくりのイベント
への参加協力を呼びかけた。

○新規認証なし

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
 ・加入者数　団体37、個人27

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○20年度NPO法人新規認証数　1件
　　　　　　　市内活動団体累計 10件

○継続実施

○ＮＰＯ法人の設立を希望される方への
案内を３月の広報紙に掲載する。

○継続実施

○新規認証予定なし

○農業・農村体験交流事業補助金を交
付した。　297千円
「2009信州なかのふるさと体験塾」
　参加者数60名
　　内都市側参加者30名

○猫の手援農隊事業補助金を交付し
た。（りんご収穫は今後交付予定）
（りんご摘果）100千円
　参加者　　75名
　受入農家 29軒
（りんご収穫）100千円
　参加者　111名
　受入農家 43軒

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施
 ・加入者数（1月現在）　団体38、個人29

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
〇男女共同参画推進条例を施行した。
（Ｈ19.4.1）

〇男女共同参画計画(ダイジェスト版)を
全戸配布し、周知･啓発を図った。

〇男女共同参画審議会を２回開催した。

〇男女共同参画ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙを開催した。

〇各種講座を開催した。

〇情報紙｢交差点｣を発行した。(６、９、
１２、３月)

〇女性の審議会等への登用率　29.1％

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ２０）
〇「中野市男女共同参画推進条例」及び
「中野市男女共同参画計画」に基づき、
男女共同参画社会づくりを推進した。

〇継続実施

〇男女共同参画社会づくり「共にいきい
き市民のつどい」を開催した。

〇継続実施

〇継続実施

〇女性の審議会等への登用率　28.6％

実績内容（Ｈ１９） 実績内容（Ｈ２０）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

〇継続実施　（６月、２月開催）

〇継続実施

〇継続実施

〇継続実施

〇女性の審議会等への登用率　28.5％
○関係課長会議を開催し、登用率の向
上を図るための検討を行った。

改革の内容
○社会福祉協議会を窓口とした、福祉の担い手とし
ての市民ボランティア団体の育成継続。
福祉分野のNPO法人に対する情報提供及び支援を
行う。

改革の内容
○市民、民間団体による農業農村体験交流事業を
支援することにより、農産物の多様な販売チャンネ
ルの構築と信州中野の魅力をPRする。

○農業に魅力を感じている都会の方へも農業農村
の魅力を積極的にPRしていく。

改革の内容
○市内NPO法人等への助成情報等の提供、活動事
例の公表をサポートする。NPO法人等のネットワー
ク化や、ボランティアの総合的窓口の設置も検討す
る。

○継続実施

○18年度ＮＰＯ法人認証数　1件
　　　　　　　　　　　　　解散数　1件
　　　　　　　　　　　　　　累計　9件

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）
○市内のＮＰＯ法人及び助成情報につ
いてＨＰに掲載した。

○ＮＰＯ法人認証数　　３件
　（平成16年度までに６件）

○継続実施
  ・加入者数　団体30、個人28

○ボランティアルーム「あんと」開設2周
年事業を開催した。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７）

○ボランティア連絡協議会へ補助金を交
付した。
  ・加入者数
　　　　団体30
　　　　個人22

○農業・農村体験交流事業開催費負担
金を交付した。　　　250千円
　参加人数　計　76人
　　内都市参加者　53人
　

○猫の手援農隊事業負担金を交付し
た。
　（摘果）100千円
　　参加者　67人
　　受入農家　24軒
　（収穫）100千円
　　参加者　122人
　　受入農家　34軒

政策情報課

福祉課

売れる農業推
進室

実績内容（Ｈ２０）
○農業・農村体験交流事業補助金を交
付した。　297千円
「2008信州なかのふるさと体験塾」
　参加者数64名
　　内都市側参加者34名

○猫の手援農隊事業補助金を交付し
た。
（りんご摘果）100千円
　参加者　　84名
　受入農家 35軒
（りんご収穫）100千円
　参加者　131名
　受入農家 43軒
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

効果

○市民の道路づくりへの参加により利便性
の一層の向上が図られる。 効果

（額、
数値
等）

○市民の道路づくりへの参加に
より利便性の一層の向上が図ら
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○歩行者の利便性が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果

○地域住民と協議により、交通弱者の移動
手段の確保が図られる。 効果

（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○地域住民と協議により、交通
弱者の移動手段の確保が図ら
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

　　(2)　地域力発揮と良好なコミュニティーの維持形成

効果

○より細かな除雪作業や高齢者等に配慮し
た除雪対応が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○より細かな除雪作業や高齢
者等に配慮した除雪対応が図ら
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
○地域への愛着心の向上が図られる。 効果

（額、
数値

○地域への愛着心の向上が図
られた。

効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○地域への愛着心の向上が図
られる。

効果

○支援により、地域やコミュニティの維持、
形成が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○施設や道具の整備等の支援
により、地域のまとまりや、活性
化が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

平成２２年度～平成２４年度
◎道路河川課・都市計画課
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○道路づくりへの市民参加の推進

【改革の内容】
○道路整備において、計画段階から市民参加による道路づ
くりを行う。

【効果】
○市民の道路づくりへの参加により利便性の一層の向上が
図られる。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○地域による除雪体制づくりの推進

【改革の内容】
○地域による除雪体制づくりを支援する。

【効果】
○除雪作業や高齢者等に配慮した除雪対応が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　新たな公共交通体系へ移行したため、№91へ統合し「持
続可能な公共交通体系の構築」として取り組むため。

○継続実施
⑴小型ロータリー除雪車を購入し配置し
た。　　３台
①赤岩区②岩井区③穴田
⑵除雪ドーザを購入し配置した。　１台
①北・南永江区
⑶ハンドロータリー除雪機械を購入し配
置した。　　２台
①岩井東区　②中野地区(予備)

◎都市計画課
○継続実施

○継続実施

◎農政課
○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施
　２地区で実施した。

実績内容（Ｈ１９）

13
交通弱者対策の推
進

14
地域による除雪体
制づくりの推進

12
道路づくりへの市
民参加の推進

21年度実施見込み（又は実績内容）
◎道路河川課
○市道南宮線やさしい歩道づくり工事の
実施により、歩道の段差解消等が実現
した。

○継続実施

◎都市計画課
○駅前線について、若松町道路整備計
画により、事業申請をした。

21年度実施見込み（又は実績内容）
○交通弱者対策検討委員会を１回開催
した。

○高丘地区の7地区で説明会を開催し、
平成20年1月から高丘地区福祉乗合タク
シーの試行運行を行う。
　利用回数　11回

◎道路河川課
○市道三好町線やさしい歩道づくり測量
設計を実施した。

◎都市計画課
○駅前線について、若松町街路整備計
画に基づき、用地買収を実施した。

○平成21年度から新たな公共交通体系
へ移行した。

◎道路河川課
○市道南宮線及び三好町線のやさしい
歩道づくり工事の実施により、歩道の段
差解消等が実現した。

◎都市計画課
○継続実施

◎都市計画課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　地元区へ維持管理を委託し、適正に管理が行われている
ため終了とする。

◎農政課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　地元区へ維持管理を委託し、適正に管理が行われている
ため終了とする。

21年度実施見込み（又は実績内容） 平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　初期の目的が達成されている。 （行政改革として取り組む
事項に馴染まない。）

○継続実施
⑴小型ロータリー除雪車を購入し配置し
た。　　１台
①若宮・金井区
⑵除雪ドーザを購入し配置した。　１台
①東江部区

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

16
コミュニティ事業の
推進

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○継続実施
　６地区で実施した。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ２０）
○高丘地区福祉乗合タクシーの試行運
行を平成20年度に引き続き実施した。
　利用回数　7回

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
⑴小型ロータリー除雪車を購入し配置し
た。　　２台
①西江部区②東吉田区
⑵除雪ドーザを購入し配置した。　１台
①替佐・笠倉区
⑶ハンドロータリー除雪機械を購入し配
置した。　　８台
古牧区、壁田区、栗和田区、一本木区、
間山区、長元坊区、日和区、若宮区

改革の内容

○都市公園・農村公園等の管理に地域の力を活用
する。

○道路整備において、計画段階から市民参加によ
る道路づくりを行う。

改革の内容

改革の内容
○地域による除雪体制づくりを支援する。

改革の内容

改革の内容
○宝くじ助成事業等の活用により、地域やコミュニ
ティの活性化に資する地域が行う事業を支援する。
今後も各種助成事業を活用し、財源確保を図ってい
く。

○社会福祉団体等の地域住民と協議し、交通弱者
対策を推進する。

◎道路河川課
○市道中町線やさしい歩道づくり工事の
実施により、歩道の段差解消等が実現
した。

○継続実施

◎都市計画課
○駅前線について、若松町街路整備事
業促進委員会を設立し、若松町街路整
備計画書を作成した。

実績内容（Ｈ１８）
○庁内・社協職員による検討会議を
　延べ3回開催した。

○交通弱者対策検討委員会を
　延べ5回開催した。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○継続実施
　⑴小型ロータリー除雪車を購入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２台
　　①南永江区・北永江区
　　②穴田区

○庁内・社協職員による検討会議を
　延べ6回開催した。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）
◎道路河川課
○平成13年度に市民参加による「やさし
い歩道づくり懇話会」において策定した
整備計画にもとづき歩道の段差解消を
実施した。

○一般県道中野小布施線のバイパス整
備について、延徳地区内の市民に参加
いただきバイパス計画を研究した。

○各地区の狭隘道路等の除雪を自ら
行っていただくため、除雪機械を購入し
配置した。
　⑴小型ロータリー除雪車 １台
　　①竹原区

◎都市計画課
○継続実施
　原町街区公園は市の管理に戻した。

○継続実施

◎農政課
○継続実施

◎都市計画課
○継続実施

○継続実施

◎農政課
○継続実施

実績内容（Ｈ１７）

◎都市計画課
○継続実施

○継続実施

◎農政課
○継続実施
（※赤坂地区農村公園については当面
市において管理する。）

○一般コミュニティ助成事業
　２地区で実施した。

◎都市計画課
○街区公園
　13箇所全ての街区公園について地元
区に管理を委託した。

○河川公園
　竹原河川公園の管理を地元区に委託
した。
　柳沢河川公園の管理を地元区と地元
マレットゴルフ協会に委託した。

◎農政課
○農村公園
　３箇所の公園について地元区に管理を
委託した。

○継続実施
　１地区で実施した。

実績内容（Ｈ１８）

都市計画課
農政課

全　　庁

(政策情報課)

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
　４地区で実施した。

道路河川課
都市計画課

道路河川課

福祉課

地域による公園等
の管理

15

実績内容（Ｈ２０）
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　　(3)　市民と行政との役割分担の見直し

効果

○行政の役割の見直しが図られるととも
に、住民の地域愛の高揚も図られる。 効果

（額、
数値
等）

○行政の役割の見直しが図ら
れるとともに、住民の地域愛の
高揚も図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○団体等の自立が図られる。
効果
（額、
数値
等）

○団体等の自立が図られた。
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

　３　公平・透明で活力ある効率的な組織・機構の構築
　　(1)　自立のための組織・機構の見直し

効果

○国の制度に基づく効率的で弾力的な事務
が推進できる。 効果

（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○国の制度に基づく効率的で弾
力的な事務の推進が図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

◎道路河川課・農政課
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市民による基盤整備の推進

【改革の内容】
○市が実施してきた道路・水路等の改修のうち、地域が計
画し実施可能なものに対し、原材料支給等で支援する。
○直営・委託から原材料支給に変更するなど、支出の内容
を見直し、経費の削減に努める。

【効果】
○行政の役割の見直しが図られるとともに、住民の地域愛
の高揚も図られる。
○歳出を見直すことにより、市の健全経営が図られる。

　№106を統合

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○団体事務の見直し

【改革の内容】
○市が事務を行う団体等の事務事業について、市が行うべ
きかの観点から、包括的に見直し、各団体への移管に努め
る。
○設立から長年が経過し、当初の目的が達成された団体等
については、団体等の意向を踏まえながら廃止・統合・見直
し等も含めて検討を行う。

【効果】
○団体等の自立が図られる。
○事務事業の縮減、スリム化が図られる。

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　組織改正に影響する法改正が毎年あるとは限らないた
め、№21へ統合し、「効率的、弾力的な行政運営のための
組織改正」として取り組むため。

◎道路河川課
○継続実施　２９区

◎農政課
○継続実施　２０区

実績内容（Ｈ１９）

20

○地方自治法の一部改正に伴い、組織、権能運営
等を効率的に、柔軟かつ実効的に対応できる組織
改正を行う。

19
団体事務の見直し

法改正に伴う組織
改正

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

随時見直して実施

○５団体の団体事務の見直した。
・統合　２団体（中野市中野地域水田農
業推進協議会・中野市豊田地域水田農
業推進協議→中野市水田農業推進協
議会）
・従事者数の減少　３団体（中野市企業
人権教育推進協議会、退職者連盟豊田
分会、長野県保育園連盟）

市民による基盤整
備の推進

17

○副市長の設置
　副市長定数条例を制定し、定数を１名
としたほか、関係する例規の整備を実施
した。

○会計管理者の設置
　会計管理者の補助組織に関する規則
を制定したほか、関係する例規の整備を
実施した。

21年度実施見込み（又は実績内容）
◎道路河川課
○継続実施（予定32区）

◎農政課
○継続実施　(予定51区）

改革の内容

○市が事務を行う団体等の事務事業を、市が行うべ
きかの観点から、包括的に見直し各団体移管に努
める。

改革の内容

改革の内容 実績内容（Ｈ１７）

○組織改正に影響する地方自治法の一
部改正はなかった。

庶務課

実績内容（Ｈ２０）
○組織改正に影響する地方自治法の一
部改正はなかった。

◎道路河川課
○継続実施　３２区

◎農政課
○継続実施　３７区

実績内容（Ｈ１８）
◎道路河川課
○継続実施　２１区

◎農政課
○継続実施　２９区

実績内容（Ｈ１７）

○随時見直して実施

○10団体の団体事務の従事者数を見直
した。（中野地区青少年健全育成会、中
野市生活改善推進委員会、中野市あら
ゆる差別をなくす推進協議会、農業集落
排水施設管理組合　他）

○随時見直して実施

○15団体の団体事務の見直した。
・団体への事務の移管　２団体（中野市
体育協会、永田地区区長会）
・豊田支所の組織改正に伴う事務の見
直し　３団体（中野市保健補導委員会、
中野市衛生自治会、長野県民交通災害
共済組合）
・廃止　１団体（中野市地域・家庭教育推
進実行委員会）
・従事者数の減少　９団体（中野市ション
ションまつり推進会、中野市勤労者互助
会、中野市防火管理協議会、中野市豊
田地区民生児童委員協議会　他）

○市が行っている団体の事務について、
見直しを実施。
事務の移管を進めることとした。

○可能なものから段階的に見直し（事務
の移管等）を進めることとした。

実績内容（Ｈ１８）

全　　庁

(政策情報課)

道路河川課
農政課

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７）
◎道路河川課
○各区が自ら行う道路維持作業に必要
な原材料を支給した。　１９区

◎農政課
区及び土地改良区が行う農道・水路等
の改修、維持修繕に必要な原材料の支
給や、補助金を交付した。１５区

○可能なものから段階的に見直し（事務
の移管等）を進めることとした。

○８団体の団体事務の従事者数を見直
した。

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

○組織改正に影響する地方自治法の一
部改正はなかった。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○市が実施してきた道路・水路等の改修のうち、地
域が計画し実施可能なものに対し、原材料支給等で
支援する。
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効果

○市の実情に適した事務が効率的、弾力的
に推進できる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○組織改正により、市民サービ
スの向上が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果 ○事務の合理化と市民サービスの向上が
図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

事務の効率化が図られた。 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○自らの提案により改善することで、職員の
意識改革につながる。

○身近なことから改善し、顧客（市民）の満
足度向上が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○有給の休息時間を廃止することにより、
民間との公平性が図られる。 効果

（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○有給の休息時間を廃止したこ
とにより、民間との公平性が図
られた。
　これに関連して開庁時間が延
長され、市民サービス等の向上
につながった。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

平成２２年度～平成２４年度実績内容（Ｈ１９）

市独自の組織改正

改革の内容
○地域主権時代に対応した、自ら考え、自ら行動す
るための組織の構築を図る。
また、市の実情に合わせた、効率的かつ弾力的な対
応ができる組織改正を行う。

○現在整備済みの市道の維持管理は、複数課でそ
れぞれ行っているが、道路管理部署の一元化を検
討する。

休息時間の廃止に
伴う勤務時間の変
更

25

23

24

道路維持管理の一
元化

改革の内容

市民満足度（CS）
向上委員会の設置

改革の内容
○平成17年度実施の健全経営に関する全職員戦略
アンケートを活かし、市民満足度を向上させる事務
事業等の改善を図る。

○組織横断的に、年代別等で改善項目を提案して
いく。

21

◎政策情報課
○委員会の設置について検討した。

◎庶務課
○市民満足度（ＣＳ）向上のための研修
を行った。
（１回）

実績内容（Ｈ１８）

全　　庁

(政策情報課)
（庶務課）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

◎子ども部の設置
　ワーキンググループによる検討。全７
回
　事務改善提案票を受理し、事務改善規
程の規定に基づき事務改善研究委員
会、事務改善推進委員会及び事務改善
委員会を開催し、検討を行い、原案どお
りとし、市長に報告した。
　12月議会に組織条例の改正条例案を
上程し、可決。併せて、組織規則の改正
規則を公布した。

◎建設水道部の設置
　事務改善提案票を受理し、事務改善規
程の規定に基づき事務改善研究委員
会、事務改善推進委員会及び事務改善
委員会を開催し、検討を行い、原案どお
りとし、市長に報告した。
　12月議会に組織条例の改正条例案を
上程し、可決。併せて、組織規則の改正
規則を公布した。

道路河川課
都市計画課

農政課

実績内容（Ｈ１８）

○平成18年10月1日から休息時間を廃
止し、勤務時間の変更を行った。
　なお、経過措置により保育園及び社会
就労センター職場は従来どおり。

平成２２年度～平成２４年度

◎政策情報課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　市民満足度（CS）向上委員会は設置しないこととしたた
め。
　市民満足度の向上については、№36へ統合し、「公務員と
しての基本研修の充実」として取り組むため。

◎庶務課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　市民満足度向上のための研修については、№36へ統合
し、「公務員としての基本研修の充実」として取り組むため。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○効率的、弾力的な行政運営のための組織改正

【改革の内容】
○地域主権時代に対応した、自ら考え、自ら行動するため
の組織の構築を図る。
　また、地方自治法の改正や市の実情に合わせた、効率的
かつ弾力的な対応ができる組織改正を行う。

【効果】
○法律や市の実情に合わせて、効率的かつ弾力的な事業
ができる。

　№20を統合

平成２２年度～平成２４年度
◎道路河川課・都市計画課・農政課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　道路河川課へ維持管理の一元化が完了したため終了と
する。

平成２２年度～平成２４年度

道路河川課
○完了

◎都市計画課
○完了

◎農政課
○市道認定道路について道路河川課で
一括管理実施。

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成22年度より新たな勤務時間となるため。

実績内容（Ｈ１７）

◎政策情報課
○総合調整会議等、横断的な会議等で
対応できるため、市民満足度（CS）向上
委員会は設置しないこととした。

◎庶務課
○市民満足度（ＣＳ）向上のための研修
を行った。
（１回）

○勤務時間を７時間45分へ改正する検
討を行ったほか、併せて保育園職場に
おける休息時間廃止の検討を行った。

実績内容（Ｈ２０）改革の内容 実績内容（Ｈ１８）
○平成19年４月１日から社会就労セン
ター職場で休息時間を廃止し、勤務時間
の変更を行った。
　なお、保育園職場については、検討を
継続する。

○国の制度改正に準じて、休息時間を廃止し、勤務
時間の変更を行う。

○随時見直し
実績内容（Ｈ２０）

庶務課

◎政策情報課
○検討継続

◎庶務課
○市民満足度（ＣＳ）向上のための研修
を行った。
（１回）

庶務課

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○スポーツ振興部門の移管
　地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律の一部改正に伴い、総合調整会
議、部課長会議、課長補佐会議を開催
し、検討を行った。
　３月議会に教育委員会の権限に属す
る事務の一部を市長が管理及び執行す
ることに関する条例案、組織条例の改正
条例案を上程し、可決。併せて、組織規
則の改正規則を公布した。

○豊田支所の組織改正
　豊田支所の組織を６課から１課に統合
することについて検討を行い、中野市豊
田支所規則の改正規則を公布した。

実績内容（Ｈ１９）
◎道路河川課
○建設水道部内の都市計画道路管理
業務の街路維持一元化を検討。

◎都市計画課
○街路維持管理事務を道路河川課へ移
管を検討。

○くらしと文化部の設置
　事務改善提案票を受理し、事務改善規
程の規定に基づき事務改善研究委員
会、事務改善推進委員会及び事務改善
委員会を開催し、検討を行い、原案どお
りとし、市長に報告した。
　12月議会に組織条例の改正条例案を
上程し、可決。併せて、組織規則の改正
規則を公布した。

◎道路河川課
○一元化を検討。

◎農政課
○事務事業評価において検討を行った。
○市民サービスの向上及び道路維持管
理の効率化から、一元化の検討を継続
する。

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ２０）
◎道路河川課
○建設水道部内の都市計画道路管理
業務の街路維持一元化の実施。

◎都市計画課
○都市計画道路の維持管理について、
道路河川課管理へ一元化を行った。

◎農政課
○Ｈ２１道路河川課との一元化に向け、
検討会を開催。市道認定道路について、
Ｈ２１から道路河川課で一括管理するこ
ととした。

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ２０）

○文化振興課とスポーツ振興課を文化
スポーツ振興課に統合、産業誘致推進
室を廃止し、商工観光課に統合し、工業
係を新設、文化公園整備推進室を廃止
し、都市計画課に統合
　事務改善提案票を受理し、事務改善規
程の規定に基づき検討を行い、組織規
則の改正規則を公布した。

21年度実施見込み（又は実績内容）

◎政策情報課
○完了

◎庶務課
○市民満足度（ＣＳ）向上のための研修
を行った。
（３回）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○平成22年度から勤務時間を７時間45
分へ改正した。
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

　　(2)　公共施設等の統合整備

効果

○長時間保育等の特別保育事業の増加に
対応し、幅広い保育サービスを提供する体
制づくりが図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○幅広い視点から捉えた保育
所のあり方について提言を受け
ることができた。

効果
（額、
数値
等）

○保育所整備計画を策定し、実
施計画に反映することができ
た。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○地域実情に沿った学校整備計画の策定
により、児童生徒にとって適正な教育環境
整備が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

　　(3)　審議会及び各種制度等の見直し

効果

○ワークショップ等により、民間感覚を取り
入れた創造性を持った審議組織に発展が
図られる。

効果
（額、
数値
等）

○より多くの市民の声が反映さ
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(4)　電子自治体の推進

効果

○住民サービスの向上（24時間受付可能）
と行政事務の効率化が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○住民サービスの向上（24時間
受付可能）と行政事務の効率化
が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○電子自治体の推進・拡充

【改革の内容】
○住人サービスの向上と行政事務の効率化を図るため、シ
ステム等の導入について検討する。（平成22年施設予約シ
ステム更改）

【効果】
○住民サービスの向上（24時間受付可能）と行政事務の効
率化が図れる。

○長野県電子自治体協議会に設置され
ている電子申請・届出運営委員会企画
運営部会に参加しシステム導入につい
て検討した。

○県・市町村共同電子申請システム（な
がの電子申請）が稼動開始した。

実績内容（Ｈ１９）

○提言に基づいた整備計画案を策定
し、公表、周知した。
　・広報、ホームページにより計画案を公
表
○計画案に対する意見、要望を集約し
た。
　・関係地区、整備対象園の園児保護者
への説明会の開催　７回
　・パブリックコメントの実施
○保育所運営審議会へ計画案について
諮問し、答申を得た。
　・審議会会議の開催　４回
　・現状施設の視察
○審議会からの答申に基づき整備計画
を策定し、公表した。
　・広報、ホームページ
○実施計画へ計上した。

○継続実施

○地域包括支援センター運営協議会と
地域密着型サービス運営委員会を統合
し、中野市介護保険事業運営協議会とし
た。
　(H19.12.21施行）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○検討継続

○広報なかのに「教育委員会だより」を
掲載し、子どもの育ちについて市民理解
を深めた。

実績内容（Ｈ１９）

○各種審議会等は、そのあり方を検討し、地域主権
時代に対応した、市民が主体の審議組織として多く
の市民の参加を進める。

26 保育所整備事業

27

電子自治体の推
進・拡充

28 審議会等の見直し

学校整備計画の検
討

29
-2

改革の内容

○継続実施

○長野県市町村自治振興組合の電子
自治体推進部門において市町村に共通
する事務の調査・研究等を行うため設置
されたワーキンググループに参加し、電
子自治体の推進拡充に努めた。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○保育所あり方検討懇話会を設置し、保
育所のあり方について検討をいただき、
提言を受けた。
　・委員14名を決定、委嘱（任命）
　・懇話会会議の開催　１０回
　　（６－３月　各月１回）
　・現況施設の視察
　・３月（第10回会議時）に提言書を受け
た。

実績内容（Ｈ１８）

○教育委員会において、学校規模の適
正化に向けた将来構想(スケジュール案
等）について研究を進めた。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○審議会等の見直し

【改革の内容】
○各種審議会等は、そのあり方を検討し、地域主権時代に
対応した、市民が主体の審議組織として多くの市民の参加
を進める。

【効果】
○民間感覚を取り入れ、創造性を持った審議組織に発展が
図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○保育所整備事業

【改革の内容】
○保育所整備計画に基づき、保育所の整備を進める。（※
必要に応じて保育所整備計画の見直しを行う。）

【効果】
○適切な保育環境が整備できると同時に、幅広い保育サー
ビスを提供する体制づくりが図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○学校規模の適正化の検討

【改革の内容】
○保護者を含め、広く市民の意見を集約し、学校規模の適
正化について検討する。

【効果】
○児童生徒にとって、好ましい教育環境づくりの方向が定め
られる。

○旧中野高校跡地利用の検討に伴い、
実施年度を1年づつ後年度へ先送りする
こととした。
　（設計実施年度をH22年度からH23年
度
    へ先送り）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○検討継続

○広報なかのに毎月「教育委員会だよ
り」を掲載し、学校環境について市民理
解を深めた。
○教育委員会で検討を進めた結果、市
民の意見を集約する中で、まず、学校規
模の適正化について、さらに検討するこ
ととした。

保育課

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）
○審議会委員の構成について、委員の
重複を回避したり、多岐にわたる市民の
参加を進めた。

実績内容（Ｈ１７）

○学校の次期整備に向け、整備計画の検討を始め
る。
１学級あたり30～35人で最低２学級が１学年の適正
規模と思われるが、少人数の学校があり、小規模校
について、今後のあり方を検討する必要がある。

○県、他市町村と連携を図りながら各種システムの
導入を行い、電子自治体の推進・拡充を図る。

改革の内容

実績内容（Ｈ１７）

○平成18年度において中野市保育所あり方検討懇
話会設置、老朽化した保育所の整備について、平成
19年度に整備計画を策定し、順次改築していく。

改革の内容

改革の内容

○継続実施

○市民にお願いする委員等に関する調
べにおいて現況調査を実施した。
　　　　対象　　118団体

実績内容（Ｈ１８）

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）

学校教育課

全　　庁

(政策情報課)

政策情報課

○継続実施

○歴史民俗資料館専門委員を廃止、新
たに中野市立博物館協議会を設置

実績内容（Ｈ２０）
○｢新統合保育所整備に係る基本構想
骨子｣をまとめた。

○経済的情勢から施設整備の実施時期
について、1年づつ、後年度へ先送りす
ることとした。
　（設計実施年度をH21年度からH22年
度
　 へ先送り）

○検討継続

○広報なかのに毎月「教育委員会だよ
り」を掲載し、学校環境について市民理
解を深めた。
○市内小中学校の校長・教頭を対象に
学校規模に関するアンケート調査を実施
し、結果概要を広報なかの「教育委員会
だより」に掲載した。

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○豊田地域住民の声をより反映させや
すくするため、豊田地域審議会に関する
事務を政策情報課から豊田支所地域振
興課に移管した。（H20.4.1～）

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

効果

○住民サービスの向上（証明書の自動交付
等）と行政事務の効率化が図られる。 効果

（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

　　(5)　外郭団体等の見直し

効果

○第３セクター等の健全経営が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○第３セクター等の健全運営が
図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

実績内容（Ｈ１９）

【中野市振興公社】
◎商工観光課・都市計画課
○「陣屋県庁記念館」、「観光会館・日本
土人形資料館」、「信州中野観光セン
ター」、「間山温泉公園」、「北信濃ふるさ
との森文化公園」の５施設を指定管理者
に指定。

　

【㈱豊田】
◎経済課
○継続実施

【㈱斑尾】
◎経済課
○継続実施

【㈱北信食肉センター】
◎農政課
○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
【中野市振興公社】（10月１日から中野
市産業公社に改組した。）
◎商工観光課・都市計画課
　○「陣屋県庁記念館」、「観光会館・日
本土人形資料館」、「信州中野観光セン
ター」、「間山温泉公園」、「北信濃ふるさ
との森文化公園」の５施設を指定管理者
に指定

【㈱豊田】
◎地域振興課
　○継続実施

【㈱斑尾】
◎地域振興課
○継続実施

【㈱北信食肉センター】
◎農政課
○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

○証明書自動交付機等関連するシステ
ム導入費に多額な費用を必要とするた
め、費用対効果が望めないので導入は
しないこととした。
なお、広域で取り組みを行った場合は住
民サービス・行政事務面から効果的なシ
ステムと考えらるので、関係市町村担当
課による協議は必要と思われる。
【概算費用　26,000千円】
サーバ関係　4,000千円
自動交付機　20,000千円
周辺機器　　3,000千円

○導入項目毎に調査・研究を行った。

○Ｈ２０年３月末累計交付実績３６６枚普
及率０．８％

30
住民基本台帳カー
ドの多目的利用の
推進

31
第３セクター等の見
直し

○㈱豊田、㈱斑尾、振興公社等の団体の健全経営
に向けた見直しをすすめ、自立に向けた支援をして
いく。

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
【中野市振興公社】
◎商工観光課・都市計画課
○「陣屋・県庁記念館」、「観光会館・日
本土人形資料館」、「信州中野観光セン
ター」、「間山温泉公園」、「農村勤労福
祉センター」、「北信濃ふるさとの森文化
公園」の６施設を指定管理者に指定。

　

【㈱豊田】
◎経済課
○「中野市豊田ふるさと交流館」の管理
運営を指定管理者として指定。また、引
き続き付帯施設についても管理委託を
行った。

【㈱斑尾】
◎経済課
○「中野市豊田温泉公園」及び「中野市
斑尾高原体験交流施設」の２施設の管
理運営を指定管理者に指定した。

【㈱北信食肉センター】
◎農政課
○継続実施

○多目的利用について、庁内で協議を
行い、導入及び導入項目についての方
向性を出した。

○既設住基システムの使用期間（５年）
を１年間延長し、平成22年10月までとし
て、上記協議を行った。

○Ｈ１９年３月末累計交付実績１９２枚
普及率０．４％

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　市単独導入は費用対効果が望めないので、導入はしな
い。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○外郭団体等への関与の見直し

【改革の内容】
○第３セクター等の外郭団体について、その役割を再検証
し、市が行っている財政支援等の関与について見直し・検討
を進める。

【効果】
○財政支援及び人的支援の見直しを進めることで、支出の
抑制、行政のスリム化が図られる。

○外郭団体の自立が図られる。

実績内容（Ｈ１７）
【中野市産業公社】
◎商工観光課・都市計画課
○継続実施

◎農政課
○産業公社において農業部門事業がス
タートし、運営事務費について補助金を
交付した。（事業内容：農作業支援者紹
介事業、機械作業受託事業、農作業体
験研修事業）

【㈱豊田】
◎地域振興課
○H21からH25指定管理者として再指定
し、「中野市豊田ふるさと交流館」の管理
運営委託した。

【㈱斑尾】
◎地域振興課
○H21からH25指定管理者として再指定
し、「中野市豊田温泉公園」及び「中野市
斑尾高原体験交流施設」の２施設を管
理運営委託した。

【㈱北信食肉センター】
◎農政課
○継続実施

【中野市振興公社】
◎商工観光課・都市計画課
○「浜津ケ池市民センター」、「陣屋・県
庁記念館」、「観光会館・日本土人形資
料館」、「信州中野観光センター」、「間山
温泉公園」、「農村勤労福祉センター」、
「北信濃ふるさとの森文化公園」の７施
設を管理委託した。

【㈱豊田】
◎経済課
○「中野市豊田ふるさと交流館」及び「道
の駅ふるさと豊田」付帯施設の２施設を
管理委託した。

【㈱斑尾】
◎経済課
○「中野市豊田温泉公園」及び「中野市
斑尾高原体験交流施設」の２施設を管
理運営委託した。

【㈱北信食肉センター】
◎農政課
○運営費補助をした。

○住基カードの多目的利用について調査・研究を行
い、導入項目が複数となる場合は、電算システムの
更新時（直近は平成22年度）に併せて、住基カードを
利用した電算システムの改修を行う。

改革の内容

実績内容（Ｈ１７）改革の内容

商工観光課
都市計画課
地域振興課

農政課

政策情報課

実績内容（Ｈ２０）
○導入項目毎に調査・研究を行った。

○Ｈ２１年３月末累計交付実績５３６枚普
及率１．３％

実績内容（Ｈ２０）
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効果

○団体等の基盤の充実が図られる。
効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○同種団体の統合等により、団
体等の基盤の充実が図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○消防団の活性化及び充実した消防活動
ができる。また、消防団の効率的な運営が
期待できる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○消防団員の活性化及び充実
した消防活動ができた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(6)　広域行政の推進

効果

○広域観光等で取組みが進んでいるが、よ
り効率的な行政運営が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○広域的・効率的な行政運営が
図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

○継続実施

○後期高齢者医療事務について、長野
県後期高齢者医療広域連合で事務等の
共同処理を開始した。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○第１分団の自動車配置の見直しに伴
う自動車警戒区域、広報区域等の見直
し及び、自動車班の統合を検討した。
○OB消防団員の協力・女性消防団員等
の加入促進を図った。
(女性消防団員10名から11名)

○随時見直して実施 ○随時見直して実施

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○継続実施
(女性消防団員1１名から1２名)

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施
広域連合規約の一部改正を実施
定住自立圏等民間投資促進交付金の
活用

34
消防団組織の見直
し

33
公共的団体の整理
統合の推進

35 広域行政の推進

○継続実施

実績内容（Ｈ１８）
○可能なものから段階的に見直し（事務
の移管等）を進めることとした。

○中野商工会議所と豊田村商工会議所
が統合した（12/1）

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○第１分団自動車班の統合又、警戒広
報区域等の見直しをした。
○実施時期については、平成２２年４月
１日とする。
○継続実施
(女性消防団員12名から13名)

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　合併に伴う公共的団体の整理統合については、合併後一
定期間を経過したことで、集中的に統合等が進み、概ね初
期の目的が達成されたため。

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成22年４月１日から見直し・統合を実施するため。
　OB消防団員の協力・女性消防団員の充実が図られたた
め。

平成２２年度～平成２４年度

○旧合併推進室において公共的団体の
整理統合に関して、各種団体の意向調
査を実施（平成16年度）
　　　送付団体　287団体
　　　回答団体　214団体
　　　（回答率74.56％）

○中野商工会議所と豊田村商工会の統
合の検討
（中野商工会議所、豊田村商工会）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○公共的団体（253団体）の整理統合状
況を調査

　「旧市村の類似団体」　107
　　内訳　・統合済み　93
　　　　　　 （統合後　46）
　　　　　　・現在統合調整中　２
　　　　　　・未統合　12
　「旧市村単位から新市へ拡大」　35
　「旧市村単位のまま活動」　５
　「活動地域が限定」　43
　「広域の団体のうち旧市村で異なる団
体」　58
　　内訳　・新市域を一括に対象拡大　24
　　　　　　・旧市村のどちらかを除外　21
　　　　　　・旧市村のまま　13
　「解散等」　５

○旧市村間での公共的団体の整理統合
が進み、新市の一体的な取組みが拡大
された。

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７）

○市町村が、各種施設の重複投資を回避し、事務
事業の効率化・省力化を図るため、広域的事業を推
進する。

（現状）次のとおり共同処理を行っている。
北信広域連合・・・養護老人ホーム及び特別養護老
人ホームの設置、管理及び運営、老人ホーム入所
判定、介護認定審査、公平委員会事務、病院群輪
番制病院運営費補助事業事務　等
北信保健衛生施設組合・・・ゴミ処理、し尿処理、墓
地・埋葬、火葬場等の事務等
岳南広域消防組合・・・消防に関する事務

○消防団組織の見直し、女性消防団員等の加入促
進及びＯＢ消防団員の協力を得て、自主防災組織
の充実を図る。

改革の内容

改革の内容
○合併により同種複数存在する団体や、中高地区
等の枠組みによる団体の整理統合等を推進する。

改革の内容

実績内容（Ｈ１７） 平成２２年度～平成２４年度

○市町村が、各種施設の重複投資を回
避し、事務事業の効率化・省力化を図る
ため、広域的事業を推進する。
（改革の内容欄の現状のとおり共同処理
を実施。）

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

全　　庁

(政策情報課)

消防課

政策情報課

実績内容（Ｈ２０）

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○広域的行政の推進

【改革の内容】
○広域連合、一部事務組合、定住自立圏構想等広域連携
のあり方について検討を継続する必要がある。

【効果】
○各種施設の重複投資を回避し、事務事業の効率化・省力
化を図るため、広域的事業を推進する
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Ｂ　地域主権時代に対応した職員づくりを進めます。
　１　職員教育の推進
　　(1)　基礎教育の充実

効果

○職員資質の向上と組織（職場）の活性化
が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○職員資質の向上と組織（職
場）の活性化が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(2)　職場内研修の積極的な取り組み

効果

○目標管理制度導入により、市と個人、上
司と部下等の目標及び業務遂行状況の管
理と共有が図られ、組織力の向上と個人の
労働意欲の向上につながる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○組織力の向上と個人の労働
意欲向上につながった。 効果

（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(3)　コスト意識の導入

効果

○常にコストを意識することで、最小の経費
で最大の効果が得られるよう創意工夫する
土壌づくりができる。

効果
（額、
数値
等）

○常にコストを意識することで、
最小の経費で最大の効果が得
られるよう創意工夫する土壌づ
くりができた。

効果
（額、
数値
等）

○コスト意識の高揚から予算執
行が抑制された。

○経常収支比率が前年度よりも
低下した。（89.1→88.6）

効果
（額、
数値
等）

○コスト意識の高揚から予算執
行が抑制された。

○経常収支比率が、算入基準
の変更等により、前年度よりも
悪化した。（88.6→95.8）

効果
（額、
数値
等）

○コスト意識の高揚から予算執
行が抑制された。

○経常収支比率が前年度よりも
低下した。（95.8→87.4）

効果
（額、
数値
等）

○経常収支比率については、経
常一般歳出を抑制することで、
比率の上昇も抑制する。

○継続実施

○継続実施

○平成20年度当初予算編成及び補正予
算の査定において、経常経費削減を意
識した査定を行うことによりコスト意識の
高揚を図った。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○目標管理制度の導入に向けた説明会
を、保育園及び給食センター職場１回、
管理職１回、監督職１回、一般職１回
開催した。

○窓口業務能力向上にむけて、不当要
求防止責任者講習会を１回開催した。

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）

○次の研修を実施した。
　①ＣＳ・コンプライアンス研修３３人
　②新規採用職員研修４人
　③中堅職員通信研修10人
　④中堅行政職員研修５人
　⑤一般行政職員研修６人
　⑥係長研修４人
　⑦課長補佐研修１８人
　⑧人事評価制度説明会

36

改革の内容

改革の内容

38 コスト意識の高揚

公務員としての基
本研修の充実

○予算担当係長・担当者会議の他、全庁的な会議
においても財政状況を周知し、職場内においても話
し合いの場をもつ等によりコスト意識の啓発を図る。

○公務員として必要な基礎的な研修の実施。

○平成18年度試行準備説明、平成19年度試行、平
成20年度に目標管理制度の本格導入を図る。これ
により、仕事の進め方や接遇などについて職場内教
育の積極的推進を図る。

37
職場内の日常の教
育・訓練の充実

改革の内容
○継続実施

○継続実施

○平成22年度当初予算編成及び補正予
算の査定において、経常経費削減を意
識した査定を行うことによりコスト意識の
高揚を図る。

○現行の目標管理制度を運用するなか
で、制度の見直しについて検討。

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○コスト意識の高揚

【改革の内容】
○予算担当係長・担当者会議の他、全庁的な会議において
も財政状況を周知し、職場内においても話し合いの場をもつ
等によりコスト意識の啓発を図る。
○財政状況に対する職員の認識を高め、企業経営感覚を
取り入れ、コスト意識を持って予算編成に臨み、効果・効率
的な予算執行を図る。
○予算編成方針に基づき、各種事業における経費を見直
す。

【効果】
○常にコストを意識することで、最小の経費で最大の効果
が得られるよう創意工夫する土壌づくりができる。
○予算執行にあたっては、予算の使い切り意識を排除し、
より安価な執行をするとともに、「もったいない」の精神の浸
透が図られる。
○歳出を見直すことにより、市の健全経営が図られる。

　№90、118を統合

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○職場内の日常の教育・訓練の充実

【改革の内容】
○目標管理制度の見直しを進め、仕事の進め方や接遇な
どについて職場内教育の積極的推進を図る。

【効果】
○目標管理制度導入により、市と個人、上司と部下等の目
標及び業務遂行状況の管理と共有が図られ、組織力の向
上と個人の労働意欲の向上につながる。

平成２２年度～平成２４年度
○予算担当係長・担当者会議、予算編
成方針等説明会、定例部課長会議にお
いて、経常経費の節減、予算執行の適
正化などについて周知啓発を行った。

○当初予算及び補正予算の査定で、コ
ストを意識した査定を行った。

○毎月、消費エネルギーの使用量を
Webに掲載し、経費に対する意識を高め
た。

○H19年度当初予算編成の査定等にお
いて、経常経費削減等の査定を行うこと
によりコスト意識の高揚を図る。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ１８）

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○公務員としての基本研修の充実

【改革の内容】
○公務員として必要な基礎的な研修の実施。
○市民満足度の向上を図る研修の実施。

【効果】
○職員資質の向上と組織（職場）の活性化が図られる。

　№24を統合

平成２２年度～平成２４年度

○次の研修を実施した。
　①新規採用職員研修８人
　②中堅職員通信研修10人
　③窓口接客とクレーム対応研修57人
　④係長研修３人
　⑤課長補佐研修11人
　⑥コンプライアンス研修236人
　⑦一般行政職員研修10人
　⑧部課長研修２人
　⑨カウンセリングマインド研修３人
　⑩自主的活動研修8人
　⑪行政企画力研修１人
　⑫折衝力・交渉力研修２人
　⑬悪質クレーマーの心理と法的対応研
修１人
　⑭人権教育研修
　⑮管理者研修
　⑯主査研修
　⑰人事評価制度説明会

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）
○次の研修を実施した。
　①市民満足度研修311人
　②職場活性化研修25人
　③コンプライアンス研修23人
　④新規採用職員研修１人
　⑤中堅職員通信研修10人
　⑥中堅行政職員研修５人
　⑦対人関係能力向上研修25人
　⑧一般行政職員研修７人
　⑨人事評価制度説明会

○目標管理制度の概要説明会（保育
園・給食センター職場）を開催した。１回

○目標管理制度の試行に向けた説明会
を開催した。　　管理職　１回、監督職　２
回、一般職　１回

○継続実施

○目標管理制度の概要説明会を開催し
た。（全職員対象）　   1回

　
○管理職への試行の説明会を開催し
た。　　1回
　
　
○接遇等職場内教育の推進を図った。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

○次の研修を実施した。
　①ＣＳ・コンプライアンス研修47人
　②新規採用職員研修５人
　③中堅職員通信研修10人
　④中堅行政職員研修10人
　⑤一般行政職員研修７人
　⑥係長研修３人
　⑦部課長研修２人
　⑧人事評価制度研修

全　　庁

(財政課)

庶務課

庶務課

○予算担当係長・担当者会議において、
周知啓発を図った。

○定例部課長会議において、経費の節
減に努めるよう注意を促した。

○予算編成方針等説明会で次年度予算
の編成方針のなかで、経常経費の削減
の指示を行った。

○全職員を対象に、財政状況の説明会
を開催し、財政状況に対する理解とコス
ト意識の高揚を図った。

○予算査定において、コストを意識した
査定を行った。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○次の研修を実施した。
　①ＣＳ・コンプライアンス研修48人
　②新規採用職員研修11人
　③職員能力開発研修285人
　④中堅職員通信研修10人
　⑤課長補佐研修14人
　⑥人権教育研修261人
　⑦係長研修４人
　⑧中堅行政職員研修５人
　⑨一般行政職員研修９人
　⑩部課長研修２人
　⑪管理者研修５人
　⑫主査研修８人
　⑬人事評価制度説明会

○継続実施

○継続実施

○平成21年度当初予算編成及び補正予
算の査定において、経常経費削減を意
識した査定を行うことによりコスト意識の
高揚を図った。

○目標管理制度の導入に向けた説明会
を、保育園及び給食センター職場１回、
管理職１回、監督職１回、一般職１回
開催した。

○継続実施
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効果

○会議の意義と開催時間を再認識し、成果
を生み出す会議運営が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○会議の意義と開催時間を再
認識し、成果を生み出す会議運
営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

　２　親切・迅速な市民サービスの向上
　　(1)　サービス業としての意識改革

効果

○市民サービスへの意識改革が図られる。 効果
（額、
数値
等）

○市民サービスへの意識改革
が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(2)　窓口サービスの向上

効果

○利用しやすい市役所づくりと、市民サービ
ス向上が図られる。 効果

（額、
数値
等）

○利用しやすい市役所づくりと、
市民サービス向上が図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○平日、市役所へ訪れることができない市
民の方の利便性が向上する。

効果
（額、
数値
等）

○平日、市役所へ訪れることが
できない市民の方の利便性が
向上した。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○平成19年４月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行った。

○平成20年３月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行った。

○４日間　173件

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ２０）

39

○会議運営にあたっては必要性とコストを常に意識
し、時間と経費の無駄を省く努力をする。
パソコン等での意見集約、伝言等の機能を十分に活
用し、コスト縮減に努める。

改革の内容

41
市役所のわかりや
すい案内の推進

42
窓口業務取扱い時
間の見直し

40
オ・ア・シ・ス運動の
推進

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○コストを意識した会議運営の遂行

【改革の内容】
○会議運営にあたっては必要性とコストを常に意識し、時間
と経費の無駄を省く努力をする。
○パソコン等での意見集約、伝言等の機能を十分に活用
し、コスト縮減に努める。

【効果】
○会議の意義と開催時間を再認識し、成果を生み出す会議
運営が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○窓口業務取扱い時間の見直し

【改革の内容】
○現行休日窓口業務の実施を踏まえ、市民ニーズと効果を
考慮し、取扱い日時の拡大等について検討する。

【効果】
○平日、市役所へ訪れることができない市民の方の利便性
が向上する。

平成２２年度～平成２４年度

コストを意識した会
議運営の遂行

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）
○平成17年３月、４月の毎週金曜日、午
後７時まで窓口業務時間の延長の試行
を行った。

○関係課担当者会議を開催し、試行の
結果を踏まえ、今後の検討を行った。（４
回開催）

○平成18年３月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務の試行を
行った。

○合併後、豊田支所等においても本庁と
同様オ・ア・シ・ス運動を実施するため、
ポスターを各施設及び事務室に新たに
掲示した。

○５月に「さわやか行政サービス推進月
間」を実施し、庁内放送等により、オ・ア・
シ・ス運動の励行を行った。

○本庁舎１階に設置した総合窓口に専
任職員を配置し、庁舎の案内を実施し
た。

○案内看板の表示をわかりやすくした。

実績内容（Ｈ１８）
○平成18年４月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務の試行を
行った。

○実施要領を作成し、平成19年３月の日
曜日２回午前中、本庁において休日窓
口業務を行った。

○４日間　219件

○継続実施

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

○継続実施

○継続実施

○平成21年４月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行った。

○平成22年３月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行う予定。

○４日間　193件

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○オ・ア・シ・ス運動の推進

【改革の内容】
○オ・ア・シ・ス運動を記したポスターを各事務室に掲示し、
運動の推進を継続する。毎年５月の「さわやか行政サービ
ス推進月間」に、オ・ア・シ・ス運動の励行を再確認する。

【効果】
○市民サービスへの意識改革が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成17年度に総合窓口を設置し、一定の成果が得られた
ため。

改革の内容

○オ・ア・シ・ス運動を記したポスターを各事務室に
掲示し、運動の推進を継続する。毎年５月の「さわや
か行政サービス推進月間」に、オ・ア・シ・ス運動の
励行を再確認する。

○平成17年3月、4月の毎週金曜日、午後７時まで窓
口業務時間の延長の試行。平成18年3月、4月の日
曜日4回午前中、本庁において休日窓口業務の試
行を行う。

○２回の試行結果から窓口業務の時間延長、休日
業務の実施について検討する。

改革の内容
○総合窓口専任職員の配置等、市役所のわかりや
すい案内を推進する。

改革の内容
○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○定例部課長会議及び文書責任者会議
にて、コスト意識の向上及び適正な会議
運営の促進を図った。

○予算担当者会議を庶務課の広報担当
者会議と同時開催することにより、出席
者の時間的負担を軽減した。

○決算統計に関する説明会を会計課の
決算事務会議と同時開催することによ
り、出席者の時間的負担を軽減した。

○各課ごとに会議の出席者を制限する
ことにより人的なコスト軽減を図ることに
より、資料等の物件費の削減についても
努力した。

○会議資料は、Webに掲載することによ
り経費の節減に努めた。

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

全　　庁

(庶務課)

全　　庁

(庶務課)

庶務課

全　　庁

(庶務課)

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

○平成20年４月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行った。

○平成21年３月の日曜日２回午前中、
本庁において休日窓口業務を行った。

○４日間　215件
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効果

○別の職員でも同様な対応ができるととも
に、事務引継ぎ等もスムーズに行え、市民
等の利便性が向上する。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○事務引継ぎ等がスムーズに
行え、市民等の利便性が向上し
た。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○窓口業務に係るマニュアル化
率（見込み）　39.9％

　３　政策形成能力の向上
　　(1)　専門研修の充実

効果

○職員の専門性が高まり、多種多様化する
行政ニーズに対応することができる。

効果
（額、
数値
等）

○職員の専門性が高まり、多種
多様化する行政ニーズに対応
することができた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○別の職員でも同様な対応ができるととも
に、事務引継ぎ等もスムーズに行え、公正
な判断により市民等の利便性が向上する。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○別の職員でも同様な対応が
できると共に、事務引継ぎ等も
スムーズに行え、市民等の利便
性が向上した。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○専門的事項に係るマニュアル
化率（見込み）　19.1％

　　(2)　人事交流の充実

効果

○人事交流により、意識改革等が図られ
る。

○民間の業務等を体験することで、民間的
発想、企業的センスが養われる。

効果
（額、
数値
等）

○人事交流により、意識改革等
が図られた。

○民間の業務等を体験すること
で、民間的発想、企業的センス
が養われた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

○専門的事項のマニュアル等の策定状
況を把握するため調査を行った。
・策定状況　312業務中、策定済27、策
定中又は今後策定63、策定しない222
（業務数は各課提出による）

○専門的事項のマニュアル策定の基本
的事項を定め、各担当部課へ策定の推
進を図った。

実績内容（Ｈ１９）
○次の人事交流を実施した。
　①長野県警察職員の派遣受入れ１名
　②民間企業等（イオン（株）、ぽんぽこ
の湯、及び生産農家）への研修９名　５
日間

○次の専門研修を実施した。
　①研修担当者研修１人
　②財務会計事務研修２人
　③監査事務研修１人
　④法制執務研修９人
　⑤住民税事務研修３人
　⑥税務管理・徴収事務研修２人
　⑦選挙事務１人
　⑧専門実務研修１人

○次の専門研修を実施した。
　①新地方公会計制度研修２人
　②監査事務研修１人
　③財務会計事務研修４人
　④税務職員初任者研修８人
　⑤行政事務情報化研修１人
　⑥法制執務研修42人
　⑦専門実務研修３人
　⑧研修担当者研修２人
　⑨政策法務研修１人
　⑩住民税事務研修３人
　⑪税務管理・徴収事務研修１人

○継続実施

○継続実施

・策定見込み　218業務中、策定済み又
は平成21年度中策定予定87、平成22年
度以降策定予定16、策定しない115

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○各担当部課による窓口業務のマニュ
アル等の見直し及び実行。

○窓口業務のマニュアル等の策定状況
を把握するため調査を行った。
・策定状況　214業務中、策定済40、策
定中又は今後策定73、策定しない101
（業務数は各課提出による）

○窓口業務のマニュアル策定の基本的
事項を定め、各担当部課へ策定の推進
を図った。

21年度実施見込み（又は実績内容）
○次の人事交流を実施した。
　①長野県警察職員の派遣受入れ　１
名
　②長野県へ交流職員を派遣　１名
　③民間企業等（もみじ荘、ぽんぽこの
湯、アップルシティーなかの及び生産農
家）への研修　９名　５日間

○継続実施

○継続実施

・策定見込み　314業務中、策定済み又
は平成21年度中策定予定60、平成22年
度以降策定予定5、策定しない249

○継続実施

○法解釈が複数ある事務等については、相互研修
を遂行するとともに、難しい事例を扱った場合には
「判断事例集」を作成する。

改革の内容

○中野市人材育成基本方針に基づき専門知識を要
する業務に携わる人材を育成するため、専門研修を
実施する。全国市町村職員中央研修所、県市町村
職員研修センター等主催の各種専門研修への積極
的な参加を図る。

45
専門的事項のマ
ニュアル化の促進

46 人事交流の推進

44
専門的な能力を身
に付けるための専
門研修の充実

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○窓口業務のマニュアル化の推進

【改革の内容】
○お客さまが来庁された時、窓口事務をマニュアル化し、関
係担当者間で共有し、照会対応の円滑化を図る。マニュア
ルでは、処理手順の簡素化や処理期限の設定を検討し、事
務処理期間の短縮を図る。

【効果】
○別の職員でも同様な対応ができるとともに、事務引継ぎ
等もスムーズに行え、市民等の利便性が向上する。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○専門的事項のマニュアル化の促進

【改革の内容】
○法解釈が複数ある事務等については、相互研修を遂行
するとともに、難しい事例を扱った場合には「判断事例集」を
作成する。

【効果】
○別の職員でも同様な対応ができるとともに、事務引継ぎ
等もスムーズに行え、公正な判断により市民等の利便性が
向上する。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○人事交流の推進

【改革の内容】
○より高度で専門的な行政能力や、民間経営感覚を習得す
るため、国・県の機関及び民間企業との人事交流を行う。
○民間企業への研修期間については、期間の延長につい
て検討する。

【効果】
○人事交流により、意識改革等が図られる。
○民間の業務等を体験することで、民間的発想、企業的セ
ンスが養われる。

43
窓口業務のマニュ
アル化の促進

実績内容（Ｈ１８）
○次の人事交流を実施した。
　①長野県警察職員の派遣受入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
　②長野県へ交流職員を派遣した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名
　③民間企業等((株）斑尾、イオン(株）、
JA及び生産農家）への研修１０名　５日
間

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

21年度実施見込み（又は実績内容）

改革の内容

改革の内容

改革の内容

○お客さまが来庁された時、窓口事務をマニュアル
化し、関係担当者間で共有し、照会対応の円滑化を
図る。マニュアルでは、処理手順の簡素化や処理期
限の設定を検討し、事務処理期間の短縮を図る。

○より高度で専門的な行政能力や、民間経営感覚
を習得するため、国・県の機関及び民間企業との人
事交流を行う。

○民間企業への研修期間については、期間の延長
について検討する。

実績内容（Ｈ１７）
○各担当部課による専門的事項のマ
ニュアル等の見直し及び実行を行った。

実績内容（Ｈ１８）

〇次の人事交流を実施した。
　①長野県警察職員の派遣受入れ1名
　②民間企業等（（株）斑尾、（株）ジェイ
エイ・アップル及び生産農家）への研修
10名　5日間

実績内容（Ｈ１８）
○窓口業務のマニュアル等の見直し及
び実行を行った。

実績内容（Ｈ１７）

○次の専門研修を実施した。
　①政策法務研修1人
　②行政事務情報化研修1人
　③財務会計事務研修２人
　④法制執務研修1人
　⑤財政事務研修1人
　⑥住民税事務研修3人
　⑦政策実務(介護保険）研修1人

実績内容（Ｈ１８）

○次の専門研修を実施した。
　①市町村徴収事務研修１人
　②行政評価システム研修１人
　③財務会計事務研修１人
　④住民税事務研修３人
　⑤公営企業税理事務研修２人

政策情報課

全　　庁

（庶務課）

庶務課

政策情報課

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施

○継続実施

・策定状況　313業務中、策定済み41、
策定中又は今後策定30、策定しない242
業務

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○継続実施

・策定状況　215業務中、策定済み60、
策定中又は今後策定43、策定しない112
業務

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
○次の人事交流を実施した。
　①長野県警察職員の派遣受入れ　１
名
　②長野県へ交流職員を派遣　１名
　③民間企業等（イオン（株）、ぽんぽこ
の湯、（株）綿半ホームエイド及び生産農
家）への研修10名　５日間

○次の専門研修を実施した。
　①財務会計事務研修１人
　②税務職員初任者研修７人
　③法制執務（基礎）研修７人
　④償却資産事務研修１人
　⑤財務事務研修１人
　⑥公営企業経理事務研修１人
　⑦専門実務研修２人
　⑧住民税事務研修４人
　⑨税務管理・徴収事務研修２人
　⑩地域マネジメント論研修２人
　⑪保健師職能研究会１人

実績内容（Ｈ２０） 平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○専門的な能力を身に付けるための専門研修の充実

【改革の内容】
○中野市人材育成基本方針に基づき専門知識を要する業
務に携わる人材を育成するため、専門研修を実施する。全
国市町村職員中央研修所、県市町村職員研修センター等
主催の各種専門研修への積極的な参加を図る。

【効果】
○職員の専門性が高まり、多種多様化する行政ニーズに対
応することができる。
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　４　能力を引き出す人事管理
　　(1)　人事制度の見直し

効果

○新たな人事評価制度により、職場の活性
化等が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

　　(2)　給与制度の見直し

効果

○給与制度の適正化が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○給与制度の適正化が図られ
た。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○職員給与の公表で、より透明性の高い行
政運営が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○職員給与の公表で、より透明
性の高い行政運営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(3)　定員管理の見直し

効果

○定員適正化目標　　平成２２年４月１日におけ
る職員数は４４５人とする。平成１７年４月１日と
比較して、３７人（7.7%）の減。その内一般行政部
門は、２４人（6.4%）の減により３５３人とする。
平成17年度△１人（平成18.4.1現在）
平成18年度△６人（平成19.4.1現在）
平成19年度△８人（平成20.4.1現在）
平成20年度△１３人（平成21.4.1現在）
平成21年度△９人（平成22.4.1現在）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○平成18年度△16人（平成
19.4.1現在）

効果
（額、
数値
等）

○平成19年度△９人（平成
20.4.1現在）

効果
（額、
数値
等）

○平成20年度△９人（平成
21.4.1現在）

効果
（額、
数値
等）

○平成21年度△１人（平成
22.4.1現在）

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　給与の公表等に関して条例制定など一定の成果が得られ
たため。
　公表は継続する。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○定員管理の適正化の推進

【改革の内容】
○中野市定員適正化計画を策定し、職員定員の計画的か
つ適正な管理を行う。

【効果】
○人件費の抑制、職員の資質向上、職場内の活性化が図
られる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○給与の適正化の推進

【改革の内容】
○国に準じて給料表の改正を行うとともに、各種手当ての
見直しを行うなど給与水準の適正化を図る。また、昇給・昇
格、勤勉手当の支給にあたっては、職責、業績評価に基づく
新たな評価制度を反映したものとする。

【効果】
○給与制度の適正化が図られる。

実績内容（Ｈ１９）
○人事行政の運営等の状況の公表を
行った。

○市ホームページ、市広報紙への掲
載、掲示場への掲示を実施した。

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施
　①保育園・給食センター職場対象１回
　②管理職対象１回
　③監督職対象１回
　④一般職対象１回
　
○管理職及び監督職の評価結果シュミ
レーションを実施した。

○一般職の目標設定のモニタリング及
び評価結果シュミレーションを実施した。

○全職員が人事評価の試行を実施し
た。

実績内容（Ｈ１９）
○国に準じて給料表（改定率１級
1.05％、２級0.43％、３級0.0％）、手当（子
等の扶養500円引き上げ、勤勉手当0.05
月引き上げ）の改正を実施した。

○評価シート等の見直しを図る。

○処遇への反映は見送り

改革の内容

○中野市人材育成基本方針に基づき、公平･公正な
評価に基づく人事管理を図るため、平成20年度の本
格導入を目途に新たな人事評価制度を構築する。
H18年度準備・説明会・研修会、H19年度試行・修
正、H20年度本格導入

○中野市人事行政の運営等の状況の公表に関する
条例を制定する。
市ホームページ、市広報紙への掲載及び掲示場へ
の掲示を実施する。
国の公表様式に準拠し、よりわかりやすい公表に努
める。

改革の内容
○平成17年度に中野市定員適正化計画を策定し、
職員数の削減を計画的に進める。

○計画策定の基本的考え方
　①事務事業の見直し・組織の再編
　②民間委託の推進
　③指定管理者制度の活用
　④公益法人等への派遣の見直し

○数値目標の設定の仕方：
　定員モデル、類似団体との比較検討

○国に準じて給料表の改正を行うとともに、特殊勤
務手当等各種手当ての見直しを行うなど給与水準
の適正化を図る。また、昇給・昇格、勤勉手当の支
給にあたっては、職責、業績評価に基づく新たな評
価制度を反映したものとする。

改革の内容

改革の内容

47
人事評価制度の導
入

48
給与の適正化の推
進

49
給与の状況等の公
表

50
定員管理の適正化
の推進

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○人事評価制度の導入

【改革の内容】
○中野市人材育成基本方針に定める自己啓発の推進、組
織の活性化を目的に、現行の人事評価制度の見直しを図
り、育成的人事システムを再構築する。

【効果】
○職員の人材育成及び組織の活性化等が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

実績内容（Ｈ１７）
○国に準じて給料表(改定率△３％）、手
当(扶養手当のうち配偶者△500円、勤
勉手当0.05月引き上げ）の改正を行っ
た。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

○公表内容に、定員適正化計画の概要
等のほか、給料の特例減額、手当の見
直しの関係を追加し公表した。

実績内容（Ｈ１８）

○継続実施
　①保育園・給食センター職場対象１回
　②監督職対象２回
　③管理職対象１回
　④一般職対象１回

○管理職及び監督職の目標設定モニタ
リングを実施した。

○管理職及び監督職の人事評価の試行
を実施した。

実績内容（Ｈ１７）

○平成18年４月１日から平成22年4月1
日までの5年間を数値目標の設定期間と
する｢中野市定員適正化計画を策定。
7.7%(37人）を削減する計画である。

〇次の取組みを実施した。
　①事務事業の見直し・組織の再編
　②民間委託の推進
　③指定管理者制度の活用
　④公益法人等への派遣の見直し

実績内容（Ｈ１８）

○人事制度に関する説明会を開催した。
　①人事制度説明会(全職員対象）
　　　　　　　　　　　　　　　　　１回
　②人事制度管理職説明会　１回

○国に準じて給料表（改定率△4.8％　９
級制→７級制）の改正を実施した。

実績内容（Ｈ１７）
○中野市人事行政の運営等の状況の
公表に関する条例を制定した。

○市ホームページ、市広報紙への掲
載、掲示場への掲示を実施した。

実績内容（Ｈ１７）

庶務課

庶務課

庶務課

庶務課

○継続実施

○継続実施

○給料表（改定率△0.185％）、期末・勤
勉手当△0.5月の引き下げの改正を実施
した。

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ２０）
○改正なし

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○継続実施

○継続実施
　①保育園・給食センター職場対象１回
　②管理職対象１回
　③監督職対象１回
　④一般職対象１回
　
○管理職及び監督職の評価結果シュミ
レーションを実施した。

○一般職の目標設定のモニタリング及
び評価結果シュミレーションを実施した。

○全職員が人事評価の試行を実施し
た。

○処遇への反映は見送り

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
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Ｃ　地域主権時代に対応した計画的で効率的な財政運営を進めます
　１　自主財源の積極的な確保を図ります
　　(1)　市税等の収納率の向上

○公平な負担の確保が図られる。

○収納額が増え、健全な財政運営が図られ
る。

効果
（額、
数値
等）

○公平な負担の確保が図られ
た。
○収納額が増え、健全な財政運
営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○保険料の公平性及び、財源の確保が図
られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○公平性及び財源の確保が図
られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市税・国民健康保険税の収納率の向上

【改革の内容】
○平成20年度の世界的な金融危機による不況が続く中に
あり、税収の低下など、税を取り巻く環境は大変厳しい状況
であるが、引き続き税の公平性を確保するため、収納率の
向上に努める。

○毎年策定する滞納整理計画及び国税徴収法・地方税法
に基づき、滞納者に対しては、不動産、動産、預貯金及び
給与等の差押処分を強化する。

○特別滞納整理の実施・催告書の送付。

○納付に応じない方へ、月毎に収納計画を策定し、よりきめ
細かな訪問折衝・徴収を実施する。

○収入・資産を有する現年度分滞納者に対しても差押処分
を実施する。

○国保税滞納者に対しては、保険証更新時において、短期
保険証を交付し、納付相談を実施する。

○特別な理由もなく国保税を滞納している世帯には、資格
証明書の発行を検討する。

○税務職員の資質を高めるための専門研修等へ積極的に
参加する。

○県税と市税の徴収共同化事業へ参加する。

○徴収嘱託員を増員する。

○新規収納方法の導入を研究検討する。

○市税目標収納率（現年度分）
・平成22年度～平成24年度　　98.0％
　
○国民健康保険税目標収納率（現年度分）
・平成22年度～平成24年度　93.6％

【効果】
○収納率向上により、居住者の公平性と財源の確保が図ら
れる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【プラン名】
○介護保険料の収納率の向上

【改革の内容】
○介護保険料負担の公平性を確保するため、収納率の向
上に努める。
○未納者に対し、催告書を送付するとともに、特別滞納整
理を実施する。
○制度不満による未納者には制度を理解してもらうよう努
める。

　　目標収納率（現年度分）
　　平成22年度
　　　　　～　　       99.4％
　　平成24年度

【効果】
○保険料の公平性及び、財源の確保が図られる。

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）

51
-2

市税・国民健康保
険税の収納率の向
上

改革の内容

税務課
福祉課

○税の公平性を確保するため、収納率の向上に努
める。
既実施の・特別滞納整理の実施・催告書の送付・自
主納付を促すため、嘱託職員による電話催告を進
める。

○滞納者に対しては、不動産、動産、預貯金及び給
与等の差押処分を積極的に行う。

○平成18年度では、インターネット公売の実施につ
いても検討する。

○国保税滞納者に対しては、保険証更新時におい
て、短期保険証を交付し、納付相談を実施する。

○特別な理由もなく滞納している世帯には、資格証
明書の発行を検討する。

○市税の現年課税分の収納率を、平成21年度には
98.0％になるよう努力する。
　現年度分目標収納率
　　平成17年度収納率実績　　 97.4％
　　平成18年度収納率目標　　 97.4％
　　平成19年度収納率目標　　 97.5％
　　平成20年度収納率目標　　 97.7％
　　平成21年度収納率目標　　 98.0％

○国保税の現年課税分の収納率を、平成21年度に
は94.4％になるように努力する。
収納目標（現年度分）
　　平成18年度収納率目標　93.6%
　　平成19年度収納率目標　93.9%
　　平成20年度収納率目標　94.2%
　　平成21年度収納率目標　94.4%

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○特別滞納整理を実施した。
　・年３回(内２回職員訪問、現年分)
　・期間内徴収税額
　　　49,133,160円

○電話催告を実施した。
　・12,458件

○催告書を発送した。
　・6,586件

○差押を実施した。
　・差押件数　　　   154件
  ・換価件数　　　   148件
  ・換価額　 11,375,540円

○インターネット公売を実施した。
  ・実施回数　　5回（6、7、8、11、1月）
　・物件数　　　　　　　19件
　・充当税額　1,188,232円
　

○国保税の滞納者世帯に対して短期保
険証を交付するとともに納付相談を実施
した（交付者426人）（相談件数225件）

○市税・国保税のコンビニエンスストアで
の収納実施を検討。

○市税の現年度分収納率
　　　平成19年度　97.6％

○国保税の現年度分収納率
　　　平成19年度　92.8％

○中野市公金収納推進本部を設置し
た。
　・開催回数
　　収納推進本部会議　　　　　３回
　　事務担当者部会会議　　　 ４回

○特別滞納整理を実施する。
　・５回(職員訪問、過年、現年分)

○督促状の発送。　26,500件(見込み）

○電話催告の実施。（見込み）
・13,000件

○催告書の送付。
　・5,100件(見込み）

○訪問折衝の実施。

○最終催告書の送付及び納税相談の実
施。
　・1,000件　(見込み）
　
○差押等処分を実施。（1/15現在）
　・差押件数　　　   190件
  ・換価件数　　　   133件
  ・換価額　 11,038,816円

○休日、夜間の納税相談を実施。
　　12月、１月

　
○インターネット公売を実施。（1/15現
在）
　・実施回数　4回（9、10、12、1月）
　・物件数　　　47件
  ・充当税額　610,148円

○国保税の滞納者世帯に対して短期保
険証を交付するとともに納付相談を実
施。(交付者490人）（相談件数212件）

　
○市税、国保税のコンビニエンスストア
での収納を実施。

○中野市公金収納推進本部会議の開
催。(1/15現在)
・開催回数
　　収納推進本部会議　　　　　２回
　　事務担当者部会会議　　　 １回

改革の内容

53
介護保険料の収納
率の向上

実績内容（Ｈ１８）
○特別滞納整理を実施した。
　・年３回(内２回職員訪問、現年分)
　・期間内徴収税額
　　　48,261,137円

○電話催告を実施した。

○催告書を発送した。
　・7,654件
　

○差押を実施した。
　・差押件数　　　 183件
　・換価件数　　　　 71件
  ・換価額　11,036,864円

○インターネット公売を実施した。
　・年３回(11、１、３月)
　・公売物件数　　　26件
　・滞納金充当額　588,869円
　　(上記差押え換価額に含まれる。)

○国保税の滞納者世帯に対して短期保
険証を交付するとともに納付相談を実施
した（交付者392人）（相談件数220件）

○市税の現年度分収納率
　・平成18年度   97.7％

○国保税の現年度分収納率
　・平成18年度   92.9％

○特別滞納整理を実施した。
　・年３回(内２回職員訪問、現年分)
　・期間内徴収税額
　　　24,755,800円

○電話催告を実施した。

○催告書を発送した。
　・11,000件
　

○差押を実施した。
　・差押件数　　　 221件
　・換価件数　　　　 85件
  ・換価額　 8,511,925円

○市税の現年度分収納率
　・平成17年度   97.4％

○国保税の現年度分収納率
　・平成17年度   93.3％

実績内容（Ｈ１７）

○介護保険料負担の公平性を確保するため、収納
率の向上に努める。

○未納者に対し、催告書を送付するとともに、特別
滞納整理を実施する。

○制度不満による未納者には制度を理解してもらう
よう努める。

　目標収納率（現年度分）
　　平成18年度
　　　　　～　　       99.4％
　　平成21年度

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）

健康長寿課

○未納者に対し催告書にあわせて給付
制限のパンフレットを送付（４回）

○特別滞納整理の実施　（5月、8月、11
月、12月、2月）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○未納者に対し催告書にあわせて給付
制限のパンフレットを送付（３回）

○特別滞納整理の実施（5月、10月）
　平成19年度収納率99.3％（現年度分）

○未納者に対し催告書にあわせて給付
制限のパンフレットを送付（５月）

○特別滞納整理の実施(9月、12月）
　平成18年度収納率99.1％

実績内容（Ｈ２０）

○特別滞納整理を実施した。
　・年2回（職員訪問、現年分)
　・期間内徴収税額
　　　63,474,500円

○督促状を発送した。　26,225件
　
○電話催告を実施した。
　・10,384件

○催告書を発送した。
　・5,190件
　
○訪問折衝を実施した。

○最終催告書の送付及び納税相談を実
施した。
　・610件

○差押を実施した。
　・差押件数　　　   210件
  ・換価件数　　　   162件
  ・換価額　 15,096,372円

○休日、夜間の納税相談を実施した。
　　　12月、１月　（９日）

○インターネット公売を実施した。
  ・実施回数　　5回（6、9、10、12、3月）
　・物件数　　　　　　　17件
　・充当税額　1,089,961円
　

○国保税の滞納者世帯に対して短期保
険証を交付するとともに納付相談を実施
した（交付者426人）（相談件数266件）

○国保税の当初納入通知書のコンビニ
エンスストアでの収納を実施した。

○市税の現年度分収納率
　　　平成20年度　97.3％

○国保税の現年度分収納率
　　　平成20年度　91.5％

○中野市公金収納推進本部会議を開催
した。
　・開催回数
　　収納推進本部会議　　　　　２回
　　事務担当者部会会議　　　 １回

○未納者に対し催告書にあわせて給付
制限のパンフレットを送付（４回）

○特別滞納整理の実施（5月、11月、2
月）
　平成20年度収納率99.3％（現年度分）
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

効果

○税収が増え、健全な財政運営につなが
る。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
○公平性及び、財源の確保が図られる。 効果

（額、
数値

○公平性及び、財源の確保が
図られた。

効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○同左 効果
（額、
数値

○同左

効果

○収納率向上により、居住者の公平性と財
源の確保が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○収納率向上により、居住者の
公平性と財源の確保が図られ
た。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○滞納整理等の実施により、収
納額が増え、健全な財政運営が
図られた。

効果
（額、
数値
等）

○滞納整理等の実施により、居
住者における家賃の公平性と財
源の確保が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○下水道事業の健全経営及び、受益者の
公平性の確保が図られる。

○一般会計からの繰入金の削減及び自主
財源の確保が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○下水道事業の健全経営及
び、受益者の公平な負担の確
保が図られた。

○一般会計からの繰入金の削
減及び自主財源の確保が図ら
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市営住宅使用料収納率の向上

【改革の内容】
○既実施の督促状、催告書の発送及び夜間等の訪問徴収
による滞納整理によって収納率の向上を図る。
○連帯保証人への納付指導依頼、連帯債務の請求
○滞納家賃の納付意思がない入居者に対し、明渡し請求、
裁判所への法的措置の検討も行う。
○口座振替を促進する。
目標収納率
平成22年度収納率目標　　　93.0％
平成23年度収納率目標　　　93.1％
平成24年度収納率目標　　　93.2％

【効果】
○収納率が向上し、また家賃の公平性が保たれる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○下水道事業受益者負担金・分担金の収納率の向上

【改革の内容】
○受益者負担制度の趣旨を徹底し、督促状送付や家庭訪
問による滞納整理等の徴収により、収納率の向上を図る。
　
目標収納率（現年度分）
　　　　　　　　　　　公共　　　　特環　　　　農集
　　平成22年度
　　　　　～　　    　90.0％　    94.1％　　 100.0％
　　平成24年度

【効果】
○下水道事業の健全経営及び、受益者の公平性の確保が
図られる。
○一般会計からの繰入金の削減及び自主財源の確保が図
られる。

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○保育料等の収納率の向上

【改革の内容】
○保育料の公平性を確保するため、未納者に対し早期に納
入依頼を行い、収納率の向上を図る。完納を目指し、対策
を実行する。
○保育料目標収納率
    　　　　　　　　　（現年度）　　　（過年度）
　　　 平成22年度
　　　　　　～　　       99％　　　　　　30％
　　 　平成24年度

【効果】
○公平性及び財源の確保が図られる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○法定外税新設の検討

【改革の内容】
○法定外税の新設について検討する。

【効果】
○税収が増え、健全な財政運営につながる。

平成２２年度～平成２４年度

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施
　実施回数3回延べ257件
　(5.6月33件、10月137件、1月87件)

　収納率（現年度分）
　　・公共　93.2％
　　・特環　92.9％
　　・農集　97.8％

○継続実施

○督促状、催告書の送付、口頭による
納付依頼（園長）

○5、12月に特別滞納整理を実施。

○入所継続希望調査の際に、滞納者に
対し保育課にて個別面接を行い、納入
誓約書の提出を求めた。

○納付誓約書に基づく計画納入指導（随
時）

○5月及び11月～12月に保育料等の特
別滞納整理を実施した。

○保育所入所継続希望調査の際に滞納
者に対し保育課にて個別面接を行い、
保育料納付誓約書の提出を進めた。

○平成19年度決算額
　（滞納保育料）　14,207,160円
　（滞納使用料　長時間・一時保育）
　　　　　　　　　　　　712,031円
○収納実績（保育料及び使用料）
　（現年度）　98.8％
　(過年度）　21.1％

56

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

○継続実施
　実施回数３回延べ633件
　(6月102件、11月360件、2月171件)

　収納率（現年度分）
　　・公共　89.4％
　　・特環　91.3％
　　・農集　99.1％

○督促状の発送、電話催告、訪問徴収
を実施した。57

市営住宅使用料収
納率の向上

都市計画課

○既実施の督促状、催告書の発送及び
夜間等の訪問徴収による滞納整理を実
施した。

○連帯保証人への納付指導依頼、連帯
債務履行請求を実施した。

○口座振替の促進を図った。

○平成17年度
　決算額53,133,100円
　収納率　93.80％

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）

○継続実施

○平成18年度
　決算額49,140,800円
　収納率　93.67％

○滞納整理を実施した。
　実施回数２回延べ388件
　(６月178件、11月210件)

　収納率（現年度分）
　　・公共　92.6％
　　・特環　91.2％
　　・農集　96.7％

○保育料の公平性を確保するため、未納者に対し
早期に納入依頼を行い、収納率の向上を図る。完納
を目指し、対策を実行する。

○保育料目標収納率
　　　　　　　　　（現年度）　　　（過年度）
　平成18年度
　　　　～　　       99％　　　　　　30％
　平成21年度

改革の内容

改革の内容
○法定外税の新設については検討する。

改革の内容

○未納者への督促状の通知　電話によ
る督促を行った。

○園長による保護者への納入依頼を
行った。

○平成17年度決算額
（滞納保育料）11,377,353円

○収納実績
　　　（現年度）　98.8%
　　　（過年度）　8.3%

下水道事業受益者
負担金・分担金の
収納率の向上

上下水道課

○受益者負担制度の趣旨を徹底し、督促状送付や
家庭訪問による滞納整理等の徴収により、収納率
の向上を図る。

　目標収納率（現年度分）
　　　　　　　　　　　　　公共　　 特環　　 農集
　平成17年度実績　　 92.6％　91.2％　96.7％
　平成18年度目標　　 91.5％　88.5％　94.5％
　平成19年度 〃　　　 91.8％　88.8％　94.8％
　平成20年度 〃　　　 92.0％　89.0％　95.0％
　平成21年度 〃　　　 92.3％　89.3％　95.3％

改革の内容

○既実施の督促状、催告書の発送及び夜間等の訪
問徴収による滞納整理によって収納率の向上を図
る。

○連帯保証人への納付指導依頼、連帯債務履行請
求、簡易裁判所への支払督促申し立て等検討を行
う。

○滞納家賃の納付意思がない入居者に対し、明渡
し請求、裁判所への法的措置の検討を行う。

○口座振替を促進する。

　目標収納率
　　平成18年度収納率目標　　93.5％
　　平成19年度収納率目標　　93.6％
　　平成20年度収納率目標　　93.8％
　　平成21年度収納率目標　　94.0％

55
保育料等の収納率
の向上

法定外税新設の検
討

54

○法定外税の新設について是非を検討
し、現社会情勢の中では、当面実施しな
いこととした。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

保育課

財政課

○継続実施

○都市計画課全職員による特別滞納整
理を5、10月、12月に実施した。

○平成19年度
　決算額49,376,800円
　収納率　93.58％

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ１８） 実績内容（Ｈ１９）

○検討継続 ○検討継続○検討継続

実績内容（Ｈ２０）

○検討継続

○再振替不納者への未納通知、保育所
での園長から保護者への納入依頼を
行った。

○現金取扱証の交付による特別滞納整
理を実施した。

○平成18年度決算額
      （滞納保育料）13,480,053円
　　　（滞納使用料　長時間・一時）
                            681,539円
○収納実績
　　　（現年度）　98.9%
　　　（過年度）　13.4%

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施
　実施回数3回延べ140件
　(5.6月27件、10月55件、1月58件)

　

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

○都市計画課全職員による特別滞納整
理を5月、12月に実施した。

○平成20年度
　決算額48,914,200円
　収納率　91.5％

○継続実施

○特別滞納整理を5月、8月、12月に実
施。

○継続実施
　実施回数3回延べ151件
　(5.6月24件、10月63件、1月64件)

　収納率（現年度分）
　　・公共　85.9％
　　・特環　94.0％
　　・農集　94.1％

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

○督促状、催告書の送付

○5月及び11月～12月に特別滞納整理
を実施した。

○入所継続希望調査の際に滞納者に対
し保育課にて個別面接を行い、納付誓
約書の提出を求めた。

○平成20年度決算額
　（滞納保育料）　15,205,023円
　（滞納使用料　長時間・一時保育）
　　　　　　　　　　   　934,372円
○収納実績（保育料及び使用料）
　（現年度）　98.9％
　（過年度）　15.0％

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ１８） 実績内容（Ｈ１９） 21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）
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効果

○下水道事業の健全経営及び、納入者の
公平性の確保が図られる。

○一般会計からの繰入金の削減及び自主
財源の確保が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○下水道事業の健全経営及
び、納入者の公平性の確保が
図られた。

○一般会計からの繰入金の削
減及び自主財源の確保が図ら
れた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○同左

効果
（額、
数値
等）

○嘱託職員(滞納整理)9月末で
廃止することにより委託料削減
(H18決算1,419,571円→H19決算
677,082円）

効果
（額、
数値
等）

○下水道事業の健全経営及
び、納入者の公平性の確保が
図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果

○水道事業の健全な経営及び納入者の公
平性の確保が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○水道事業の健全な経営及び
納入者の公平性の確保が図ら
れた。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○嘱託職員(滞納整理)9月末で
廃止することにより委託料の削
減をすることができた。
(H18決算1,419,571円→
　H19決算677,082円

効果
（額、
数値
等）

○水道事業の健全な経営及び
納入者の公平性の確保が図ら
れた。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果

○豊田ＣＡＴＶ事業の健全な経営及び納入
者の公平性の確保が図られる。 効果

（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○豊田ＣＡＴＶ事業の健全な経
営及び納入者の公平性の確保
が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○豊田ＣＡＴＶ事業の健全な経
営及び納入者の公平性の確保
が図られる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○水道料金収納率の向上

【改革の内容】
○水道事業の健全経営を図るため、未収金の徴収対策とし
て、水道料金未納者への「給水停止」の基準を見直し、収納
率の向上に努める。

　目標収納率（現年度分）
　
　　平成22年度
　　　　　～　　    　    99.3％
　　平成24年度

【効果】
○水道事業の健全な経営及び納入者の公平性の確保が図
られる。

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○下水道使用料の収納率の向上

【改革の内容】
○使用料の未収金徴収対策として、水道料金と相互協力に
より滞納対策の基準を見直し、収納率の向上と事務の合理
化を図る。

　目標収納率（現年度分）
　　　　　　　　　　　公共(特環含む)　　　農集
　　平成22年度
　　　　　～　　    　　  99.2％　　　      99.7％
　　平成24年度

【効果】
○下水道事業の健全経営及び、納入者の公平性の確保が
図られる。
○一般会計からの繰入金の削減及び自主財源の確保が図
られる。

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○豊田情報センター有線テレビ使用料の収納率向上

【改革の内容】
○使用料負担の公平性を確保するため、収納率の向上に
努める。
○未納者に対しては、常に電話催告を行うとともに、定期的
に特別滞納整理を実施する。
○滞納者に対してはサービスの停止を検討する。

　　目標収納率
　
　　平成22年度
　　　　　～　　    　   99.0％
　　平成24年度

【効果】
○豊田CATV事業の健全な経営及び納入者の公平性の確
保が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

○特別滞納整理を実施した。
　・５月（～平成18年度分）
　・12月（～平成19年度分）
　・３月（～平成19年度分）

○平成19年度未収納率　96.5％

実績内容（Ｈ１９）実績内容（Ｈ１８）改革の内容
○給水停止の措置を実施した。
 実施回数6回延べ420件
(5月・77件、7月・95件、9月・51件、10月・
64件、11月・61件、3月・72件)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　12月、2月
　対象件数712件

○平成18年度決算
　収納率（現年度分）
　公共　99.03％
　農集　99.60％

○コンビニエンス・ストアでの収納導入に
伴うシステムの変更完了

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

○給水停止を実施した。
 実施回数３回延べ219件
(７月・77件、10月・73件、12月・69件実
施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　１回　12月
　対象件数441件

○平成17年度決算
　収納率（現年度分）
　公共　98.58％
　農集　99.32％

実績内容（Ｈ１７）

上下水道課

上下水道課

実績内容（Ｈ１８）

○給水停止の措置を実施した。
 実施回数6回延べ420件
(5月・77件、7月・95件、9月・51件、10月・
64件、11月・61件、3月・72件実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　12月、2月
　対象件数712件

○　収納率（現年度分）
　　・97.66％

○コンビニエンス・ストアでの収納導入に
伴うシステムの変更完了

○特別滞納整理を実施した。
　・５月（～平成17年度分）
　・12月（～平成18年度分）
　・３月（～平成18年度分）

○平成18年度未収納率　97.1％
　（平成17年度末　収納率98.2％）

○水道事業の健全経営を図るため、未収金の徴収
対策として、実施している水道料金未納者への「給
水停止」を継続実施し、収納率の向上に努める。

　目標収納率（現年度分）
　
　　平成18年度
　　　　　～　　    　   98.0％以上
　　平成21年度

○給水停止を実施した。
 実施回数３回延べ219件
(7月・77件、10月・73件、12月・69件実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　１回　12月
　対象件数441件

○収納率（現年度分）
　・97.5％

実績内容（Ｈ１７）

○受益者負担制度の趣旨を徹底し、下水道使用料
未収金の滞納整理による収納率の向上を図る。

○使用料の未収金徴収対策として、水道料金と相
互協力により収納率の向上と事務の合理化を図る。

　目標収納率（現年度分）
　　　　　　　　　　　公共(特環含む)　　　農集
　　平成18年度
　　　　　～　　    　   98.0％　　　　　　99.5％
　　平成21年度

庶務課
豊田ＣＡＴＶ使用料
の収納率向上

60

水道料金収納率の
向上

58
下水道使用料の収
納率の向上

59

改革の内容
○使用料負担の公平性を確保するため、収納率の
向上に努める。

○未納者に対しては、常に電話催告を行うとともに、
定期的に特別滞納整理を実施する。

○滞納者に対しては、テレビの送信を停止する。

　目標収納率
　　（平成17年度末　　収納率98.2％）
　平成18年度末　　収納率98.2％
　平成19年度末　　収納率98.5％
　平成20年度末　　収納率99.0％
　平成21年度末　　収納率99.5％

改革の内容

21年度実施見込み（又は実績内容）
○給水停止措置
 実施回数12回
(4月、5月、6月、7月、8月、9月、10月、11
月、12月、１月実施、2月、3月実施予定)

○滞納整理の実施。
　実施回数　2回　10月・1月

○電話督促毎月実施

○特別滞納整理を実施した。
　・５月（～平成19年度分）
　・12月（～平成20年度分）
　・３月（～平成20年度分）

○平成20年度未収納率　95.5％

○特別滞納整理を実施。
 ・12月　・３月（～平成21年度分）

○訪問徴収を行い収納率の向上に
努める。
　また、口座振替の推進を行う。
　サービス停止を検討する。

21年度実施見込み（又は実績内容）
○給水停止措置
 実施回数12回
(4月、5月、6月、7月、8月、9月、10月、11
月、12月、１月実施、2月、3月実施予定)

○滞納整理の実施。
　実施回数　2回　10月・1月

○電話督促毎月実施

○給水停止の措置を実施
 実施回数8回延べ609件
(5月・70件、6月・79件・7月・66件、8月・
74件、9月・72件・10月・78件、11月・66
件、・3月、104件実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　10月・1月
　対象件数512件

○平成19年度決算
　収納率（現年度分）
　公共　99.13％
　農集　99.72％

○コンビニ収納開始　(6月から）
○集金の廃止(H20年3月末)に伴う口座
振替の推進　(6月から)

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９） 21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
○給水停止の措置を実施
 実施回数13回延べ801件
(4月・129件、5月・80件、6月・87件・7月・
73件、8月・109件、9月・75件・10月・62
件、11月・17件、12月・28件、１月・32件、
2月・64件、3月・16件、3月、29件、実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　10月・1月
　対象件数607件

○平成20年度決算
　収納率（現年度分）
　　公共　99.14％
　　農集　99.69％

○電話督促毎月実施

実績内容（Ｈ２０）
○給水停止の措置を実施
 実施回数13回延べ801件
(4月・129件、5月・80件、6月・87件、7月・
73件、8月・109件、9月・75件、10月・62
件、11月・17件、12月・28件、１月・32件、
2月・64件、3月・16件、3月・29件、実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　10月・1月
　対象件数607件

○電話督促毎月実施

○収納率（現年度分）
　　・94.77％Ｈ21.3.31
　　・99.29％Ｈ21.5.31

○給水停止の措置を実施
 実施回数8回延べ609件
(5月・70件、6月・79件・7月・66件、8月・
74件、9月・72件・10月・78件、11月・66
件、・3月、104件実施)

○滞納整理を実施した。
　実施回数　2回　10月・1月
　対象件数512件

○集金の廃止(H20年3月末)に伴う説
明、口座振替の推進　(6月から)
○収納率（現年度分）
　　・94.94％Ｈ20.3.31
　　・99.22％Ｈ20.5.31
○コンビニ収納開始　(6月から）
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　　(2)　使用料、手数料等の見直し

効果

○適正な受益者負担が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○NO.62　「施設等の使用料減
免の見直し」分と合わせて、約
12,000千円の収入増

効果
（額、
数値
等）

○平成18年度に実施した受益
者負担の見直し（料金改定）の
結果、NO62「施設等の使用料
の減免の見直し」と合わせて、
12,328千円の増収が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○使用料及び手数料において、
NO。62「施設等の使用料減免
の見直し」分と合わせて、平成
19年度と比較し、5,620千円の増
収が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○適正な受益者負担が図られ
る。

効果

○公平性の確保が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○NO.61　「施設等の使用料の
見直し」分と合わせて、約12,000
千円の収入増 効果

（額、
数値
等）

○平成18年度に実施した受益
者負担の見直し（料金改定）の
結果、NO61「施設等の使用料
の見直し」と合わせて、12,328千
円の増収が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○使用料及び手数料において、
NO。61「施設等の使用料の見
直し」分と合わせて、平成19年
度と比較し、5,620千円の増収が
図られた。

効果
（額、
数値
等）

○公平性の確保が図られる。

効果

○適正な受益者負担が図られる。 効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○個人負担金額 計
　　4,075,800 円

効果
（額、
数値
等）

○個人負担金額 計
　　4,209,100 円

効果
（額、
数値
等）

○適正な受益者負担が図られ
る。

効果

○より公平な処理費用の負担が図られる。
効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○料金据え置き
効果
（額、
数値
等）

○料金据え置き

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　№61へ統合し、「施設等の使用料の見直し」として取り組
むため。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【プラン名】
○各種健（検）診の見直し

【改革の内容】
○19歳以上の者を対象とする健（検）診のうち、歯科健診を
除く他の健診の個人負担額の見直しについて検討する。

【効果】
○適正な受益者負担が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【プラン名】
○一般廃棄物処理手数料の見直し

【改革の内容】
○一般廃棄物処理手数料制度の効果について毎年点検を
行い、必要に応じ、見直しを検討する。

【効果】
○ごみ減量化及び費用負担の公平性が図られる。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○施設等の使用料の見直し

【改革の内容】
○全ての施設等の使用料について、受益者の適正なコスト
負担を検討し、３年ごとに全庁的な見直しを行う。

【効果】
○公平性の確保が図られる。

　№62を統合

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１９）

○次の健(検)診の有料化を実施した。
（表示は各健（検）診単価）
　①肺がん検診(間接）　200円
　           　　　  (直接）　300円
　②胃がん検診            500円
　③大腸がん検診         200円
　④乳がん検診
　　　　　　　　(視触診)　 400円
　        　　 　(マンモ)　  500円
　⑤子宮がん検診　 　　500円
　⑥前立腺がん検診 　 300円
　⑦歯周疾患検診　  　 500円
　⑧肝炎ウィルス検診
　　　(節目・節目外)  　  200円
　　  (二次検診)       　  500円
【以下は無料】
　①基本健診
　②歯科健診
　③胸部レントゲン検診
　　　　　　　　(65歳以上)
　④70歳以上の者
　⑤生活保護受給者

一般廃棄物処理手
数料の見直し

64
-2

○平成19年10月から開始した一般廃棄物処理手数
料制度（ごみ処理の有料化)について、手数料の見
直しを検討する。

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ１８）
○NO.61　施設等の使用料の見直しに合
わせて実施した。

○原則、70歳以上の市外の方について
は、減免規定から外し、使用料等の徴収
を行うこととする。

全　　庁

(財政課)

全　　庁

(財政課)

実績内容（Ｈ１７）

○県下各市の施設使用料の調査を行っ
た。

実績内容（Ｈ１７）

○継続実施

○平成18年度に実施した受益者負担の
見直し（料金改定）の結果を、当初予算
に反映した。

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施
　
⑧肝炎ウィルス検診(二次検診)を取り止
め。

○基本検診のうち、19歳～39歳の者に
ついて、平成22年度から有料化（500円）
するための見直しを行った。

○県下各市の施設使用料の調査を行っ
た。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

○１９歳以上の者を対象とする健（検）診のうち、基
本健診、歯科検診を除く他の健診は、平成１９年度
からの有料化を検討する。

改革の内容

施設等の使用料の
見直し

○施設等の使用料の減免の基準等を、平成18年度
前半に包括的に見直しを行い、以後、３年ごとに全
庁的な見直しを行う。

改革の内容

61

62
施設等の使用料減
免の見直し

63
各種健（検）診の見
直し

改革の内容

改革の内容
○全ての施設等の使用料について、受益者の適正
なコスト負担を検討し、平成18年度前半に包括的に
見直しを行い、以後、３年ごとに全庁的な見直しを行
う。

○平成19年度から各種健(検)診のうち、
基本健診、歯科健診、胸部レントゲン
（65歳以上）検診を除く、他の健(検)診に
ついて、有料化とする。
　ただし、70歳以上の者及び生活保護者
は、無料とする。

環境課

健康長寿課

21年度実施見込み（又は実績内容）
○受益者負担の見直し（料金改定）につ
いて、基本方針を定めた。

○基本方針に基づく料金の改定を、全
庁的に行った。

○調査項目　　90項目

○見直し項目　　　　４項目
　　・収入増の項目　４項目
　　・現状維持 　　　86項目

実績内容（Ｈ１８） 実績内容（Ｈ２０）
○受益者負担の見直し（料金改定）につ
いて、基本方針を定めた。

○基本方針に基づく料金の改定を、全
庁的に行った。

○調査項目　94項目

○見直し項目　42項目
　　・収入増の項目　29項目
　　・収入減（増減なし）　9項目
　　・廃止項目　3項目
　　・現状維持　1項目

○平成18年度に実施した受益者負担の
見直し（料金改定）の結果を、当初予算
に反映した。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○「施設等の使用料の見直し」と合わせ
て、検討を行なった。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○手数料の見直しについて研究した。
実績内容（Ｈ１８） 21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）

○手数料の見直しについて研究した。

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施
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効果

○適切な受益者負担により、公平性が図ら
れる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○本年度下半期から新料金体
系が導入されたことにより利用
料収入が増加した。

効果
（額、
数値
等）

○適正な受益者負担により、公
平性が図られた。

○利用者の利便が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○一般会計からの繰入金の削減が図られ
る。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

〔下水道使用料〕
○H19使用料調定額（現年度分）
514,731千円（対H18比109.3%（新規
水洗化分含む））
〔農業集落排水施設使用料〕
○H19使用料調定額（現年度分）
138,075千円（対H18比111.2%（新規
水洗化分含む））

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○健全経営及び費用負担の公平性が図ら
れる。 効果

（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○料金減少見込額　8,745件
9,976千円

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○料金減少見込額
　豊田地域　14,708千円

効果

○新たな収入を確保することにより、財政の
健全化が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○広告掲載による収入
　広報なかの　３件
　　計　　75,000円
　公式ホームページ　２件
　　計　　105,000円
　封筒
　　計　　 52,500円

　合計　　232,500円

効果
（額、
数値
等）

○広告掲載による収入
　広報なかの　３件
　　計　　375,000円
　公式ホームページ　４件
　　計　　 98,000円
　封筒
　　計　　 77,250円

　合計　 550,250円

効果
（額、
数値
等）

○広告掲載による収入
　（12月末現在）
　広報なかの　２件
　　計　　315,000円
　公式ホームページ　１件
　　計　　70,000円
　封筒
　　計　　150,255円

　合計　　535,255円

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○下水道使用料・農業集落排水施設使用料の見直し

【改革の内容】
○長期財政計画に基づき、中野市水道事業運営審議会の
諮問・答申を経て見直しを実施し、適正な料金設定を行う。

【効果】
○健全経営及び費用負担の公平性が図られる。

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　利用料の見直しは平成18年度に実施済のため。
　事業内容の見直しは継続的に行うこととする。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○水道料金の見直し

【改革の内容】
○長期財政計画に基づき、中野市水道事業運営審議会の
諮問・答申を経て見直しを実施し、適正な料金設定を行う。

【効果】
○健全経営及び費用負担の公平性が図られる。

実績内容（Ｈ１９）
○水道料金を4月1日から改定した。
〔閉栓時における基本料金を徴収しない
こととした〕

○水道使用中止時における料金の廃止
　　県下的にも例が少なく、使用者の理
解が得ずらい閉栓時の使用料を廃止し
た。

実績内容（Ｈ１９） 実績内容（Ｈ２０）

○下水道料金を４月１日から改定した。
〔下水道使用料改定率7.8％〕
〔農集排使用料改定率5.3％〕

○中野市水道事業運営審議会を開催し
た。
　１回開催

◎財政課
○広告掲載実施要綱を制定した。
○広告審査委員会を、６回開催した。
○公式ホームページ、広報なかの、納税
通知書用封筒について、広告を募集し、
広告を掲載した。

◎庶務課
○広報なかの広告掲載取扱要領、公式
ホームページ広告掲載取扱要領を作成
した。
○広報なかの及び公式ホームページに
おいて広告主の募集を行った。
○広告の掲載を広報なかのにおいては
3月号から、公式ホームページにおいて
は3月1日から行った。

改革の内容
○保育所運営審議会の諮問・答申を経て、適正な料
金設定を行う。

水道料金の見直し

66

改革の内容

67

○長期財政計画に基づき、中野市水道事業運営審
議会の諮問・答申を経て見直しを実施し、適正な料
金設定を行う。

下水道使用料・農
業集落排水施設使
用料の見直し

68

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○有料広告の推進

【改革の内容】
○「広報なかの」、「市公式ホームページ」、「印刷物」、「施
設」等への有料広告掲載について検討し、新たな収入として
歳入増加を図る。

【効果】
○新たな収入を確保することにより、財政の健全化が図ら
れる。

　○「広報なかの」、「市公式ホームページ」、「豊田Ｃ
ＡＴＶ」、「印刷物」、「施設」等への有料広告掲載につ
いて検討し、新たな収入として歳入増加を図る。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

改革の内容

○長期財政計画に基づき、中野市水道事業運営審
議会の諮問・答申を経て見直しを実施し、適正な料
金設定を行う。

改革の内容

一時的保育利用料
の見直しの実施

69 有料広告の推進

○中野市水道事業運営審議会を開催、
答申を得て、条例を改正した(Ｈ19.4.1実
施）。
　3回開催

実績内容（Ｈ１７）
○中野市水道事業運営審議会を開催し
た。
　１回開催

○中野市水道事業運営審議会を開催、
答申を得て、条例を改正した(Ｈ19.4.1実
施）。
　3回開催

実績内容（Ｈ１８）
○先進事例の調査・研究を行った。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○一時的保育の利用料の引き上げ及び
延長保育の実施の内容を含む「平成18
年度保育料等」について中野市保育所
運営審議会の答申を受け、10月1日から
新制度による運用を開始した。

○合併に際し、合併のすりあわせ事項に
より、利用料の引き上げ、延長保育の導
入をすることとした。

○要綱改正、審議会手続き等が整う間、
Ｈ17年度は旧中野市の要綱に基づいて
事業実施を行うこととした。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７）

21年度実施見込み（又は実績内容）

◎財政課（12月末現在）

○広告審査委員会を、４回開催した。
○公式ホームページ、広報なかの、共通
使用封筒、長寿医療保険料通知書用封
筒、検診通知書用封筒について、広告を
募集し、広告を掲載した。
○長寿医療保険料通知書用封筒広告
掲載取扱要領、国民健康保険被保険者
証送付用封筒広告掲載取扱要領を作成
した。

◎庶務課
○広報なかの及び公式ホームページに
おいて広告主の募集及び広告掲載を
行った。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○中野市水道事業運営審議会を開催、
答申を得て、料金等は据置きとした。
　２回開催

○中野市水道事業運営審議会を開催し
た。
　１回開催

上下水道課

財政課
庶務課

上下水道課

保育課

○水道料金を4月1日から改定した。
〔中野地域の料金体系に豊田地域の料
金を統一した。〕

◎財政課

○広告審査委員会を、４回開催した。
○公式ホームページ、広報なかの、共通
使用封筒、納税通知書用封筒につい
て、広告を募集し、広告を掲載した。

○介護保険用封筒広告掲載取扱要領、
検診通知書用封筒広告掲載取扱要領を
作成した。

◎庶務課
○広報なかの及び公式ホームページに
おいて広告主の募集及び広告掲載を
行った。

○継続実施
　３回開催

実績内容（Ｈ２０）
○中野市水道事業運営審議会を開催、
答申を得て、条例を改正した(Ｈ21.4.1実
施）。
　3回開催

21年度実施見込み（又は実績内容）
○改定なし

実績内容（Ｈ１９） 実績内容（Ｈ２０）

（参考）
○一時的保育の事業内容にリフレッシュ
保育を追加した。

実績内容（Ｈ１９）
（参考）
○一時的保育のリフレッシュ保育の実施
保育所に、松川保育園、たかやしろ保育
園及び永田保育園を追加した。（実施時
期：平成20年10月1日）

○一時的保育の実施保育所の変更（永
田保育園から豊井保育園）

実績内容（Ｈ２０）

21年度実施見込み（又は実績内容）
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　　(3)　遊休資産の売却等

効果

○資産の有効活用により、財政の健全化が
図られる。

効果
（額・数
値等）

○資産の有効活用により、財政
の健全化が図られた。

○平成17年度処分実績
　土地19件731.58㎡8,417千円
　建物１件 64.30㎡　  174千円
　合計　　　 　　       8,591千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○土地貸付収入　40,258円

○平成18年度処分実績
　土地11件830.45㎡4,691千円
　合計　　　 　　       4,691千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○平成19年度処分実績
　土地7件16,672.88㎡
　　330,552,777円

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○財政の健全化が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○飯綱平住宅団地売却額
　16,262千円

○南沖住宅団地売却収額
　6,387千円

効果
（額、
数値
等）

○財政の健全化を図るよう努め
た。

効果
（額、
数値
等）

○南沖住宅団地売却額
　7,676千円
○北信合庁用地売却額
　6,125千円
○集落排水用地売却額
　5,594千円
○上今井駅駐車場隣接用地売
却額　13,600千円

効果
（額、
数値
等）

○経営の透明性が高まり、財政
の健全化が図られる。

効果

○財政の健全化が図られる。

効果
（額・数
値等）

○財政の健全化を図るよう努め
た。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○北信濃ふるさとの森文化公園
（浜津ヶ池）駐車場用地
売却額11,261千円 効果

（額、
数値
等）

○財政の健全化を図るよう努め
た。

効果

○資産の有効活用により、財政の健全化が
図られる。

効果
（額・数
値等）

○財政の健全化を図るよう努め
た。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○土地開発公社所有の資産の売却等

【改革の内容】
○景気低迷により資産の帳簿価格と実勢価格とに差がある
ため、帳簿価格の見直しについて検討し、早期売却を行
い、資産の維持管理費削減を図る。

【効果】
○財政の健全化が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○旧中野平中学校跡地の売却の検討

【改革の内容】
○公募提案型売却実施要項を定め公募を実施し、売却によ
る歳入確保を図る。

【効果】
○資産の有効活用により、財政の健全化が図られる。

○継続実施（Ｈ21.3月～4月）

○測量業務(用地分筆及び合筆等のた
めの図面作成等)を実施した。

○長期保有土地3ヵ所（西条代替用地、
中間施設用地、高梨館跡公園整備事業
用地）の不動産鑑定を実施した。

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
○南沖住宅団地1区画の売却を行った。

○長期保有土地の２ヶ所について、入札
により売却を行った。

○長期保有土地の１ヶ所を駐車場として
整備し、中野市へ売却した。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○旧立ヶ花衛生センター跡地を新幹線
建設関連用地として売払いをした。

○一本木旧県営住宅残地の売払いをし
た。

○旧上今井教職員住宅跡地の売払いを
した。

○小田中市営住宅残地の売払いをし
た。

実績内容（Ｈ１９）

○長期保有土地の現状の問題把握及び
処分方法を検討した。

○長期保有土地の２ヶ所について帳簿
価格の見直し及び売却について公募を
実施した。

平成２２年度～平成２４年度21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続して、保有土地の引渡しを進めて
いく。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○土地開発基金所有の資産の売却等

【改革の内容】
○長期保有地について、事業用資産としての用途がないも
のについては、取得依頼課へ資産を譲渡し、基金の財産を
整理する。　また、基金を廃止する。

【効果】
○財政の健全化が図られる。

旧中野平中学校跡
地の売却の検討

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１９）

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○遊休資産の活用及び売却等の推進

【改革の内容】
○遊休資産の積極的な活用を推進するとともに、売却等予
定地については、積極的な情報提供を行い、歳入確保を図
る

【効果】
○資産の有効活用により、財政の健全化が図られる。

遊休資産の活用及
び売却等の推進

実績内容（Ｈ１７）

改革の内容

70

71
土地開発公社所有
の資産の売却等

72
土地開発基金所有
の資産の売却等

73

実績内容（Ｈ１８）

○公図の一部修正、跡地の土地利用計
画の検討を行った。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ２０）
○長期保有土地が処分できるように中
野市土地開発基金条例の廃止について
検討した。
○保有土地１ヶ所を市（都市計画課）へ
引渡した。

○遊休資産の積極的な活用を推進する
とともに、売却等予定地については、積
極的な情報提供を行い、歳入確保を図
る。

○実績なし

○長期保有土地のうち強制評価減の対
象となる３ヶ所について時価へ評価替え
を行う。

○長期保有土地の１ヶ所について、売却
の公募を実施する。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○実績なし
21年度実施見込み（又は実績内容）

○跡地の不動産鑑定や、現状の土地評価を把握す
るとともに、諸課題を解決し行政財産から普通財産
への変更など売却に必要な手続きを進め、売却によ
る歳入確保を図る。

改革の内容

改革の内容

○遊休資産の積極的な活用を推進するとともに、売
却等予定地については、積極的な情報提供を行い、
歳入確保を図る。

改革の内容
○長期保有地について、事業用資産としての用途が
ないものについては、取得依頼課へ資産を譲渡し、
基金の財産を整理する。
　また、基金廃止の検討をする。

○景気低迷により資産の帳簿価格と実勢価格とに
差があるため、帳簿価格の見直しについて検討し、
早期売却を行い、資産の維持管理費削減を図る。

○旧東笠原教職員住宅を東笠原区へ売
払いをした。
　土地面積　　　　　　　　 229.26㎡
　建物：木造平屋建て　    64.30㎡

都市計画課

財政課

○「旧中野平中学校跡地活用に関する
公募提案型売却実施要項」を定め、公
募を実施した。
○応募なし

実績内容（Ｈ２０） 21年度実施見込み（又は実績内容）
○平成20年度に引き続き公募を実施し
た。
○応募なし

○長期保有地について、今後の方針を
検討した。

○不動産鑑定及び測量業務(外周境界
確定測量、敷地内道水路の処理のため
の図面作成等)を実施した。

○継続実施

○旧立ヶ花衛生センター跡地を新幹線
建設関連用地として貸付けた。

○旧一本木市営住宅跡地１区画を住宅
建設関連用地として貸付けた。

○豊田地域の旧教職員住宅跡地　旧上
今井教職員住宅・旧穴田教職員住宅の
２箇所について競売の公告をした。

都市計画課

実績内容（Ｈ１７）

○飯綱平住宅団地2区画と南沖住宅団
地1区画の売却を行った。

○長期保有土地5ヵ所の不動産鑑定を
実施した。

○帳簿価格の見直し方法や資産の処
分・活用についての検討を行った。
○旧豊田村土地開発公社の保有地を引
き継いだ。

財政課

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）
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　２　必要性、効率性、有効性を考えた歳出を行います。
　　(1)　事務事業の見直し

効果

○事務事業について見直しを行うことで、事
業自体の目的を再認識することができる。

○厳しい財政状況の中で、真に必要な事業
か評価し、廃止、縮小も含めて検討すること
ができる。 効果

（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○行政改革（行政改革の推進）
について、市内11ヶ所で市民懇
談会を実施した。
　延べ出席者数　　642名

○H19年度当初予算において、
H18年度当初予算対比が可能
な219事業について、約73,000
千円の節減。

効果
（額、
数値
等）

○事務事業評価を反映した削
減が図られた。
○H20年度当初予算において、
H19年度当初予算対比が可能
な72事業について、約3,219千
円の節減

効果
（額、
数値
等）

○事務事業評価を反映した削
減が図られた。
○H21年度当初予算において、
H20年度当初予算対比が可能
な57事業について、約2,740千
円の節減

効果
（額、
数値
等）

○事務事業評価を反映した削
減が図られた。
○事務事業評価を平成22年度
当初予算に反映させることを予
定している。

効果

○今後見込まれる財源不足や歳出超過に対処
し、健全で継続的な財政運営が図られる。 効果

（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○健全財政を堅持できた。 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○健全財政の堅持を図る。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○長期財政計画の策定による健全財政への取組み

【改革の内容】
○必要な行政の簡素化及び効率化を進めるため、将来に
わたって、財政を健全に運営するための計画を策定する。
○策定した計画に基づき、毎年度の実績を検証・達成のた
めの方策の検討を行う。

【効果】
○今後見込まれる財源不足や歳出超過に対処し、健全で
継続的な財政運営が図られる。

実績内容（Ｈ１９）

74

75
-2

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○行政評価制度による事務事業の見直し

【改革の内容】
○事務事業・補助金の評価を実施し、次年度予算編成に反
映させていく。
○第三者を含めた機関で検証見直しを行う。

【効果】
○事務事業・補助金について見直しを行うことで、事業自体
の目的を再認識することができる。
○厳しい財政状況の中で、真に必要か評価し、廃止、縮小
も含めて検討することができる。

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○財政健全化計画（財政改革プログラ
ム）の見直しを行った。

○策定した財政健全化計画に基づき、
公的資金補償金免除繰上償還を行っ
た。

・・・普通会計　91,516千円
　　下水道事業特別会計　410,122千円
　　農業集落排水事業特別会計
20,897千円
　　水道事業会計　1,006,894千円

○制度の活用による利子削減額
　・・・普通会計　6,954千円
　　　下水道事業特別会計　113,357千円
　　　農業集落排水事業特別会計　7,386
千円
　　　水道事業会計　266,629千円

実績内容（Ｈ１９）実績内容（Ｈ１８）

財政健全化計画の
策定による健全財
政への取組み

行政評価制度導入
による事務事業の
見直し

実績内容（Ｈ１７）

○必要な行政の簡素化及び効率化を進めるため、将来に
わたって、財政を健全に運営するための計画を策定する。

○策定した計画に基づき、毎年度の実績を検証・達成の
ための方策の検討を行う。

○公的資金補償金免除繰上償還に係る計画として活用す
る。

改革の内容
○平成17年度において、行政評価制度（事務事業
の見直し）のスキームを公表する。

○毎年度において事務事業評価を実施し、次年度
予算編成に反映させていく。

○前年度実績を、第三者を含めた機関で検証、見直
し目標の再設定を行い、毎年見直しを行う。

改革の内容

財　政　課
上下水道課

全　　庁

(政策情報課)
（財政課）

実績内容（Ｈ２０）
◎政策情報課
○引き続き事務事業評価を実施した。
　・対象事務事業　　　　　　　57事業
　・担当課による１次評価　　調書提出
　・２次評価検討本部による２次評価
１回開催
　・事務事業評価検討委員会による３次
評価
　　第１部会　　　２回開催
　　第２部会　　　３回開催
　　第３部会　　　３回開催
　　全体会議　 　２回開催
　・行政改革推進本部会議　１回開催
　・評価結果
　 AA拡大＝５事業　　A現状継続＝35事
業　　B改善継続＝14事業　　D統合又は
廃止＝３事業

○事務事業評価改善改革実行計画をま
とめた。

◎財政課
○平成21年度当初予算編成において、
事務事業評価を予算に反映させることと
した。
○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減
　C評価・・・前年比30％削減
　D評価・・・前年比50％削減

◎政策情報課
○引き続き事務事業評価を実施した。
　・対象事務事業　　　　　　　72事業
　・担当課による１次評価　　適宜
　・２次評価検討本部による２次評価
３回開催
　・事務事業評価検討委員会による３次
評価
　　第１部会　　　２回開催
　　第２部会　　　２回開催
　　第３部会　　　２回開催
　　全体会議　 　２回開催
　・行政改革推進本部会議　１回開催
　・評価結果
　 AA拡大＝３事業　　A現状継続＝37事
業　　B改善継続＝27事業　　D統合又は
廃止＝５事業

○事務事業評価改善・改革実行計画を
まとめた。

◎財政課
○平成20年度当初予算編成において、
事務事業評価を予算に反映させることと
した。
○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減
　C評価・・・前年比30％削減
　D評価・・・前年比50％削減

○長期財政計画の見直しを行った。

○財政健全化計画（財政改革プログラ
ム）の策定を行った。

○財政状況の市民説明会を開催し、広く
市民に公表できた。

○策定した財政健全化計画に基づき、
公的資金補償金免除繰上償還を行っ
た。

　・・・普通会計　80,716千円
　　　下水道会計　935,481千円
　　　水道会計　359,801千円

○制度の活用による利子削減額
　・・・普通会計　6,137千円
　　　下水道事業特別会計　206,464千円
　　　水道事業会計　83,443千円

実績内容（Ｈ１７）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

◎政策情報課
○引き続き事務事業評価を実施した。
　・対象事務事業　　　　　　　46事業
　・担当課による１次評価　　調書提出
　・２次評価検討本部による２次評価
１回開催
　・事務事業評価検討委員会による３次
評価
　　第１部会　　　２回開催
　　第２部会　　　２回開催
　　第３部会　　　２回開催
　　全体会議　 　２回開催
　・行政改革推進本部会議　１回開催
　・評価結果
　 AA拡大＝５事業　　A現状継続＝37事
業　　B改善継続＝３事業　　D統合又は
廃止＝１事業

○事務事業評価改善改革実行計画をま
とめた。

◎財政課
○平成22年度当初予算編成において、
事務事業評価を予算に反映させることと
した。
○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減
　C評価・・・前年比30％削減
　D評価・・・前年比50％削減

○継続実施

○財政健全化計画（財政改革プログラ
ム）の見直しを行った。

○策定した財政健全化計画に基づき、
公的資金補償金免除繰上償還を行う。
（３月実施予定）

・・・普通会計　145,564千円　見込み
　　下水道事業特別会計　291,967千円
見込み
　　農業集落排水事業特別会計
42,931千円　見込み
　　水道事業会計　857,129千円　見込み

○制度の活用による利子削減額見込み
　・・・普通会計　19,889千円
　　　下水道事業特別会計　81,375千円
　　　農業集落排水事業特別会計
13,800千円
　　　水道事業会計　125,182千円

○事務事業評価を本格導入した。
　・対象事務事業　　　　　　　292事業
　・担当課による１次評価　　適宜
　・２次評価検討本部による２次評価
５回開催
　・事務事業評価検討委員会による３次
評価
　　第１部会　　　２回開催
　　第２部会　　　３回開催
　　第３部会　　　３回開催
　　全体会議　 　２回開催
　・行政改革推進本部会議　１回開催
　・評価結果
　 AA拡大＝ 2事業　　A現状継続＝19
事業　　B改善継続＝222事業　 C縮小
＝33事業　　D統合又は廃止＝16事業

○事務事業評価改善・改革実行計画を
まとめた。

◎財政課
○平成19年度当初予算編成において事
務事業評価を予算に反映させることとし
た。
○計上基準
　　B評価・・・前年比10％削減
　　C評価・・・〃　　　30％削減
　　D評価・・・〃　　　50％削減

実績内容（Ｈ１８）
○行政評価制度（事務事業の見直し）の
スキームを公表した。

○事務事業評価の研究を行った。
　　先進地視察　　　長野市、須坂市
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効果

○市の支出が抑制され、健全経営が図られ
る。

効果
（額・数
値等）

○合併特例事業債
　８事業 起債額 794,400千円

○合併特例交付金事業
　３事業 補助金　2,760千円

効果
（額、
数値
等）

○前年度対比で事業費の縮減
が図られた。

○合併特例事業債の活用
　９事業 起債額 395,700千円

効果
（額、
数値
等）

○対前年比で事業費は、
899,625千円増加したが、一般
財源は、129,271千円縮減が図
られた。

○合併特例事業債の活用
　９事業　起債額 540,700千円
○まちづくり交付金
　　H19　392,000千円

効果
（額、
数値
等）

○前年度対比で△7.5％の縮減
が図られた。

○対前年比で事業費は
　166,734千円縮減が図られた。

○合併特例事業債の活用
　10事業　起債額 241,600千円
○まちづくり交付金
　　H20　667,000千円
○国の経済対策
　緊急安心実現　24,135千円
　生活対策臨時交付金
　　　　　　　　　　 140,050千円

効果
（額、
数値
等）

○合併特例事業債
　７事業　起債額 905,500千円
予定
○まちづくり交付金
　　H21　100,000千円予定

効果

○事業費の抑制により、市の支出を抑え
る。
○職員の創意工夫により財政危機を乗り切
る。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○経費削減が図られた 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○ズクだし事業

【改革の内容】
○厳しい財政状況を踏まえ、創意工夫により支出を伴わず
執行できる事業、職員のズクと体力で実行できる事業を発
案する。

○また、現在実行中、計画済の事業も、外注、委託等を見
直し、極力自前でできないか検討する。

【効果】
○事業費の抑制により、市の支出を抑える。
○職員の創意工夫により財政危機を乗り切る。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○投資的経費等の見直し

【改革の内容】
○普通建設事業の必要性、緊急性等を考慮し新規建設事
業縮減を図る。

【効果】
○市の支出が抑制され、健全経営が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

○継続実施

○継続実施

76

◎保育課
○西町・みなみ・松川保育園プール修繕
○平野保育園遊戯室壁塗装工事
○長丘保育園樹木伐採作業

◎環境課
○公衆トイレの花植等の美化作業

◎文化スポーツ振興課
○継続実施

○継続実施

◎中山晋平記念館
○継続実施
○継続実施

◎高野辰之記念館
○継続実施
○剪定の枝片付け
○軒先の防腐剤塗装
○トイレ前石段の段差をセメントで埋め
た

◎農政課
○耕作放棄地等で農業機械メーカー、
県等と協力し、花及び小麦の種まき・収
穫作業を行ない、遊休荒廃地対策及び
土地利用型農業の推進を行った
○農業用水の水質浄化として魚の放流

◎都市計画課
○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

◎学校教育課

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

投資的経費の見直
し

◎保育課
○みなみ保育園プール塗装
○永田保育園組み立て式プール部材運
搬
○高丘保育園庭木剪定作業

◎環境課
○豊田地区不法投棄の回収作業

◎文化振興課
○市民会館の草刈り・側溝泥上げ・駐車
場・隣接歩道除雪
○市民会館会議室の机・椅子の補強・
修理

◎中山晋平記念館
○園庭・外周の草刈り・植栽の刈込
○園庭の花植え
○便所棟屋根の塗装

◎高野辰之記念館
○草刈り、花壇の手入れ、池・小川の清
掃
○研究用に提供するため辰之師範時代
の創作ノートをデジカメで撮影

◎農政課
○耕作放棄地を農業機械メーカー、県と
協力し、機械デモにより草刈・抜根作業

◎都市計画課
○西高前花壇の植栽
○街区公園、市営住宅団地の実施可能
な剪定や草刈作業
○公園施設の遊具など、軽度な修繕を
実施
○バラ植栽箇所及び沿道花壇への水や
り活動。
○公園内の樹木の手入れ時に発生した
丸太を無料頒布する。

◎学校教育課
○一部学校の枝きり処理の運搬作業
○教職員住宅の草刈り

実績内容（Ｈ１７）改革の内容
○厳しい財政状況を踏まえ、創意工夫により支出を
伴わず執行できる事業、職員のズクと体力で実行で
きる事業を発案する。

○また、現在実行中、計画済の事業も、外注、委託
等を見直し、極力自前でできないか検討する。

○職員等提案による事業の応募を実施、事業選定
委員会、プレゼン等を実施し、即時実行できる事業
は実施、体制づくりが必要なものは翌年度以降実施
する。

改革の内容

77 ズクだし事業

実績内容（Ｈ１８）

○継続実施

○平成18年度決算統計（普通会計）によ
る普通建設事業費
　　　　　　　　　　　　　1,338,156千円

実績内容（Ｈ１８）
○普通建設事業は、必要性、緊急性、効果及び将
来の維持経費を考慮し、実施計画に盛り込む。

○合併特例債や補助事業を積極的に取り込み、一
般財源の削減に努める。

○普通建設事業は、必要性・緊急性・効
果等を勘案して、実施計画の策定をし
た。

○実施計画計上事業への予算の重点
配分を行うことにより、普通建設事業費
の縮減を図った。

○平成17年度決算統計（普通会計）によ
る普通建設事業費
　　　　　　　　　　　　　2,206,990千円

全　　庁

(政策情報課)

全　　庁

（政策情報課）
（財政課）

○継続実施

○まちづくり交付金や国の補正予算によ
る経済対策事業を活用し、平成21年度
当初予算から単独事業を前倒しし、国庫
補助事業に振替たことにより、一般財源
の縮減に努めた。

○平成20年度決算統計（普通会計）によ
る普通建設事業費
　　　　　　　　　　　　　　2,071,047千円

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施

○まちづくり交付金や国の経済対策事
業を活用し、一般財源の縮減を図る。

○普通建設事業は、必要性、緊急性、
効果及び将来の維持経費を考慮し、実
施計画を策定した。また、合併特例債や
補助事業を積極的に取り込み、一般財
源の削減に努める計画策定とした。

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

○まちづくり交付金事業を採用し、市単
独事業で行う予定の事業を、国庫補助
事業に振替たことにより、一般財源の縮
減に努めた。

○平成19年度決算統計（普通会計）によ
る普通建設事業費
　　　　　　　　　　　　　　2,237,781千円

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１９）
○庁舎内の委託清掃について、各課の
事務室については、職員自らが行うこと
とし、委託を中止した。

○直営管理の施設について、除雪・草刈
等、職員による維持管理を行った。
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Ｎｏ． 改革プラン名 担　当改革の内容・効果 平成２２年度以降の取り組み（３年間）取　　り　　組　　み　　状　　況

効果

○通信料の軽減が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

通信料の削減
19,032,840円（H19）
H20：9,905,547円（△9,127千円）
H21～対H19、100％削減

効果
（額、
数値
等）

通信料の削減
学校間ネットワークの構築によ
る経費の削減、業務の効率化
が図れる。

効果

○選挙費用の縮減が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○投票管理者、立会人等の報
酬等選挙費用の減額
県議会議員一般選挙
　△247,884円
参議院議員通常選挙
　△643,372円

効果
（額、
数値
等）

○投票管理者、立会人等の報
酬等選挙費用の減額
市長選挙
　△158,555円

効果
（額、
数値
等）

効果

○市税等の公平性の確保、納税意識の高
揚・滞納抑制が期待できる。 効果

（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○市税等の公平性の確保、納
税意識の高揚、滞納抑制、市税
等の収入確保が期待できる。

効果
（額、
数値
等）

○市税等の公平性の確保、納
税意識の高揚、滞納抑制、市税
等の収入確保が期待できる。

効果
（額、
数値
等）

○市税等の公平性の確保、納
税意識の高揚、滞納抑制、市税
等の収入確保が期待できる。

　　(2)　人件費の削減

効果

○平成22年４月１日に平成17年４月１日と
比較して、37人（7.7%）の減により、人件費が
削減される。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

〇人件費の削減効果（平成19
年度に反映）
職員１人当りの平均給与、共済
費@6,900千円×16人=110,400
千円 効果

（額、
数値
等）

〇人件費の削減効果（平成20
年度に反映）
職員１人当りの平均給与、共済
費@6,910千円×9人=62,190千
円 効果

（額、
数値
等）

〇人件費の削減効果（平成21
年度に反映）
職員１人当りの平均給与、共済
費@6,920千円×9人=62,280千
円 効果

（額、
数値
等）

〇人件費の削減効果（平成22
年度に反映）
職員１人当りの平均給与、共済
費@6,910千円×1人=6,910千円

効果

○給与の適正化及び人件費の抑制が図ら
れる。 効果

（額・数
値等）

○給与の適正化及び人件費の
抑制が図られた。 効果

（額、
数値
等）

○同左

○特殊勤務手当
　削減効果　△957千円

効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○同左

○特殊勤務手当　400千円増

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　No.82へ統合し、「人件費の削減」として取り組むため。

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○人件費の削減

【改革の内容】
○中野市定員適正化計画に基づき職員数の適正化を進め
るなかで、人件費の見直しを図る。
○国に準じた給与制度の見直しを進める。
○時間外勤務手当の抑制を図る。

【効果】
○人件費の削減が図られる。

　№85を統合

平成２２年度～平成２４年度実績内容（Ｈ１９）

○平成19年４月の県議選より、期日前投
票の豊田支所の期間を３日間に短縮し
た。

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○他市の動向調査のため先進地視察を
行った。（長野市、須坂市）

○継続実施

○継続実施
計画　△８人に対し、
　実績　△９人

実績内容（Ｈ１９）
○検討継続
<情報系>
○通信料　14,855千円
○接続数　54ヶ所
<基幹系>
○通信料　 4,690千円
○接続数　 5ヶ所

79

21年度実施見込み（又は実績内容） 平成２２年度～平成２４年度

○4月1日より行政サービスの制限を開
始した。

実績内容（Ｈ１７）

各種選挙における
投票所等の見直し

平成２２年度～平成２４年度
○継続実施
計画　△９人に対し、
　実績見込み　△１人

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○選挙投票区の見直し

【改革の内容】
○投票区の区域の見直しを行なう。

【効果】
○投票区の分割による選挙人の利便性の向上及び統合に
よる合理化が図られる。

○選挙管理委員会委員の交替に伴い、
改めて投票区及び投票所の見直しにつ
いて経過説明をした。

21年度実施見込み（又は実績内容）

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　地域情報基盤整備により公共ネットワークの独自回線使
用が達成したため。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成21年４月１日より実施されたため、目的が達成され
た。今後は、実施する事業を3月に改めて公表する。

○中野市定員適正化計画を策定した。
　計画　△ 1人 に対し、
　 実績　△ ２人

職員数の削減

市税等滞納者に対
する行政サービス
の制限

78
地域公共ネットワー
クの見直し

85

82

80

実績内容（Ｈ１７）

○特殊勤務手当のうち、次の手当を廃
止した。
　①市税等調査、徴収事務手当
　②福祉業務手当
　③保健指導業務手当
　④自動車運転業務手当
　⑤除雪作業手当
　⑥給食調理業務手当
　⑦用地交渉手当

○時間外勤務手当において、25時間以
内にするよう事務対応を進めている。

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

○継続実施

改革の内容

改革の内容
○中野市定員適正化計画に基づき、事務事業の見
直し・組織の再編、民間委託の推進、指定管理者制
度の活用、公益法人等への派遣の見直しなどを行
い職員数の削減を図る。

○地域情報基盤整備に伴い、市独自の通信回線使
用に変更する。

○平成20年度を目途に地域公共ネットワークに係る
通信料を軽減する。

○豊田支所での期日前投票所について、研究・検討
を行う。

○投票所数の検討を行う。

改革の内容

改革の内容

庶務課

○時間外勤務手当において、25時間以
内にするよう事務対応を進めている。

○市税等の滞納によって、納入している市民と滞納
している市民との間に税等の負担の不公平感が生
じている。

○市税等の滞納者に対する補助金の交付制限のほ
か、各種行政サービス等の一部制限等を実施する
ことにより、税等の負担に対する公平性の確保を図
る。

政策情報課

政策情報課

選挙管理
委員会

○通信料　15,029千円

○接続数　51ヶ所

実績内容（Ｈ２０）

○平成19年度からの期日前投票所豊田
支所の期間等の短縮に向けた準備及び
周知を行った。

○現行の36投票所数の見直しについ
て、平成21年の市長選挙までに委員会
で研究検討する。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）
○継続実施
計画　△６人に対し、
　実績　△１６人

実績内容（Ｈ１８）

○他市の動向調査を行った。

○制度内容の検討を行った。

実績内容（Ｈ１８）

○地域情報基盤整備に伴う、市独自回
線使用の検討を行った。

○通信料　14,348千円

○接続数　54ヶ所

実績内容（Ｈ１８） 実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

職員手当の抑制

改革の内容

庶務課

○国に準じた給与制度改正を行うとともに、特殊勤
務手当の見直しに努める。

○時間外勤務手当の支給において、25時間以内に
するよう事務対応を進める。

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

○学校間、図書館間について市独自回
線使用を開始する。

○音声系（内線電話）について市独自回
線を開始する。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○対象となる37事業を確定させ、行政
サービスの制限内容を決定した。

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
計画　△13人に対し、
　実績　△９人

○地域情報基盤整備に伴う、市独自回
線使用を開始した。
【情報系、基幹系、水道(一部）】

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

○36投票区を35投票区へ統合した。

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施
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　　(3)　補助金・負担金の見直し

効果

○市の支出を削減し、各団体等の自主的運
営も促す。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○平成18年度当初予算での団
体等に対する負担金・補助交付
金の前年度対比削減額。
  約 10,000千円
  前年対比10％

効果
（額、
数値
等）

○平成19年度当初予算での団
体等に対する負担金・補助交付
金の前年度対比削減額。
  約 9,000千円
  前年対比11％

効果
（額、
数値
等）

○平成20年度当初予算での団
体等に対する負担金・補助交付
金の前年度対比削減額。
　約　4,734千円
　前年対比　12。2％

効果
（額、
数値
等）

効果
○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

平成18年度当初予算での査定
による削減額　　約787千円

効果
（額、
数値
等）

平成19年当初予算額での削減
額
　　約2,309千円

効果
（額、
数値
等）

平成20年度予算額での削減額
　　約1,220千円

効果
（額、
数値
等）

平成21年度予算額での削減額
　　約3,190千円

効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○歳出を見直すことにより、国民健康保険
特別事業会計の健全経営が図られる。

効果
（額・数
値等）

○平成17年度事業費　812,590
円

効果
（額、
数値
等）

○平成18年度事業費　693,704
円

効果
（額、
数値
等）

○平成19年度事業費　185,504
円

効果
（額、
数値
等）

○平成20年度事業費　192,872
円

効果
（額、
数値
等）

○平成21年度事業費　136,728
円

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○持続可能な公共交通体系の構築

【改革の内容】
○中野市の地域公共交通体系を考えるにあたって、「公共
交通しか選択できない市民（交通弱者）に対し、必要最小限
のサービスの確保を図る」を基本に、公共交通を取り巻く現
状・課題及び厳しい財政状況を踏まえ、公共交通体系構築
にあたっての検討、評価を行う。

【効果】
○現状程度の財政負担範囲の中で最低限の利便性を確保
することが、持続可能な公共交通体系の構築につながる。

　№13を統合

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　No.97へ統合し、「国民健康保険事業の見直し」として取り
組むため。

平成２２年度～平成２４年度

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　№38へ統合し、「コスト意識の高揚」として取り組むため。

謝礼の見直し

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　 ３年に亘る見直しが終了したため。

平成２２年度～平成２４年度

補助金・負担金等
の見直し

90

89

91

○世帯褒賞記念品代3000円を2500円に
削減した。

○対象者の見直しを検討した。

○褒章世帯数　　　　　271世帯

実績内容（Ｈ１８）

○団体負担金、補助金については、平成17年度予
算に対し、平成18年度10％、平成19年度11％、平成
20年度12％の割合で削減を行い、平成20年度には
平成17年度対比で30％の削減を行う。

○少額補助金等は廃止も含め、整理合理化する。

改革の内容

改革の内容

改革の内容
○予算編成方針に基づき、各種事業における謝礼
を見直す。

実績内容（Ｈ１７）

○褒賞内容の調査・検討を行った。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１９）
○継続実施

○路線バス回数券助成事業を推進し、
路線の維持と廃止代替路線の赤字額の
減少に努めた。
①廃止路線代替バス運行費補助金
　　　　　　　　　　　　　　15,450,000円
②路線バス回数券購入助成事業
　　　 　　　　　　　　　　　   190,490円
③ＪＲ駅乗車券類簡易販売委託事業
　　　　　　　　　　　　　　  4,599,469円

実績内容（Ｈ１９）

○対象者を１年間から３年間継続世帯に
変更した。

○褒賞世帯数　　　　72世帯

全　　庁

(財政課)

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

○路線バス回数券助成事業を推進し、
路線の維持と廃止代替路線の赤字額の
減少に努めた。
①廃止路線代替バス運行費補助金
　　　　　　　　　　　　　　14,791,000円
②路線バス回数券購入助成事業
　　　 　　　　　　　　　　　1,334,360円
③ＪＲ駅乗車券類簡易販売委託事業
　　　　　　　　　　　　　　4,544,669円

実績内容（Ｈ１７）

○路線バス回数券助成事業を開始し、
路線の維持と廃止代替路線の赤字額の
減少を図った。
①廃止路線代替バス運行費補助金
　　　　　　　　　　　　　　14,268,000円
②路線バス回数券購入助成事業
　　　 　　　　　　　　　　　　910,080円
③ＪＲ駅乗車券類簡易販売委託事業
　　　　　　　　　　　　　　　4,500,000円

改革の内容

福祉課

○平成18年度から、褒賞対象及び内容を順次見直
す。

公共交通対策事業
の見直し

全　　庁

(財政課)

実績内容（Ｈ１８）
○継続実施

○H19年度当初予算編成において、4％
の削減を行った。

○平成18年度当初予算編成方針におい
て、予算の計上基準を定め、そのなかで
金額の見直しを行った。

○当初予算編成過程において、削減を
図った。

実績内容（Ｈ１７）

○平成18年度当初予算編成方針におい
て、平成17年度予算に対し、平成18年度
10％、平成19年度11％、平成20年度
12％の割合で削減を行い、平成20年度
には平成17年度対比で30％の削減を行
うこととした。

○当初予算編成過程において、削減を
図った。

政策情報課

○平成18年度から、現行制度の内容について順次
見直す。

92
国民健康保険　健
康世帯褒賞事業の
見直し

21年度実施見込み（又は実績内容）

○褒賞世帯数　　　　54世帯

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○路線バス回数券助成事業を推進し、
生活路線の運行維持と利用促進に努め
た。
①廃止路線代替バス運行費補助金
　　　　　　　　　　　　　　17,836000円
②路線バス回数券購入助成事業
　　　 　　　　　　　　　　　   　　　廃止
③ＪＲ駅乗車券類簡易販売委託事業
　　　　　　　　　　　　　　 4,500,000円

○地域公共交通総合連携計画に基づき
10月1日から実証試験運行を開始した。

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
○路線バス回数券助成事業を推進し、
生活路線の運行維持と利用促進に努め
た。
①廃止路線代替バス運行費補助金
　　　　　　　　　　　　　　17,836000円
②路線バス回数券購入助成事業
　　　 　　　　　　　　　　　   262,950円
③ＪＲ駅乗車券類簡易販売委託事業
　　　　　　　　　　　　　　  4,594,524円

○地域公共交通対策協議会を設立して
現在の公共交通の見直しを行なった。

○地域公共交通総合連携計画を新たに
策定した。

○褒賞世帯数　　　　76世帯
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効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。 効果

（額・数
値等）

○事業内容の見直しを図った
が、要介護認定者等の増加によ
り決算額は、昨年より上回った。

効果
（額、
数値
等）

○同左
効果
（額、
数値
等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られた。 効果

（額、
数値
等）

効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○歳出を見直すことにより、国民健康保険
事業会計の健全経営が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

①平成21年度で終了とする

【理由】
○平成21年度まで5年間で見直しを行い、一定の効果が得
られたため。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○国民健康保険給付事業の見直し

【改革の内容】
○給付事業の内容について順次見直す。

【効果】
○歳出を見直すことにより、国民健康保険事業会計の健全
経営が図られる。

　№92を統合

平成２２年度～平成２４年度
①平成21年度で終了とする

【理由】
○平成21年度まで5年間で見直しを行い、一定の効果が得
られたため。

平成２２年度～平成２４年度

97

実績内容（Ｈ１８）

○検討継続
実績内容（Ｈ１８）

○平成18年度から、事業内容について順次見直す。

改革の内容 実績内容（Ｈ１７）
○高齢者在宅サービス事業
　①要介護高齢者等介護用品給付事業
　  おむつ券　9,933,261円
　 介護用品 3,220,302円
（１人：48,000円 = 4,000円×12月）
（１人：72,000円 = 6,000円×12月）
　　　　　　計　　13,153,563円.
　②独り暮らし高齢者通院費助成事業
（１人：48,000円 = 1,000円×４枚×12月）
　　　　　　計　 　2,379,140円

　③移送サービス事業
（１人：48,000円 = 1,000円×４枚×12月）
 　　　　 計　　1,473,921円

　④要介護高齢者理美容助成事業
（１人：22,800円 = 3,800円×６枚）
            計    2,611,453円

　⑤布団丸洗い費助成事業
　　　　　　　　　　　　 155,600円

○合計　19,773,677円

実績内容（Ｈ１９）実績内容（Ｈ１８）
○高齢者在宅サービス事業
　①要介護高齢者等介護用品給付事業
要介護高齢者等介護用品給付券
（１人：48,000円 = 4,000円×12月）
（１人：72,000円 = 6,000円×12月）
 　　　　計　15,917,531円
　
　②独り暮らし高齢者通院費助成事業
（１人：43,200円 = 900円×４8枚）
　　   　計　2,687,130円

　③移送サービス事業
 （１人：43,200円 = 900円×48枚）
　　　　 計   1,676,900円

　④要介護高齢者理美容助成事業
（１人：15,200円 = 3,800円×4枚）
         計  2,628,860円

 ⑤介護用品処理手数料給付事業
　　　　　計　227,050円

○合計　 23,137,471円

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）
○検討継続

○高齢者生きがい対策事業
　①シルバー乗車券給付事業
　　                       10,398,204円
　(１人： 3,000円 = 100円×30枚)
　
②温泉利用休息料助成事業
　　　　　　　　　　　　　 11,229,235円
　市内全域
　(１人：2,400円= 100円×24枚)
　
○合計　21,627,439円

○高齢者在宅サービス事業
　①要介護高齢者等介護用品給付事業
要介護高齢者等介護用品給付券
（１人：48,000円 = 4,000円×12月）
（１人：72,000円 = 6,000円×12月）
 　　　　計　14,118,489円
　
　②独り暮らし高齢者通院費助成事業
（１人：48,000円 = 1,000円×４8枚）
　　   　計　　2,397,570円

　③移送サービス事業
 （１人：48,000円 = 1,000円×48枚）
　　　　  計　 1,379,985円

　④要介護高齢者理美容助成事業
（１人：22,800円 = 3,800円×5枚）
          計　 2,625,833円

⑤布団丸洗い費助成事業　廃止

　
○合計　 20,521,877円

○高齢者生きがい対策事業
　①シルバー乗車券給付事業
　　                        10,690,717円
　(１人： 3,000円 = 100円×30枚)
　
②温泉利用休息料助成事業
　　　　　　　　　　　　　　 11,807,742円
　中野地域
　(１人：3,200円= 400円×８枚)
　
○合計　22,498,459円

○高齢者生きがい対策事業
　①シルバー乗車券給付事業
　　                       10,556,760円
　(１人： 3,000円 = 100円×30枚)
　
②温泉利用休息料助成事業
　　　　　　　　　　　　　　 10,863,738円
　市内全域
　(１人：2,400円= 100円×24枚)
　
○合計　21,420,498円

実績内容（Ｈ１７）

94
高齢者生きがい対
策事業の見直し

健康長寿課

高齢者在宅サービ
ス事業の見直し

93

国民健康保険　人
間ドック普及事業の
見直し

改革の内容

福祉課

○平成21年度に補助率を見直し、平成22年度から
実施する。

健康長寿課

○平成18年度から、事業内容について順次見直す。

改革の内容

○補助率見直しを検討した。
実績内容（Ｈ１７）

○検討継続

○病気の早期発見、早期治療施策とし
て、人間ドックを位置づけ推進する。

○ＰＥＴドック助成の実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

○高齢者生きがい対策事業
　①シルバー乗車券給付事業
　
　(１人： 3,000円 = 100円×30枚)
　
②温泉利用休息料助成事業
　
　市内全域
　(１人：2,400円= 100円×24枚)
　

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○高齢者在宅サービス事業
　①要介護高齢者等介護用品給付事業
要介護高齢者等介護用品給付券
（１人：36,000円 = 6,000円×6月）課税
（１人：72,000円 = 6,000円×12月）非課
税
 
　
　②独り暮らし高齢者通院費助成事業
（１人：43,200円 = 900円×４8枚）
　

　③移送サービス事業
 （１人：21,600円 = 900円×24枚）課税
 （１人：43,200円 = 900円×48枚）非課税
　
　
④要介護高齢者理美容助成事業
（１人：7,600円 = 3,800円×2枚）課税
（１人：15,200円 = 3,800円×4枚）非課税
　

　
⑤介護用品処理手数料給付事業
　
　

○高齢者在宅サービス事業
　①要介護高齢者等介護用品給付事業
要介護高齢者等介護用品給付券
（１人：36,000円 = 6,000円×6月）課税
（１人：72,000円 = 6,000円×12月）非課
税
 　　　　計　15,319,637円
　
　②独り暮らし高齢者通院費助成事業
（１人：43,200円 = 900円×４8枚）
　　   　計　3,078,555円

　③移送サービス事業
 （１人：21,600円 = 900円×24枚）課税
 （１人：43,200円 = 900円×48枚）非課税
　　　　　 計   1,309,528円
　
④要介護高齢者理美容助成事業
（１人：7,600円 = 3,800円×2枚）課税
（１人：15,200円 = 3,800円×4枚）非課税
　　　　　 計 1,935,347円

　
⑤介護用品処理手数料給付事業
　　　　　計　525,353円
　
○合計　 22,168,420円

実績内容（Ｈ２０）
○高齢者生きがい対策事業
　①シルバー乗車券給付事業
　　                      10,194,200円
　(１人： 3,000円 = 100円×30枚)
　
②温泉利用休息料助成事業
　　　　　　　　　　　　　 11,501,025円
　市内全域
　(１人：2,400円= 100円×24枚)
　
○合計　21,695,225円

○検討継続

○病気の早期発見、早期治療施策とし
て、人間ドックを位置づけ推進した。

○ＰＥＴドック助成の開始

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
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効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○事業の見直しによる経費の削
減が図られた。
　①平成18年度事業費
　　　　　　　　　　　1,410千円
　②前年度対比削減額
　　　　　　　　　　　 △40千円

効果
（額、
数値
等）

平成19年度事業費　1,410千円

効果
（額、
数値
等）

平成20年度事業費　1,410千円

効果
（額、
数値
等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られる。

効果

○歳出を見直すことにより、健全経営が図
られる。

効果
（額・数
値等）

○希望の旅
　削減による効果額
　△ 93,000円 効果

（額、
数値
等）

○削減効果額合計
①　△ 40,000円
②　△446,000円
③　△131,000円
④　△ 26,500円
⑥　△ 48,000円
計　△691,500円

効果
（額、
数値
等）

○削減効果額合計
①　△  41,000円
②　△  85,100円
計　△126,100円

効果
（額、
数値
等）

○削減効果額合計
①　△98,200円
②　△477,589円
③　△226,577円
④　△995,000円
⑤　△2,225,000円
計　△4,022,366円

効果
（額、
数値
等）

○事業の見直しを行い、△
108,000円の減額を行った。

効果

○歳出を削減し、市の健全経営が図られ
る。

○信州なかの観光協会の自立も促す。

効果
（額・数
値等）

効果
（額、
数値
等）

○3,452,000円の経費が縮減で
きた。 効果

（額、
数値
等）

○1,491,000円の経費が縮減で
きた。 効果

（額、
数値
等）

○1,323,000円の経費の縮減が
できた。 効果

（額、
数値
等）

長野県観光協会負担金が発生
したため147,000円の増額となっ
た。

効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。 効果額

（数値）

効果
（額、
数値
等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成21年度まで5年間見直しを行い、一定の効果が得ら
れたため。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成18年度から平成20年度までの３年間で6,266,000円の
縮減ができ、効果があったため。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　合併協議に基づき、平成21年度を最終年度として廃止す
る。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○ふれあいのまちづくり事業の見直し

【改革の内容】
○事業内容を精査し、事業内容及び補助額を見直す。

【効果】
○歳出を見直すことにより、市の健全経営が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）

ふれあいのまちづく
り事業補助金の見
直し

障害者在宅福祉事
業の見直し

100

102

99

98

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○次の事業の見直しを行った。
①希望の旅補助金を9.8％減額（前年度
対比）
　367,000円  (132人)
②患者激励金
12,000円/年から10,000円/年に減額
③介護慰労金
12万円/年から10万円/年（1年間）
6万円から5万円（6ケ月以上12ヶ月未
満）
④訪問理容美容料助成券6枚から5枚に
枚数減
⑤介護用品助成金
おむつ券から介護用品券へ変更し、柔
軟性を持たせた。
⑥緊急通報システム業務委託事業
3,500円から1,500円に減額
⑦通園通所等交通費助成事業
高速道路利用者の年間助成上限額を上
限なしから40,000円とした。

○継続実施

○浄化槽を設置し、使用開始をした者に
補助金を交付した。（６基）

改革の内容
○平成18年度から、事業内容について順次見直す。

改革の内容
○事業内容を精査し、適切な補助額に見直す。

○次の補助金等を交付した。
　①市観光協会補助金　　12,700千円
　②市観光協会負担金　　　880千円
　③メディア活用宣伝事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　4,500千円
　④豊田観光協会補助金　　280千円

　　計　　　　　　　　　　　 18,360千円

実績内容（Ｈ１７）

○地区社協補助金の見直しを実施した。
　社会福祉普及事業　510千円
　小地域ネットワーク事業　900千円

実績内容（Ｈ１９）

○継続実施

○浄化槽を設置し、使用開始をした者に
補助金を交付した。（６基）

福祉課

○次の事業の見直しを行った。

　希望の旅補助金を20％減額した。
（平成16年度対比　500,000円　109人）
　平成17年度　　407,000円　　(128人)

実績内容（Ｈ１７）

○補助金見直しを検討した。
実績内容（Ｈ１７）

福祉課

○次の補助金を交付した。
　・信州なかの観光協会補助金
　　　　　　　　　　12,241,000円

○継続実施

○浄化槽を設置し、使用開始をした者に
補助金を交付する。（１基）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○地区社協補助金の削減を実施した。
　社会福祉普及事業　510千円
　小地域ネットワーク事業　900千円

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）
○検討継続
　社会福祉普及事業　510千円
　小地域ネットワーク事業　900千円

○次の補助金を交付した。
・信州なかの観光協会補助金
　　　　　　　　　14,908,000円

観光協会事業補助
金の見直し

改革の内容

商工観光課

○平成 19 年度以降、段階的に補助金を削減してい
く。

中野市浄化槽接続
事業補助金の廃止

○随時見直して実施

実績内容（Ｈ１９）
○次の事業の見直しを行った。
①希望の旅補助金を11.2％減額（前年
度対比）
　326,000円  (126人)

④訪問理容美容料助成券5枚から4枚に
枚数減

実績内容（Ｈ１９）
○次の補助金を交付した。
　・信州なかの観光協会補助金
　　　　　　　　　　13,417,000円

○合併協議に基づき、平成21年度を最
終年度として廃止こととした。

○浄化槽設置区域居住者を対象に補助
金の廃止時期を周知するとともに意向調
査を実施した。
（３月に調査実施/対象者116人）

○浄化槽設置者に接続補助金６基分を
交付した。（平成１６年度に旧中野市で
設置した浄化槽の遡及適用分２基分を
含む）

○合併協議に基づき、平成21年度を最終年度として
廃止する。

（合併処理浄化槽設置区域(農業集落排水事業区域
及び特定環境保全公共下水道事業以外の区域)に
おいて、合併処理浄化槽を設置し、使用開始した者
に対し、接続費用の一部を補助する制度。）

環境課

改革の内容

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）
○次の事業の見直しを行った。
①余暇活動支援事業補助金について
は、内容を見直して192,000円とした。

○次の補助金を交付した。
　・信州なかの観光協会補助金
　　　　　　　　　　12,094,000円

実績内容（Ｈ２０）
○次の事業の見直しを行った。
①訪問理容美容助成券
（1人：3,800円×4枚）非課税
（1人：3,800円×2枚）課税
　　262,200円　（41人）
②介護用品給付券
（1人：4,000円×12枚）非課税
（1人：4,000円×6枚）課税
　　1,267,088円（51人）
③通院費助成券
（1人：900円×48枚）非課税
（1人：900円×24枚）課税
　　837,938円（115枚）
④患者激励金
（1人：10,000円×30人）非課税
（1人：5,000円×159人）課税
　　1,095,000円（189人）
⑤介護慰労金
（1人：100,000円×14人）非課税
（1人：50,000円×43人）課税
（1人：25,000円×5人）課税
　　3,675,000円（62人）
　　合計　7,137,226円

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○浄化槽を設置し、使用開始をした者に
補助金を交付した。（４基）
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効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額・数
値等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られた。

○削減額　平成16年度対比
　1,405,000円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○削減額　平成17年度対比
　1,139,000円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○削減額　平成18年度対比
　1,109,650円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○削減額　平成19年度対比
　483,933円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○削減額　平成20年度対比
　287,012円

　　(4)　既存施設等の見直し

効果
○経費の削減と職員の意識の高揚が図ら
れる。

効果
（額、
数値
等）

○経費の削減と職員の意識の
高揚が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○施設を廃止した場合、市の支出抑制が図
られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○歳出を見直すことにより、市の健全経営
が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○歳出を見直すことにより、市
の健全経営が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H18年度予算での道路等維
持補修費における材料支給額
　　　・・・17,857千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H19年度予算での道路維持
補修費における材料支給額
　　・・・27,286千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H20年度予算での道路維持
補修費における材料支給額
　　・・・20,591千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H21年度予算での道路維持
補修費における材料支給の実
施中
　　・・・19,569千円

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成２１年度に廃止するため

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）

○関係4団体に転出時期の確認（年度末
までに転出する予定）
○管理委託者及び清掃作業員に廃止計
画の説明

○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

105
福祉会館管理事業
の見直し

材料支給による道
路等維持補修の奨
励

104
庁舎等の維持管理
の見直し

106

21年度実施見込み（又は実績内容）

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　平成21年度まで見直しを行い、対平成16年度比4,424,595
円の縮減ができ、効果があったため。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○庁舎等の維持管理の見直し

【改革の内容】
○省エネルギー活動については、中野市環境マネジメント
システムの中で見直していく。
○本庁舎・支所をはじめとした公共施設の清掃業務委託は
共用部分のみとし、事務室等は職員により実施。

【効果】
○経費の削減と職員の意識の高揚が図られる。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

○次の事業の見直しを行った。
　①中野市協議会補助金
　　15％削減。（平成17年度対比）
　②中高地区協議会補助金
　　10％削減。（平成17年度対比）

○平成18年度補助金額
　①中野市協議会補助金4,964,000円
　②中高地区協議会補助金2,367,000円

実績内容（Ｈ１８）

○平成22年度に施設管理を廃止するこ
とを決定

平成２２年度～平成２４年度

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　№17へ統合し、「市民による基盤整備の推進」として取り組
むため。

○継続実施　（予定32区）

○省エネルギー活動については、対前
年度比100％以内を維持する。

○継続実施

　項目　　　　　　使用量　　  目標前年
比％
電気使用料（kwh） 　519,777     100.0
冷暖房A重油（㍑） 　 57,100      100.0
暖房灯油（㍑）            1,522.0   100.0
庁用車ガソリン（㍑）   36,205.1 　100.0
庁用車軽油（㍑）       23,134.5   100.0
給湯用ガス（㎥）         2,852   　 100.0

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）
○次の事業の見直しを行った。
　①中野市協議会補助金
　　15％削減。（平成19年度対比）
　②中高地区協議会補助金
　　　　7.6％増（平成19年度対比）

　
○平成20年度補助金額
　①中野市協議会補助金3,601,200円
　②中高地区協議会補助金2,136,217円

実績内容（Ｈ２０）

○次の事業の見直しを行った。
　①中野市協議会補助金
　　5％削減。（平成20年度対比）
　②中高地区協議会補助金
　　5％削減。（平成20年度対比）

○平成21年度補助金額
　①中野市協議会補助金3,421,000円
　②中高地区協議会補助金2,029,405円

○省エネルギー活動については、電気
使用量は、対前年度比100％以内を維
持した。
○継続実施

　項目　　　　　　使用量　　     前年比％
電気使用料（kwh） 　519,777      97.8
冷暖房A重油（㍑） 　 57,100      102.1
暖房灯油（㍑）            1,522.0   158.3
庁用車ガソリン（㍑）   36,205.1 　123.5
庁用車軽油（㍑）       23,134.5   105.6
給湯用ガス（㎥）         2,852   　 103.1

灯油は、Ｈ19給油量、Ｈ20使用量の比較
ガソリンは、南宮庁舎から本庁へ移動し
た経済部分を加算して比較

○直営・委託から現物支給に変更するなど、支出の
内容を見直し、経費の削減に努める。

改革の内容

○老朽化が著しく、大規模な改修を必要とすること
から、今後、施設の管理については、廃止を含め検
討する。

改革の内容

○道路等の維持補修に係る予算につい
ては、材料支給による行政区等の単位
での施工を目指し、工事費から原材料
費への組替を推奨した。　１９区

○予算編成過程において担当課等と協
議・実践した。

実績内容（Ｈ１７）改革の内容

道路河川課
財政課

実績内容（Ｈ１７）

○省エネルギー活動については、対前
年度比100％以内を維持した。

○事務室内の清掃については、職員対
応により実施した。

　　項目　　　　　　使用量　　前年比％
電気使用料（kwh） 　523,941　　88.6
冷暖房A重油（㍑） 　 57,900　　88.4
暖房灯油（㍑）            759.1　　70.8
庁用車ガソリン（㍑） 30,511.6　　81.7
庁用車軽油（㍑）     21,042.5　　88.4
給湯用ガス（㎥）         2,958　　99.9

実績内容（Ｈ１８）

○継続実施　２１区

実績内容（Ｈ１７）
○徹底した省エネルギー活動等により
実績値は徐々に減少に転じている。

　　項目　　　　　使用量　 前年比％
電気使用料（kwh） 　591,185     104.2
冷暖房A重油（㍑） 　 65,500       85.6
暖房灯油（㍑）           1,072.7   103.5
庁用車ガソリン（㍑）  37,331.6    99.5
庁用車軽油（㍑）       23,792.3  101.6
給湯用ガス（㎥）         2,960.6　101.9

○継続実施　２９区

実績内容（Ｈ１９）

○省エネルギー活動については、電気、
灯油、軽油使用量を除き、対前年度比
100％以内を維持した。
○継続実施

　項目　　　　　　使用量　　     前年比％
電気使用料（kwh） 　531,390     101.4
冷暖房A重油（㍑） 　 55,900       96.5
暖房灯油（㍑）              961.2   126.6
庁用車ガソリン（㍑）   29,324.4    96.1
庁用車軽油（㍑）       21,915.3   104.1
給湯用ガス（㎥）         2,767   　 93.5

○関係団体へ廃止計画の説明
・中高地区労働組合会議
・中高地区労働組合連合会
・中野ぽんぽこスタンプ会
・高水木材協同組合
・中野市身体障害者福祉協会

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○次の事業の見直しを行った。
　①中野市協議会補助金
　　14.7％削減。（平成18年度対比）
　②中高地区協議会補助金
　　16.2％削減。（平成18年度対比）

○平成19年度補助金額
　①中野市協議会補助金4,236,700円
　②中高地区協議会補助金1,984,650円

実績内容（Ｈ１９）

市民課

全　　庁

(財政課)

103
　
部落解放同盟補助
金の見直し

○次の事業の見直しを行った。
　①中野市協議会補助金
　　19.2％削減。（平成16年度対比）
　②中高地区協議会補助金
　　10％削減。（平成16年度対比）

○平成17年度補助金額
　①中野市協議会補助金5,840,000円
　②中高地区協議会補助金2,630,000円

○施設等の維持管理費は、ISO14001（平成19年９
月６日まで認証取得予定。以降は中野市環境マネ
ジメントシステムに移行予定。）の規定を遵守し、物
件費の支出を抑制する。

○省エネルギー活動については、対前年度実績比
100％を維持していく。

○本庁舎・支所をはじめとした公共施設の清掃業務
委託は共用部分のみとし、事務室等は職員により実
施。

人権政策課

改革の内容
○平成15年度より、段階的に補助金の削減を行って
いる。
今後も、運動団体と協議のうえ見直しを行い、段階
的に削減する。

○関係団体へ廃止計画の説明
・中高地区労働組合会議
・中高地区労働組合連合会
・中野ぽんぽこスタンプ会
・高水木材協同組合
・中野市身体障害者福祉協会転出（12
月末）

○跡地利用の検討

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施　３２区
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効果

○電気料の支出抑制が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○電気料の支出抑制が図られ
た。 効果

（額、
数値
等）

○同左

○維持管理費の削減になった。
効果
（額、
数値
等）

○同左

　　(5)　民間活力の活用

効果

○経費節減が図られ、民間活力の活用によ
りサービス向上し、市民の利便性が向上す
る。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○経費節減が図られ、民間活力
の活用によりサービスが向上
し、市民の利便性が図られた。

○新規導入　28施設
・管理経費削減額　368万円
・人件費削減額　2,600万円
・合計　2,968万円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○新規導入　１施設
・管理経費削減額　５万円
（現行の業務委託と同等のた
め。）

効果
（額、
数値
等）

○同左

○新規導入　18施設
・管理経費削減額　△591万円
・人件費削減額　　1,518万円
・合計　927万円

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○民間委託により、支出抑制が図られる。
効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○番組制作委託料契約額
　　　　　　　　　　859,950円
○委託期間
　　　平成21年9月1日～
　　　　平成22年3月31日

効果

○民間委託により市の支出抑制が図られ
る。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○指定管理者制度の活用

【改革の内容】
○全ての公の施設の管理のあり方を検討し、指定管理者制
度の検討、導入、評価を行う。
○毎年度、施設の運営状況を評価し、新たに制度を導入す
る施設を検討する。

【効果】
○厳しい財政状況の中で、公の施設の見直しを進めること
で、行政のスリム化、支出の抑制が図られる。
○施設の必要性、運営状況の評価を行うことで、設置目的
を再認識し、真に必要なサービスの提供を行なうことができ
る。
○民間活力の活用によりサービス向上し、市民の利便性が
向上する。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○CATVの高度化、豊田のCATVの民間委託

【改革の内容】
○自主放送番組の制作について民間委託を図る｡

【効果】
○民間のノウハウを活かした番組制作と人件費の削減が図
られる。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む
　
【改革プラン名】
○学校給食調理業務の民間委託

【改革の内容】
○市内3箇所の学校給食センターの調理業務委託を検討す
る。
　
【効果】
○民間委託により市の支出抑制が図られる。

◎都市計画課
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　道路河川課へ維持管理の一元化が完了したため終了と
する。

◎道路河川課
②平成２２年度以降も継続して取り組む
【改革プラン名】
○都市計画道路の維持管理費の見直し
【改革の内容】
○都市計画道路に設置してある街路灯を、安全等に支障の
ない範囲で 電気料の削減を図る。
【効果】
○電気料の支出抑制が図られる。

○地域情報基盤整備事業の実施により
中野、豊田地域の情報格差の是正を行
うため、情報基盤の整備が行なわれた。

○業務委託の内容について検討を行っ
た。

実績内容（Ｈ１９）
○当面直営とすることとし調理業務委託
について検討継続

実績内容（Ｈ１７）

○市内３箇所の学校給食センターの調理業務委託
を検討する。

改革の内容

実績内容（Ｈ１９）
◎都市計画課
○相生橋街灯の一部を消灯
○中町線足元灯の高輝度灯を蛍光灯に
取替えた。

○指定管理者制度導入施設　計30施設
　（新規１、更新０、継続29）

○指定管理者選定委員会　７回開催

○平成18年度管理実績の評価　30施設

○平成20年度から指定する指定管理者
の選定　21施設（新規18、更新３）

実績内容（Ｈ１９）

改革の内容
○地域間の情報格差の解消を図るため民間のノウ
ハウを活かした民間委託を進める。

実績内容（Ｈ１９）

学校給食
センター

○指定管理者導入施設　計46施設
　（新規０、更新23、継続23）

○指定管理者選定委員会　３回開催

○平成20年度管理実績の評価　48施設

○平成22年度から指定する指定管理者
の選定　１施設（新規0、更新１）

110

109
CATVの高度化、豊
田のCATVの民間
委託

学校給食調理業務
の民間委託

107
都市計画道路の維
持管理費の見直し

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

◎都市計画課
○完了

◎道路河川課
○継続実施

○豊田情報センターの自主放送番組の
一部について、制作業務の委託を実施
した。

○検討継続
21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ１７）

庶務課

108
施設管理に対する
指定管理者制度の
活用

平成２２年度～平成２４年度

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）

○検討継続

○民間委託についてその是非も含めて
検討した。

○検討継続

実績内容（Ｈ１８）
○指定管理者制度導入施設　計30施設
　（新規28、更新１、継続１）

○指定管理者選定委員会　２回開催

○平成17年度管理実績の評価　２施設

○平成19年度から指定する指定管理者
の選定　１施設（新規１、更新０）

○指定期間終了（直営へ変更）　１施設

平成２２年度～平成２４年度21年度実施見込み（又は実績内容）

改革の内容

○都市計画道路に設置してある街路灯の照明範囲
を見直し、安全等に支障のない範囲で消灯をし街路
灯の電気料の削減を図る。

改革の内容

○全ての公の施設の管理のあり方を検討し、指定
管理者制度の導入を進める。

○中野市指定管理者選定委員会を設置し、検討、
導入、評価を行う。

○毎年度移行した施設の運営状況を評価し、新たに
制度を導入する施設を検討する。

○CATV高度化調査研究会を開催し、豊
田情報センターの民間委託について検
討した。

○民間委託について検討した。
・北部、豊田、南部について検討し、3セ
ンター同時にすることが適切であると判
断した。

全　　庁

(政策情報課)

道路河川課
都市計画課

○指定管理者制度導入施設　計2施設
　（新規０、更新０、継続２）

○指定管理者選定委員会　12回開催

○平成18年度から指定する指定管理者
の選定　　29施設（新規28、更新１）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１８）

○指定管理者制度導入施設　計48施設
　（新規18、更新３、継続27）

○指定管理者選定委員会　３回開催

○平成19年度管理実績の評価　30施設

○平成21年度から指定する指定管理者
の選定　23施設（新規0、更新23）

○指定期間の終了　2施設
（公募したが応募がなく、平成21年度か
ら直営とした。）

実績内容（Ｈ２０）

○検討継続

実績内容（Ｈ２０）
○地域情報基盤整備事業の実施により
音声告知放送の整備が行なわれた。

○業務委託項目ごとの詳細について検
討を行った。（自主放送番組について）

実績内容（Ｈ２０）

◎都市計画課
○都市計画道路の維持管理について、
道路河川課管理へ一元化を行った。

◎道路河川課
○中町線足元灯の高輝度灯を蛍光灯に
取替えた。(電球の取替時に交換。)

実績内容（Ｈ２０）
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効果

○市の支出削減が図られる。
効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○長期継続契約件数
106件　164,789千円/年
削減額　14,630千円/年

効果
（額、
数値
等）

○長期継続契約件数
107件　160,546千円/年
削減額　13,764千円/年

効果
（額、
数値
等）

○長期継続契約件数
107件　160,546千円/年
削減額　13,764千円/年

効果
（額、
数値
等）

○長期継続契約件数
107件　160,546千円/年
削減額　13,764千円/年

効果

○施設建設時の運営、維持管理を含めたコ
スト比較により市の支出削減が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○施設を建設する場合には、運
営費などのトータルコストまで含
めた比較が可能になる。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

　３　コストの縮減
　　(1)　施設整備に係るコスト比較

効果

○効率的な道路網計画を構築することによ
り、事業費の抑制が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果

○使用期間の延長及び小型化により、市の
支出削減図られる。 効果

（額、
数値
等）

○小型化により、市の支出削減
が図られた。
　１台切り替えにより
    削減額　327,600円

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○小型化により、市の支出削減
が図られた。
１台切り替えにより
削減額　329,700円

効果
（額、
数値
等）

○小型化により、市の支出削減
が図られた。
１台切り替えにより
削減額　338,100円

効果
（額、
数値
等）

○小型化により、市の支出削減
が図られた。
3台切り替えにより
削減額　計1,039,500円
　　　　　（346,500円☓3台）

効果

○適正な配備及び使用期間の延長により、
市の支出削減が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○配備車両及び使用期間の見
直しにより、支出削減が図られ
た。

効果
（額、
数値
等）

○適正な配備及び更新期間の
延長により、市の支出抑制が図
られた。

効果
（額、
数値
等）

○適正な配備及び更新期間の
延長により、市の支出抑制が図
られた。

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む。

【改革プラン名】
○消防ポンプ自動車等の更新計画の見直し。

【改革の内容】
○消防ポンプ自動車の更新計画及び使用期間について見
直しをする。

【効果】
○適正な配備及び計画見直しにより、市の支出抑制が図ら
れる。

①平成２１年度で終了とする
【理由】
　ＰＦＩのメリットが合併特例債の活用を上回るメリットが無い
ため、導入の必要性が無いため。

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○都市計画道路計画の見直し

【改革の内容】
○都市計画道路計画決定時と比べ状況等が変化している
ため、計画路線（区間）の見直しを行い、効率的な都市計画
道路網の構築を図る。

【効果】
○効率的な道路網計画を構築することにより、事業費の抑
制が図られる

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
 ○長期継続契約の活用、委託方法の見直し

【改革の内容】
 ○長期契約（５年以内）を行うことにより、委託経費の削減
が見込まれる。

【効果】
○市の支出削減及び事務負担の軽減が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○消防小型動力ポンプ更新の期間延長及び規格変更

【改革の内容】
○小型動力ポンプの性能の向上に伴う、既存機器の規格
変更を行い、適性機器の配置を行う。

【効果】
○小型化により、市の支出削減が図られる。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９）

○継続実施
実績内容（Ｈ１９）

○継続実施

○小型動力消防ポンプ4台購入
　C-1級3台　B-3級 1台
(うち、B-3級からC-1級へ3台切り替え)
・Ｂ-3級　32台を29台に３台削減
・C-1級　46台を49台に３台増設

○第１分団自動車班組織の統合を行
い、４台の消防ポンプ自動車を２台にす
る。
○実施時期については、平成22年4月1
日とする。

21年度実施見込み（又は実績内容）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○第10分団複数配備の消防ポンプ自動
車（普通車）２台のうち１台を軽積載車に
替え配置した。
　

都市計画道路計画
の見直し

消防ポンプ自動車
等の配備の見直し

114
消防小型動力ポン
プ更新の期間延長
及び規格変更

115

113

111
長期継続契約の活
用、委託方法の見
直し

112 PFIの研究

○継続実施

○長期継続契約について、可能なものを
実施した。

実績内容（Ｈ１８）

○都市計画道路の現状
（平成19年3月31日現在）

　計画路線17路線
　計画延長38.95㎞
　整備済延長23.77㎞
　整備率61.0%

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１８）
○消防ポンプ自動車の複数配備してあ
る地区(第１・第１０分団)の見直しを検討
した。

○使用期間の見直しを検討した。

○規格を小型化に見直し、取扱いを容
易にした。
小型動力消防ポンプ５台購入
　C－１級　３台　B－３級　２台
　（うち、B－３級からC－１級へ１台切り
替え）

改革の内容

改革の内容

○小型動力ポンプの性能の向上に伴う耐用年数の
伸びから、使用期間を見直し、既存機器の有効活用
を図る。
使用期間　15年→20年へ　規格の小型化を進める

改革の内容
○消防ポンプ自動車の複数配備について見直しす
る。

○使用期間の見直し、使用期間17年→19年へ

改革の内容
○都市計画道路計画決定時と比べ状況等が変更し
ているため、計画路線（区間）の見直しを行い、効率
的な都市計画道路網の構築を図る。

○作業は平成18年度からとし、都市計画マスタープ
ラン作成にあわせ平成22～23年度までに全て見直
しする。

改革の内容

○長期契約（５年以内）を行うことにより、委託経費
の削減が見込まれる。

○行政サービス提供のための施設整備に際し、一
定規模以上の事業については、PFIによる事業手法
についても必要に応じて検討を行う。

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１７）

○情報収集、準備を行った。
（平成18年3月31日現在）

　計画路線17路線
　計画延長38.95㎞
　整備済延長23.77㎞
　整備率61.0%

○『長期継続契約を締結することができ
る契約を定める条例』を制定した。平成
17年12月28日に施行

○契約案件としては、H18年度当初対応
となるものが殆どとなっている。

実績内容（Ｈ１７）

実績内容（Ｈ１７）

○国、県や自治体ＰＦＩ推進センターなど
を通じて、情報収集を行った。

○事業手法について必要に応じて、検
討を行う。

○継続実施

○具体的な事業が想定されないことから
担当レベルで情報収集を行った。

実績内容（Ｈ１８）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○都市計画道路の現状
（平成21年3月31日現在）

　計画路線17路線
　計画延長38.62㎞
　整備済延長　24.37ｋｍ
　整備率　63.1％

実績内容（Ｈ２０）

○見直し検討作業に着手
　（21年度中に素々案作成の見込み）
○都市計画決定後長期間未整備である
都市計画道路について、その機能や必
要性を検証し、必要な見直しについて検
討する。

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

21年度実施見込み（又は実績内容）

○使用期間の見直しをした。
使用期間17年→19年へ
○消防ポンプ自動車の複数配備してあ
る地区について見直しをした。
　（第１分団平成２２年度４台から２台に）
　（第１０分団平成２０年度２台から１台
軽積載車へ）

○小型動力消防ポンプ4台購入
　C-1級　2台　B-3級　2台
(うち、B-3級からC-1級へ1台切り替え)

○都市計画道路の現状
（平成20年3月31日現在）

　計画路線17路線
　計画延長38.95㎞
　整備済延長　23.77ｋｍ
　整備率　61.0％

実績内容（Ｈ１９）
○使用期間を見直した。
　　使用期間15年→20年

○継続実施

実績内容（Ｈ１７）

都市計画課

実績内容（Ｈ１７）

消防課

消防課

全　　庁

(財政課)

政策情報課

実績内容（Ｈ１８）

○小型動力消防ポンプ3台購入
　C-1級　2台　B-3級　1台
(うち、B-3級からC-1級へ1台切り替え)
・Ｂ-3級　33台を32台に１台削減
・C-1級　45台を46台に１台増設

実績内容（Ｈ２０）

実績内容（Ｈ２０）
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効果

○環境に配慮しつつ、コストの縮減が図ら
れる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○環境に配慮しつつ、コストの
縮減が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左 効果
（額、
数値
等）

○同左

効果

○軽自動車へ転換することにより維持管理
費の削減が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○車両の削減が図られた。
　（１台）
　117台→116台（特殊車両は除
く）

効果
（額、
数値
等）

○同左
　（１台）
　116台→115台（特殊車両は除
く）

効果
（額、
数値
等）

○115台→116台（特殊車両は
除く）

○高速道路通行料のETC時間
帯割引制度を活用し、経費の節
減が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○116台→117台（特殊車両は
除く）

○高速道路通行料のETC時間
帯割引制度を活用し、経費の節
減が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○ETCの時間帯割引制度の活
用により、経費の節減が図られ
る。

　　(2)　企業経営意識の導入

効果

○予算執行にあたっては、予算の使い切り
の意識を排除し、より安価な執行をするとと
もに、「もったいない」の精神の浸透が図ら
れる。

効果
（額、
数値
等）

○職員の意識変革が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○公用車の適正車両の配置の推進

【改革の内容】
○公用車を更新する場合は可能な限り軽自動車及びハイ
ブリッド車を選択し、極力保有台数の削減を図りながら、適
正な維持管理を促進する。
○ETCは、高速道路の利用頻度の高い車両への積載を優
先し、時間帯割引制度の活用など効率的な利用を促進して
いく。

【効果】
○軽自動車及びハイブリッド車へ転換することにより維持管
理費の削減及びCO2の削減が図られる。
○高速道路通行料のETC時間帯割引制度の活用により、
経費の節減が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　№38へ統合し、「コスト意識の高揚」として取り組むため。

実績内容（Ｈ１９）

○軽自動車1台を廃車し、更新は行わな
かった。

○増車は寄附によるもののみとした。（２
台）

○ETCの、時間帯割引制度を活用した
効率的な利用を促進した。

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）

○軽自動車1台を廃車し、新規購入によ
り更新した。

○増車は寄附によるもののみとした。（1
台）

○ETCの、時間帯割引制度を活用した
効率的な利用を促進した。

21年度実施見込み（又は実績内容）

実績内容（Ｈ１９）

○環境マネジメントシステムに即した工
法等の選択により実施。

◎上下水道課
○新中野配水池築造工事
○西江部地区配水管布設替工事
○中町線取付管布設替工事
○下水道新井4工区工事外９件

◎都市計画課
○一本木公園整備工事
○案内標識設置工事
○中町線街灯設置工事

◎道路河川課
○市単独市道七瀬大俣栓流末堤外排
水路工事　外８件

○継続実施

◎上下水道課
○小田中地区配水管布設替工事
○一本木地区配水管布設替工事
○岩船地区配水管布設替工事
○中町線(街路西側）布設替工事外
○北部簡易水道柳沢地区管路布設替
（その１）工事
○北部簡易水道柳沢地区管路布設替
（その２）工事
○戸狩第１水源導水管更新工事
○草間２５工区工事
○草間２４工区工事
○中町線取付管工事外４

◎都市計画課
○一本木公園整備工事
○中町線外灯設置工事
○文化公園多目的グランド改修工事

◎道路河川課
○市単南宮線歩道整備工事　外１２件

◎農政課
西部農村総合整備事業[長嶺工区]２件

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ２０）

○継続実施

○経済危機対策臨時交付金事業の活
用による老朽化公用車の更新
　14台購入(うち軽自動車６台、ハイブ
リット車３台)
　12台廃車(うち軽自動車３台)

○117台→118台(特殊車両は除く)

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

◎上下水道課
○信州中野駅前送配水管布設替工事
○戸狩水系送水管布設工事
○新保地区配水管布設替その２工事
○戸狩水系導・送水管布設替工事
○赤坂送水管布設工事
○東山団地送配水管布設替工事
○西条工区外１

◎都市計画課
○一本木公園整備工事
○中町線光灯工事
○中野小学校旧校舎屋根瓦葺替え工事

◎道路河川課
○市単平岡１１号線道路舗装工事　外１
７件

◎農政課
○西部農村総合整備事業[安源寺工区]
１件
○８月豪雨災害復旧工事　２件

平成２２年度～平成２４年度
◎上下水道課・都市計画課・道路河川課・農政課
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○環境に配慮した工法等の推進

【改革の内容】
○中野市環境マネジメントシステムに即した工法等の選択
により実施。
　・建設副産物のリサイクルの促進
　・アスファルト廃材30％混入合材の使用
　・再生砕石、良質発生土及び改良土の使用

【効果】
○環境に配慮しつつ、コストの縮減が図られる。

平成２２年度～平成２４年度

116
- 2

環境に配慮した工
法によるコストの縮
減

118
事務事業経費の縮
減

117
公用車の適正車両
の配置の推進

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○継続実施

○軽自動車1台を廃車し、更新は行わな
かった。

○増車要望は、現有車の適正配置によ
り対応した。（１台）

○ETCの、時間帯割引制度を活用した
効率的な利用を促進した。

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）

改革の内容
○公用車を更新する場合は可能な限り軽自動車を選択
し、極力保有台数の削減を図りながら、適正な維持管理を
促進する。平成19年度から各年度1台軽自動車への転換
を予定している。

○ETCは、高速道路の利用頻度の高い車両への積載を優
先し、平成17年度10台の車両に積載を完了した。今後時
間帯割引制度の活用など効率的な利用を促進していく。

改革の内容
○財政状況に対する職員の認識を深め、企業経営
感覚を取り入れ、コスト意識をもって予算編成に臨
み効果・効率的な予算執行を図る。

○中野市環境マネジメントシステムに即した工法等
の選択により実施。
　・ 建設副産物のリサイクルの推進
　・ アスファルト廃材30％混入合材の使用
　・ 再生砕石、良質発生土及び改良土の使用

改革の内容 実績内容（Ｈ１９）

○継続実施

○継続実施

実績内容（Ｈ１８）

○各課等において、各事務事業経費の
縮減を念頭に事業を実施した。

○予算の使い切りを廃し、不用額の捻
出に努めた。

実績内容（Ｈ１７）
○軽自動車1台を廃車し、更新は行わな
かった。

○増車要望は、現有車の適正配置によ
り対応した。

○ETCは、10台の車両に積載し、適切な
利用を呼び掛けた。

実績内容（Ｈ１８）実績内容（Ｈ１７）

財政課

全　　庁

(政策情報課)

道路河川課
都市計画課
上下水道課

農政課
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効果

○共催により質の高い講師の招聘が可能と
なり、多くの市民参加が期待されるととも
に、行政コストの縮減が図られる。

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○行政コストの縮減が図られ
た。

○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減
　C評価・・・〃　　　30％削減
　D評価・・・〃　　　50％削減

効果
（額、
数値
等）

○行政コストの縮減が図られ
た。

○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減
　C評価・・・〃　　　30％削減
　D評価・・・〃　　　50％削減

効果
（額、
数値
等）

○行政コストの縮減が図られ
た。

○計上基準
　B評価・・・前年比10％削減

　　(3)　公平・公正・透明な入札の推進

効果

○公共事業費が減少する中で、当該年度
発注予定事業を的確に把握し、『発注基準』
の見直しをすることで、受注機会の均等化と
競争性が確保され、柔軟な制度が構築され
る。

効果
（額、
数値
等）

○受注機会の均等化と競争性
が確保され、柔軟な制度が構築
された。 効果

（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左

　４　次世代への負担軽減に努めます
　　(1)　市債発行の抑制・市債残高の縮小

効果

○市債発行を抑制することで、予算に占め
る公債費の比率を抑えることができ、一般
財源の効率的な運用が図られる。

○また、市債残高を減少させることで、将来
的な市行財政運営への負担を軽減すること
ができる。

効果
（額、
数値
等）

○市債発行の抑制により、一般
財源の効率的な運用が図られ
た。

○市債残高の減少により、将来
的な市行財政運営への負担を
軽減することができた。

【普通会計】
○市債発行額
1,680,400千円
○市債残高
21,960,772千円
○市民一人当たりの市債残高
459千円
（人口：47,884人）
○公債費比率
　16.1％

【全会計】
○市債残高
55,628,525千円
○市民一人当たりの市債残高
1,162千円
（人口：47,884人）

効果
（額、
数値
等）

○同左

【普通会計】
○市債発行額
1,039,800千円
○市債償還額
2,241,433千円
○市債残高
20,759,139千円
○市民一人当たりの市債残高
436千円
（人口：47,648人）
○発行額累計
2,720,200千円
○公債費比率
　18.3％

【全会計】
○市債残高
53,658,415千円
○市民一人当たりの市債残高
1,126千円
（人口：47,648人）

効果
（額、
数値
等）

○同左

【普通会計】
○市債発行額
1,230,100千円
○市債償還額
2,092,346千円
○市債残高
19,896,893千円
○市民一人当たりの市債残高
419千円
（人口：47,405人）
○発行額累計
3,950,300千円
○公債費比率
　14.2％

【全会計】
○市債残高
51,575,014千円
○市民一人当たりの市債残高
1,088千円
（人口：47,405人）

効果
（額、
数値
等）

○同左

【普通会計】
○市債発行額
1,005,244千円
○市債償還額
2,278,320千円
○市債残高
18,623,817千円
○市民一人当たりの市債残高
394千円
（人口：47,218人）
○発行額累計
4,955,544千円
○公債費比率
　12.3％

【全会計】
○市債残高
48,732,490千円
○市民一人当たりの市債残高
1,032千円
（人口：47,218人）

効果
（額、
数値
等）

○市債発行の抑制により、一般
財源の効率的な運用を図る。

○市債残高の減少により、将来
的な市行財政運営への負担軽
減を図る。

【普通会計】
○市債発行額
2,380,949千円　見込み
○市債償還額
2,126,992千円  見込み
○市債残高
18,877,774千円　見込み
○市民一人当たりの市債残高
400千円
（人口：47,168人）
○発行額累計
7,336,493千円　見込み

【全会計】
○市債残高
48,272,277千円
○市民一人当たりの市債残高
1,023千円
（人口：47,168人）

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ２０）
○継続実施
　・１事業の発注業者数を10者程度とし
た。
　・入札制度研究委員会を立ち上げ、各
種制度研究に着手した。

実績内容（Ｈ２０）
○継続実施

○合併特例事業債
　10事業　起債額 241,600千円

○公的資金補償金免除繰上償還及び借
換を行った。

○継続実施
　・１事業の発注業者数を10者程度とし
た。
　・最低制限価格制度を導入。（6/1～）
　・引き続き、入札制度研究委員会にお
いて入札制度研究･検討を行う。

○継続実施
　・１事業の発注業者数を10者程度とし
た。

実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１９） 21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

○合併特例事業債
　７事業　起債額 905,500千円予定

○継続実施

平成２２年度～平成２４年度

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○講演会等の共催

【改革の内容】
○各部課等で計画するイベント、講演会等については、予
算作成期等において全庁的に把握し、共催等に努める。

【効果】
○共催により質の高い講師の招聘が可能となり、多くの市
民参加が期待されるとともに、行政コストの縮減が図られ
る。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○公平・公正・透明な入札の推進

【改革の内容】
○市内業者への優先発注という基本理念を更に徹底しなが
ら、当該年度発注予定事業を的確に把握し、業者指名の機
会が拡大するよう、『発注基準』の見直しをはじめ、柔軟な
制度の構築を目指す。

【効果】
○公共事業費が減少する中で、当該年度発注予定事業を
的確に把握し、『発注基準』の見直しをすることで、受注機会
の均等化と競争性が確保され、柔軟な制度が構築される。

120

121
市債発行の抑制・
市債残高の縮小

公平・公正・透明な
入札の推進

119 講演会等の共催

○事務事業の見直しにあわせ、イベン
ト・講演会の統合・共催・廃止等について
検討した。（5件）
講演会等評価検討結果
A：現状継続・・・4件
Ｂ：改善継続・・・1件

21年度実施見込み（又は実績内容）

○継続実施

○合併特例事業債
　９事業　起債額 540,700千円

○公的資金補償金免除繰上償還及び借
換を行うために、財政健全化計画を策定
した。

○事務事業の見直しにあわせ、イベン
ト・講演会の統合・共催・廃止等について
検討した。（42件）
講演会等評価検討結果
A：現状継続・・・23件
Ｂ：改善継続・・・15件
Ｄ：統合・・・4件

実績内容（Ｈ２０）
○事務事業の見直しにあわせ、イベン
ト・講演会の統合・共催・廃止等について
検討した。（19件）
講演会等評価検討結果
A：現状継続・・・9件
Ｂ：改善継続・・・8件
Ｄ：統合・・・2件

実績内容（Ｈ１９）

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○市債発行の抑制・市債残高の縮小

【改革の内容】
○世代間負担の公平化という市債の特性を十分考慮して、
市債を発行する事業を厳選し、抑制に努める。

【効果】
○市債発行を抑制することで、予算に占める公債費の比率
を抑えることができ、一般財源の効率的な運用が図られる。
○また、市債残高を減少させることで、将来的な市行財政
運営への負担を軽減することができる。

　№122を統合

○発注基準の見直しを行い、業者指名
の機会の拡大を図った。
　・１事業の発注業者数を８者程度とし
た。

○継続実施
　・１事業の発注業者数を10者程度とし
た。

実績内容（Ｈ１８）

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）
○継続実施

○合併特例事業債
　９事業 起債額 395,700千円

○市内業者への優先発注という基本理念を更に徹
底しながら、当該年度発注予定事業を的確に把握
し、業者指名の機会が拡大するよう、『発注基準』の
見直しをはじめ、柔軟な制度の構築を目指す。

改革の内容

○各部課等で計画するイベント、講演会等について
は、予算作成期等において全庁的に把握し、共催等
に努める。

改革の内容

○単年度の市債の発行額を最大で20億円とし、平
成17年度から平成21年度までの市債発行累計額
を、70億円以内とすることで、平成21年度末の市債
残高を181億円以内とする。

改革の内容

実績内容（Ｈ１８）

○普通建設事業の財源としての市債の
発行を抑制した。
○合併特例事業債
　８事業 起債額 794,400千円

○合併特例債の有効活用を図った。

実績内容（Ｈ１７）
○イベント・講演会等の現況調査を実施
した。（72件）
　各課等に現況及び見直し検討の調査
を行い、イベントや講演会等の趣旨・内
容、予算規模等の詳細について把握し
た。

実績内容（Ｈ１７）

全　　庁

(政策情報課)

財政課

財政課
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効果

○平成17年度下水道特会で46,400千円、水
道事業会計で20,900千円の借換を行う。

○高利率の資金の借り換えにより、市行財
政運営への負担の軽減が図られる。

効果
（額、
数値
等）

○高利率の資金の借り換えによ
り、市行財政運営への負担の軽
減が図られた。

効果
（額、
数値
等）

○同左

効果
（額、
数値
等）

○同左
○公的資金補償金免除繰上償
還・借換実績

　・・・普通会計　80,716千円
　　　下水道会計　935,481千円
　　　水道会計　359,801千円 効果

（額、
数値
等）

○同左
○公的資金補償金免除繰上償
還・借換実績

・・・普通会計
91,516千円
　　　下水道事業特別会計
410,122千円
　　　農業集落排水事業特別会
計　　20,897千円
　　　水道事業会計
1,006,894千円

効果
（額、
数値
等）

○高利率の資金の借り換えによ
り、市行財政運営への負担の軽
減を図る。

・・・普通会計
145,564千円　見込み
　　　下水道事業特別会計
291,967千円　見込み
　　　農業集落排水事業特別会
計　　42,931千円　見込み
　　　水道事業会計
857,129千円　見込み

　　(2)　基金の適正運用

効果

○基金繰入金を抑制することで基金残高を
一定額確保し、緊急時の対応を可能とす
る。

○将来的な行財政施策の財源を確保する。

効果
（額、
数値
等）

○将来的な行財政施策の財源
を確保することができた。
○平成17年度基金繰入金
189,153千円
うち財政調整基金0千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H18年度基金繰入金
・・・568,271千円
うち財政調整基金
220,039千円

○財政調整基金取崩し累計額
220,039千円

○基金残高
6,437,378千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○H19年度基金積立額
・・・616,825千円

○H19年度基金繰入金
・・・646,581千円
うち財政調整基金
354,302千円

○財政調整基金取崩し累計額
574,341千円

○基金残高
6,197,191千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○平成20年度基金積立額
・・・2,435,136千円

○平成20年度基金繰入額
・・・672,118千円
うち財政調整基金
268,300千円

○財政調整基金取崩し累計額
842,641千円

○基金残高
8,012,971千円

効果
（額、
数値
等）

○同左

○基金繰入金を抑制することで
基金残高を一定額確保し、緊急
時の対応を可能とする。

○将来的な行財政施策の財源
を確保する。

効果

○国保事業の安定的な運営が図られる。
効果
（額、
数値
等）

効果
（額、
数値
等）

○国保事業の安定的な運営が
図られた。
○実質収支額△72,842千円

効果
（額、
数値
等）

○同左
○実質収支額△20,860千円

効果
（額、
数値
等）

○同左
○実質収支額△66,457千円

効果
（額、
数値
等）

○同左
○実質収支額△104,143千円

②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○国民健康保険特別会計の健全運営

【改革の内容】
○国民健康保険特別事業会計の健全運営を図る。
○病気の早期発見、早期治療による医療費の抑制と、受益
者負担の適正化を図る。

【効果】
○国民健康保険事業の安定的な運営が図られる。

平成２２年度～平成２４年度
①平成２１年度で終了とする
【理由】
　財政健全化計画期間が平成21年度で終了するため。
　今後は、№121へ統合し、「市債発行の抑制･市債残高の
縮小」の中で継続して借換債の活用に努めていく。

実績内容（Ｈ２０）
○利率の高い国債の購入や基金の繰り
替え運用等による一時借入金の未実施
など、有効な基金運用を図った。

○地方交付税の減少により、財政調整
基金からの繰入を行った。

○継続実施

○交付税の増額により、将来の公共施
設建設の財源とするため、公共施設等
整備基金への積立を行った。

平成２２年度～平成２４年度
②平成２２年度以降も継続して取り組む

【改革プラン名】
○基金の適正運用
　
【改革の内容】
○基金の効率的な運用を図る
　
【効果】
○基金繰入金を抑制することで基金残高を一定額確保し、
緊急時の対応を可能とする。
○将来的な行財政施策の財源を確保する。

平成２２年度～平成２４年度

21年度実施見込み（又は実績内容）
○継続実施

21年度実施見込み（又は実績内容）

○下水道事業特別会計で　46,400千円
の借り換えを行った。

○水道事業会計で　20,900千円の借り
換えを行った。

借換債の活用

123 基金の適正運用

124
国民健康保険特別
会計の健全運営

122

実績内容（Ｈ２０）
○財政健全化計画に基づき公的資金補
償金免除繰上償還及び借換を行った。

○下水道事業特別会計で、　409,900千
円の借換を行った。
○農業集落排水事業特別会計で
20,800千円の借換を行った。
○水道事業会計で　496,100千円の借換
を行った。

実績内容（Ｈ１８）

○継続実施（3回開催）
　

○基金積立金残高　107,118円

○赤字分について、法定外繰入予定。

○継続実施（４回開催）
　
○平成20年度国民健康保険税平均9.9%
の値上げを決定した。

○基金積立金残高　106,373円

○継続実施（3回開催）
　
○平成21年度国民健康保険税は据置と
した。

○基金積立金残高　106,745円

○法定外繰入　139,000千円をした。

実績内容（Ｈ２０）実績内容（Ｈ１９）

21年度実施見込み（又は実績内容）実績内容（Ｈ１９）
○財政健全化計画に基づき公的資金補
償金免除繰上償還及び借換を行う。

○下水道事業特別会計で、　291,800千
円の借換を予定。
○農業集落排水事業特別会計で
42,800千円の借換を予定。
○水道事業会計で　856,700千円の借換
を予定。

○公的資金補償金免除繰上償還及び借
換を行うため、財政健全化計画を策定し
た。

○下水道事業特別会計で、　935,200千
円の借換を行った。

○国民健康保険運営協議会を開催し
た。（４回開催）
　
○平成18年度国民健康保険税平均22%
の値上げを決定した。

○継続実施（４回開催）
　
○平成19年度国民健康保険税平均11%
の値上げを決定した。

○基金積立金残高　106,000円

実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８）

○下水道事業特別会計で　40,300千円
の借り換えを行った。
○農業集落排水事業特別会計で　2,800
千円の借り換えを行った。
○水道事業会計で　16,600千円の借り
換えを行った。

○経常経費の節減、予算の重点的配
分、予算の適正な執行等により基金繰
入金の抑制を行った。

○利率の高い国債の購入や基金の繰り
替え運用等による一時借入金の未実施
など、有効な基金運用を図った。

○随時見直して実施
実績内容（Ｈ１７） 実績内容（Ｈ１８） 実績内容（Ｈ１９）

実績内容（Ｈ１７）

○国民健康保険特別事業会計の健全運営を図る。

○医療費の抑制と、受益者負担の適正化を図る。

○後年度負担の軽減を図るため、財政調整基金繰
入金を平成17年度から平成21年度までで約32億円
に抑制する。

○基金の効率的な運用を図る。

改革の内容

○既に借入済みの高利率の政府資金について、毎
年度許可される上限額を積極的に借換えを行う。

改革の内容

改革の内容

財政課

福祉課

財政課
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